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は じ め に

　近年、猛暑や豪雨の頻発など、気候変動が都市や人々の暮らしに及ぼす影響が顕在

化しています。この地球規模での課題に対して、これまで、二酸化炭素をはじめとす

る温室効果ガスの排出削減など、気候変動の進行を抑える「緩和」を中心に取組が進

められてきました。しかし、気候変動の影響が深刻化するなか、緩和策を一層推進す

るとともに、その影響を回避・軽減する「適応」の取組も重要となっています。

　気候変動は、都市インフラや建築物だけでなく、屋外空間の利用、人々の移動や健

康、地域の暮らしにも影響を及ぼします。これまでの気候条件を前提として整備され

てきた都市において、将来の変化をどのように見通し、都市政策やまちづくりに反映

していくかが問われています。

　そこで本号では、「気候変動とまちづくり」と題し、気候変動が都市に及ぼす影響と、

それに適応するまちづくりの動向について特集します。

　本特集では、主に二つの観点から考えます。第一は、将来の気候変動が都市にどの

ような影響を及ぼすのか、また、対策によってその影響をどの程度軽減できるのかと

いう観点です。第二は、暑熱、沿岸部における海面上昇や高潮などに対し、国内外の

都市でどのような取組が進められているのかという観点です。これらを通じて、気候

変動を前提とした都市政策とまちづくりに求められる視点を多角的に考えます。
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1　名古屋の暑さの実態
（1）名古屋の夏は暑い、その原因は？

名古屋の夏は暑い、とよく言われる。筆者も
その一人であるが、名古屋から離れた地域から
移り住んできた人々は、特にそのことを強く実
感しているのではないだろうか。

図1は、2006～2025年の20年間の7・8月の
日最高気温（気象庁の観測結果1））の累積出現
頻度（日数）について、東京、大阪、名古屋、
福岡の4都市の比較を行ったものである。同図
の横軸の35℃との交点となる縦軸の値が、最
近20年間における各都市の猛暑日（日最高気
温が35℃以上の日）の日数となる。

猛暑日数が一番多いのは名古屋で364日、僅
差であるが二番目は大阪で359日、三番目は福
岡で266日、比較した4都市の中で猛暑日数が
最も少ないのは東京で173日である。名古屋の
猛暑日数は東京の2.1倍にも達している。

猛暑が際立つ名古屋の最高気温は、2018年
8月3日に観測された40.3℃である（全国的に
記録的な猛暑となった2025年には、8月31日
に名古屋の観測史上第2位の40.0 ℃を観測）。
40℃超えの高温は、人口100万人以上の日本の
大都市（東京23区を含めると計12都市）で初
である。

その40.3℃の高温が生じた主な理由として、
名古屋地方気象台は、高気圧の張り出し、乾い
たフェーン現象の発生、比較的冷涼な海風の進
入を阻害する風系の形成、を挙げている2）。社
会一般では暑さの原因の代名詞のように扱われ
ている地球温暖化やヒートアイランドについ
て、同文献2）で多少言及されているものの、主

要因として述べられてはいない。
（2）暑さの正体

暑さを考える際には、気象としての暑さか、
気候としての暑さかを整理する必要がある。こ
こで、気象とは時々刻々と変化する大気の現象
で、気候とは気象の平均的あるいは総合的特徴

（統計値）である例えば3）。気象は、気候としての
平均状態に時々刻々の変動が加わったものと言
い換えることもできる。

以上を踏まえると、日最高気温や観測史上最
高気温としての暑さは「気象としての暑さ」、
地球温暖化やヒートアイランドに起因する暑さ

飯塚　悟
いいづか　さとる

1972年群馬県前橋市生まれ。名古屋大
学大学院環境学研究科教授、同大学脱
炭素社会創造センタービジョンデザイン部
門長。博士（工学）。早稲田大学理工学
部建築学科卒、東京大学大学院工学系
研究科建築学専攻博士課程修了。2016
年に「温暖化ダウンスケーリング技術の建
築・都市環境問題への活用に関する研究」
により日本建築学会賞（論文）を受賞。

図1　�日最高気温の累積出現頻度�
（2006～2025年の7・8月）
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倍に及んでいたことになる。ただし、この概算
は、フェーン現象の影響など、気象としての変
動成分の長期変化傾向への寄与を無視している
ことに注意されたい。

2　名古屋の暑さのこれから
（1）再び、地球温暖化 vs ヒートアイランド

図2は、筆者の研究室で実施した温暖化ダウ
ンスケーリングシミュレーション例えば6）による
名古屋都市圏の気候解析（2022年）・将来予測

（2050年代）の結果で、ともに8月1ヶ月間の
14時の値を平均した気温（地上2m）と風速ベ

は「気候としての暑さ」に位置づけられる。
気象や気候の定義が明確になれば、暑さの正

体の枠組み整理は容易となる。しかし、気象や
気候は、各種の物理過程が様々な時空間スケー
ルで相互作用する複雑な現象であるため、これ
らを正確に解析・予測することは難しい。気象
予測である天気予報が時折外れることは、誰し
もが認識していることであろう。

学術的には、過去再現・実態解析となる「暑
さ解析」では、気象としての暑さ、気候として
の暑さの双方が取り扱われるが、将来に向けた

「暑さ予測」となると、地球温暖化やヒートア
イランドに起因する気候としての暑さの予測に
限定されると言っても過言ではない。

一方、暑さに対する緩和策や適応策を検討す
る上では、基本的に将来予測の結果が必要とな
る。しかし、その結果に基づく検討では、突発
的に生じる極端な高温など、気象としての暑さ
までを、必ずしも適切に考慮できるわけではな
いことに注意が必要である。
（3）地球温暖化 vs ヒートアイランド

これまでの暑さ（暑さの実態）に関して、気
象としての暑さは、突発的な変動を含んだり、
複合的な要因が偶発的に重なったりするため、
シミュレーションを活用した詳細な解析を行わ
ない限り、定量的な評価は難しい。これに比べ
ると、気候としての暑さは統計値で捉えられる
ため、定量的な評価が比較的しやすい。

ここで、名古屋のこれまでの気候としての暑
さに対して、その主要因である地球温暖化と
ヒートアイランドの寄与度合いを簡単に試算す
る。気象庁の気候変動監視レポートによれば、
名古屋の年平均気温は最近100年間で3.1 ℃上
昇している 4）。一方、最近100年間の地球温暖
化による気温上昇は0.79℃である5）。

これらの気温上昇量を差し引きすれば、名古
屋のヒートアイランドによる気温上昇分は約
2.3℃と概算できる。以上を基にすると、名古
屋のこれまでの気候としての暑さに対するヒー
トアイランドの寄与は、地球温暖化の寄与の2.9

図2　�気温（地上2m）と風速ベクトル（地上10m）
の水平分布（14時の月平均値）

（1）2022年8月

（2）2050年代8月
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将来の地球温暖化の影響は深刻である。図2
（2）に基づくと、名古屋の最近100年間のヒー
トアイランドによる気温上昇（約2.3 ℃：1の

（3）参照）に匹敵する気温上昇が30年程度で
生じる結果となっている。一方、名古屋のみな
らず、縮退が進む日本の諸都市では、ヒートア
イランドがこれまで以上に進行することは考え
にくい。このことは、地球温暖化の影響の深刻
さをさらに際立たせることになる。

また、ヒートアイランドの緩和であれば、そ
の都市で生活を営む人々や当該自治体の自助・
共助・公助の努力への期待も考えられるが、地
球温暖化の緩和となると、そのような局所的な
努力だけではどうにもならない。
（2）暑さ対策の方針

気候変動に関する政府間パネルIPCC（Inter-
governmental Panel on Climate Change）の第
6次評価報告書10）によれば、SSP5-8.5シナリオ（温
室効果ガス排出量が最も多く、地球温暖化が
最も進行するSSPシナリオ）に基づく気候予測
の場合、1850～1900年世界平均気温に対して、
2041～2060年世界平均気温は1.9～3.0℃の範囲、
2081～2100年世界平均気温は3.3～5.7℃の範囲
で上昇する可能性が非常に高い。ここで、両範
囲は将来予測の不確実性を表し、様々な全球気
候モデルの予測結果のばらつきを反映している。

地球温暖化の原因は、温室効果ガスの過剰な
増加であり（温室効果ガスが適度な量で存在す
れば、地球は快適な温暖状態となる）、ヒート
アイランドの原因は、人工排熱の増加、水辺・
緑地の減少、熱容量の大きい建材の多用、建物・
構造物の過密化など、都市化に伴う熱収支の変
化である。

原因が異なれば、対策も異なるのは当然であ
る。しかし、地球温暖化も、ヒートアイランド
も、結局は、屋外の気温を上昇させることに変
わりない。したがって、都市のような局所規模
において、地球温暖化に伴う気温上昇が避けが
たいのであれば、局所規模で実装可能なヒート
アイランド対策を行うしかない。都市の暑さに

クトル（地上10m）の水平分布を示したもので
ある。

名古屋地方気象台で観測された8月の月平均
気温に着目すると、解析対象年の2022年は、
平年値（28.2℃1）：気象庁が公表している最新
の平年値である1991～2020年の30年平均値）
に近い28.5℃1）で、標準的な暑さの8月であった。
ちなみに、2023～2025年の名古屋における8月
の月平均気温は、平年値よりそれぞれ1.2 ℃、
2.0℃、2.5℃高く、いずれも猛暑の8月であった。

図2（1）に示す2022年の結果では、名古屋
の中心市街地付近（図中の☆印位置）を中心と
したヒートアイランドの形成が明確に見て取れ
る。一方、図2（2）に示す2050年代の結果では、
図2（1）に比べて対象領域全体で2～3℃程度
の気温上昇が生じ、高温域が濃尾平野全体に拡
大している。そのような広域にわたるほぼ一様
な昇温は、対象年代までの地球温暖化の進行に
伴うものである。また、対象領域全体が高温化
する中で、さらにヒートアイランドの形成も見
て取れる。

将来予測を行う上では、本来、温室効果ガス
排出シナリオ、土地利用シナリオ、都市・建物
形態シナリオ、エネルギー利用シナリオなど、
各種の将来シナリオを組み込む必要がある。た
だし、図2（2）の将来予測の結果は、温室効
果ガス排出シナリオ（Shared Socio-economic 
Pathway（SSP）5-8.5シナリオ）のみを導入し
た場合の結果である。温室効果ガス排出シナリ
オのみならず、土地利用シナリオや都市・建物
形態シナリオも組み込んだ将来予測について
は、例えば、文献7）や8）を参照されたい。

以上に挙げたような将来シナリオの選択（独
自の作成を含む）や組み合わせにより、将来予
測の結果には相違や不確実性が生じる。しか
し、多くの場合、温室効果ガス排出シナリオの
導入による影響、すなわち、地球温暖化の進行
に伴う気温上昇（図2（2）の結果では2～3℃
程度の上昇）が、他の将来シナリオを導入した
場合の気温変化を大きく上回る例えば6）～9）。
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ることになる。
つまり、現実的に実装可能な範囲・時間帯を

想定すると、気温低減効果は図4に示したもの
よりもずっと小さくなるであろう。一般に、多
くの暑さ対策によってもたらされる気温低下は

対して、ヒートアイランドの寄与が相対的に小
さくなるとしても、ヒートアイランド対策の積
極的な導入が今後も必要である。
（3）暑さ対策の気温低減効果は小さい！

図3に示す名古屋都市圏の土地利用分布の☆
印位置（名古屋中心市街地付近）における、各
種の暑さ対策を導入する場合としない場合の気
温差の日変化を示したのが図4である。ここで、
各時刻の気温差（負値が気温低下） は、8月1ヶ
月間の平均値として図示している。

各種の暑さ対策は、図3の濃い灰色で示され
た「都市域」の全ての領域（☆印位置だけでは
ない）かつ全ての時間帯で導入するものとし、
図4（1）は人工排熱量を0とした場合、図4（2）
は日射反射率を0.1から0.3に増加した場合、図
4（3）は蒸発効率を0から0.3に増加した場合
である。言うまでもなく、全都市域かつ全時間
帯で暑さ対策を導入するのは、現実的には実現
困難な理想条件である。

しかし、そのような理想条件を用いた検討に
より、対策導入の最大効果が把握できるなら
ば、現実的に実装可能な範囲・時間帯での効果
についても、予めある程度の見積もりが可能と
なる。特に、ある対策において、最大の効果で
も十分でないのであれば、その導入は好ましく
ないと早い段階で判断できる。

図4（1）～（3）の結果を見ると、最も気温
低減効果が大きいのは、図4（3）の蒸発効率
を増加させた場合で、対策なしの場合と比べて
最大2.2℃の低下（13時）が見られている。最
も低減効果が小さいのは、図4（2）の日射反
射率を増加させた場合で、対策なしの場合と比
べて最大でも0.6℃の低下（11時）である。

最大2.2℃の低下と言っても、これは、非現
実的な理想条件の下での結果である。蒸発効率
を増加させる対策としては、例えば、水撒き（打
ち水）が挙げられるが、これを名古屋都市圏の
全ての都市域、かつ、対象期間の8月1ヶ月間
の全ての時間帯（24時間連続）で実施した場
合に、図4（3）に示す気温低減効果が得られ

図4　�暑さ対策導入前後の気温差の日変化�
（時刻別の月平均値）
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-3
-2
-1
0
1

0:00 6:00 12:00 18:00 0:00

暑
さ

対
策

導
入

前
後

の
気

温
差

[℃
]

（2）日射反射率増加（0.1 → 0.3）
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（3）蒸発効率増加（0 → 0.3）
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図3　�名古屋都市圏の土地利用分布�
（濃い灰色が都市域）
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を抱くのが、暑さに起因する災害である。暑さ
に起因して大雨の頻度や強度が増加し、その結
果として、甚大な水害が全国的に増加している
ことは、暑さに起因する災害の深刻さを示す代
表例となっている。

3　暑さに起因する災害
暑さが増せば、水域からの水分蒸発が増加

し、雲ができやすくなる。その結果として、雨
が降りやすくなる。近年、厳しい暑さに伴い、
大雨（気象庁の定義12）によれば、豪雨も大雨の
範疇となる）の頻度や強度が増加し、全国各地
で甚大な水害が発生していることは、周知のと
おりである。

名古屋ではこれまで、1959年9月の伊勢湾台
風を始めとする大型台風の襲来時、2000年9月
の東海豪雨時、2008年8月の平成20年8月末豪
雨時など、外水氾濫や内水氾濫、高潮による甚
大な水害が発生している（詳細は文献13参照）。

暑さがますます厳しくなると予測される将来
では、降雨状況や大雨に伴う水害はどのように
変化していくのであろうか。最後に、名古屋
を対象として、筆者の研究室で実施した将来
2050年代の降雨予測と、外水氾濫・内水氾濫
による浸水深予測（温暖化ダウンスケーリング
シミュレーションと流出・氾濫シミュレーショ
ンの組み合わせによる予測）を紹介したい。

図5は、名古屋で最も降雨量の多い月となる
9月の積算降雨量について、2015年の観測結果
と、2015年および2050年代のシミュレーショ
ン結果を比較したものである。天気予報の中で
も雨予報は特に外れることが多いが、実際のと
ころ、雨の予測は、雲の生成や発達過程の予測
も含み、大変難しい。同図の結果でも、観測と
シミュレーション（ともに2015年の結果）の
間には、比較的大きな差異が見られている。シ
ミュレーションの再現精度の向上は今後の課題
の1つである。

シミュレーション結果について、2015年と

1 ℃にも満たない。0.1～0.2 ℃程度であること
も少なくない例えば9）。各種の暑さ対策に過大な
気温低減効果を期待することは禁物である。
（4）暑さ対策として何が良いのか？

（3）で述べたように、暑さ対策それぞれの気
温低減効果は大きくない、むしろ小さい、と言
わざるを得ない。小さな効果でも積み上げてい
くしかない、ということも筆者の主張の1つで
あるが、暑さの進行（将来的に予測される進行
も含む）に対して、対策による緩和効果が追い
つかないことも事実であろう。

では、どうすれば良いか。やはり、暑い屋外
には極力出かけず、適度に冷房された室内で活
動する、あるいは、暑い時間帯には活動を控え
る、といった行動変容（適応策）が最も良い対
策であろう。冷房使用はエネルギーを消費する
ものであるが、家庭部門（平均世帯）で言え
ば、年間エネルギー消費量のうち、冷房が占め
る割合は4.6%（2024年度データ）11）に過ぎない。
熱中症は、重症化すれば生死にも関わるため、
その防止のためにも、適度な冷房使用は欠かせ
ない。

以上のことは当たり前すぎて、何を今さら、
身も蓋もない話だ、と思われてしまうかもしれ
ない。しかし、筆者が強調したいことは、暑さ
緩和を第一としつつも、暑さを完全に防止する
ことはできないため、暑いことを前提とした行
動変容も必要、ということである。すなわち、
暑さ対策としては、緩和策と適応策の両面作戦
が必要である。

上述の行動変容のように、簡単にできる対策
があるのならば、それを積極的に活用すること
が欠かせない。筆者は、現在の暑さはもちろん
のこと、避けがたい地球温暖化の影響が大きく
なる将来の暑さも含めて、その対策として行動
変容に重きを置くべきであると考えている。暑
さ自体に対しては、行動変容の中でも、受け入
れやすく、簡単にできる対策が選択肢として
残っており、これは幸いなことである。

一方、筆者が暑さ自体にも増して大きな懸念
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囲った庄内川流域や天白川流域では主に外水氾
濫による浸水深が2mを超え、堀田・高辻地区

（瑞穂区）では主に内水氾濫による浸水深が2m
近くに達している。

費用検討の詳細は省くが、これらの浸水深を
大きく軽減するための外水氾濫対策、内水氾濫
対策に要する費用は莫大であり、2050年代ま
での期間を考慮しても、現実的に負担可能な額
を大きく超える試算となる。

その問題に対応すべく、筆者の研究室では、
外水氾濫に対応するコンパクトシティ計画と、
内水氾濫に対応する下水道インフラ改善を組み
合わせた対策を提案している。これは、外水氾
濫による顕著な水害が生じる地域から撤退し、
より安全な地域への移住を図るコンパクトシ
ティ計画と、人口集約地域でも依然として残る
内水氾濫による水害に対応するための下水道イ
ンフラ改善に集中的な投資を行う計画である。
このような計画により、住民の浸水被害リスク
は大きく低減される。以上については、近々、
論文として投稿する予定であるため、公表後に
是非ご覧いただきたい。

4　まとめに代えて
名古屋が生活の拠点となって、18年が経過

した。その間に、福岡や東京との二拠点生活も
経験している。福岡や東京の夏と比べても、名
古屋の夏は暑い。

名古屋の酷暑を実感しながら、その暑さに対
する緩和や適応について考え続けてきた。し
かし、気候としての暑さである地球温暖化や
ヒートアイランドのダブルパンチに、さらに、
フェーン現象の発生などの気象としての暑さが
加わり、緩和策だけでは抑えきれない厳しい暑
さが頻発している。

しばらく前まで、暑さの問題は、快・不快と
いう快適性の問題であった。しかし、現在では、
快適性の議論の範疇を超えて、時には生死に関
わる健康被害の問題に移り変わった。水害を始

2050年代の結果を比較すると、2050年代の降
雨量（643.1mm）は、2015年の降雨量（391.5mm）
の1.64倍にも増加している。図は省略するが、
2050年代の結果では、降雨の強度も増加して
いる。図6は、将来の浸水深予測の結果の一例
で、2050年代の大雨時（9月5日4時）の降雨
分布を入力条件としたものであるが、このと
き、名古屋の中心市街地付近では1時間降雨量
が100mm以上となっている。一方、2015年の
同日時、同地点付近の1時間降雨量は73.4mm
である。

図6を見ると、名古屋市内の多くの場所で浸
水被害が発生している。特に、図中の点線で

図5　名古屋の9月の積算降雨量
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めとする暑さに起因する被害も甚大となってき
ている。

本稿の「暑さ対策として何が良いのか？」で
述べた、暑い時には外出しない、暑い時には活
動を控える、という適応策の話は、突拍子もな
いことを言っているつもりはない。本稿の最後
で紹介した、水害対応を主軸としたコンパクト
シティ計画は、理想論を振りかざしたいわけで
はない。

先例のない暑さや、暑さに起因する甚大な災
害を目の当たりにし、将来的には被害のさらな
る激甚化が予測される状況において、これまで
の常識や社会通念に囚われすぎない抜本的な対
策の検討が必要な時期に、今まさに入ってきて
いるのではないだろうか。
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1　はじめに
近年、地球規模の気候変動に伴う豪雨の増加

により、世界各地で洪水被害が頻発し、その被
害も深刻化している。特に我が国の都市部で
は、市街化に伴う緑地の減少によって雨水が地
中へ浸透する地表面が減少していることに加
え、既存のインフラストラクチャ（以下、イン
フラ）の雨水処理能力にも限界があるため、洪
水に対する脆弱性が高まっている。また、熱環
境の面では、気候変動と都市ヒートアイランド
現象が相まって都市の高温化が進行し、熱中症
などの健康被害や屋外空間の快適性低下といっ
た問題が深刻化している。都市ヒートアイラン
ド現象については、市街化に伴う緑地の減少が
主要な要因の一つとされている。このような状
況を踏まえると、都市部では気候変動によって
生じる様々な問題に対応するための気候変動適
応策の推進が求められている。

こうした中、気候変動適応策の一つとして、
近年、グリーンインフラ（以下、GI）への関心
が高まっている。GIとは、緑地などの自然環境
が有する多様な機能をインフラとして位置づけ、
その機能を計画的に活用する考え方であり、世
界各国で導入・実装が進められている。GIは、
洪水リスクの低減や暑熱の緩和など、気候変動
への適応策として有効であると期待されている。

一方で、実際の都市空間にGIを導入する際
には、その設置場所の確保が大きな課題とな
る。近年、我が国の多くの地方都市では人口減
少に伴い、空き家や空き地などの低未利用地が
増加しており、安全性や生活利便性の向上の観
点から、その有効活用が求められている。この

ような低未利用地をGIの導入場所として積極
的に活用することは、都市空間の有効利用と気
候変動適応を同時に実現できる可能性を有して
いる。そのため、低未利用地へのGI導入が洪
水抑制や暑熱改善にもたらす効果を定量的に把
握することは重要である。

以上のような状況を受け、私たちの研究室
（広島大学 都市・建築計画学研究室）では、地
方都市を対象に、低未利用地へのGI導入によ
る洪水抑制効果（浸水面積および総氾濫量の減
少）と暑熱改善効果（気温低下）を数値シミュ
レーションにより定量的に評価することを意図
した研究を進めている。本稿では、その結果の
一部を紹介したい。

2　対象地と課題
本研究では広島県呉市中央地区を対象として

いる。この地区は、瀬戸内海沿岸の平地部に立
地する中心市街地を囲むように、三方が斜面市
街地という地理的特性を有している。近年、①
斜面市街地を中心とした人口減少に伴う空き
家・空き地の急増、②平成30年7月豪雨による
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それぞれ平均的な面積を有するものを代表サン
プルとして設定し、GI導入の先行事例を参考
にGI導入パターンを作成した（図2）。

空き家については、非建ぺい部に植栽を施す
こととした。空き地については、地表面を芝生
化するとともに植栽を配置し、さらに敷地面積
の25％に樹木を導入することとした。駐車場に
ついては、地表面を全面芝生化することとした。
（3）GI導入シナリオの作成

本研究では、「現状」の条件に対する数値シ
ミュレーションに加え、以下の3つのシナリオ
を設定し、それぞれについて数値シミュレー
ションを実施した。
① 空き家除却なしシナリオ（①除却なし）

空き家の除却は行わず、空き家の非建ぺい部
（庭など）、空き地、および駐車場をGI導入の
対象とした。
② 空き家除却ありシナリオ（②除却あり）

空き家の除却を想定し、現状の建ぺい部を含
めてGI導入の対象とした。
③ 空き家率2倍シナリオ（③空き家率2倍）

将来的に空き家率が現状の2倍となることを
想定するとともに、空き家の除却を前提として
GIを導入した。

大規模な洪水被害の発生、③平均気温の上昇と
いった課題が顕在化しており、低未利用地への
GI導入による減災、都市環境改善が必要な地
区と考えられる。

3　GI導入シナリオの作成
（1）低未利用地の抽出

この研究では「空き家」「空き地」「駐車場」
を「低未利用地」と定義し、これらをGI導入
の対象地とした。低未利用地の抽出に際して
は、住宅地図等を用いて絞り込みを行い、その
後、現地調査により低未利用地を特定した。結
果として、低未利用地の数はそれぞれ、空き家
約2,450件、空き地約260件、駐車場約1,070 件
であり、対象地全体の都市的土地利用面積に
占める低未利用地面積は6.7%であった（図1）。
全体的に斜面地に多く分布しているが、駐車場
は商店街周辺の平地部にも多く分布している。
（2）GI導入パターンの作成

数値シミュレーションのパラメータ設定に用
いることを目的として、低未利用地における
GI導入パターンを作成した。具体的には、低
未利用地（空き家、空き地、駐車場）について、

図1　低未利用地の分布（斜面地に空き家が多い）
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果が確認され、特に「②除却あり」でその効果
が大きい。また、「③空き家率2倍」では、浸
水面積および総氾濫量のいずれについても顕著
な改善がみられた。さらに、床上浸水（浸水深
0.5m以上）の発生面積に着目すると、より大
きな低減効果が確認され、将来的な空き家の増
加を考慮した場合には、低未利用地へのGI導
入が洪水被害の軽減に有効であることが示唆さ
れた。

次に、平成30年7月豪雨時に比較的大きな浸
水被害が発生した中心市街地の商店街周辺を対
象とした結果を図4に示す。GI導入前と比較す
ると、「①除却なし」および「②除却あり」の
いずれも浸水範囲に大きな変化はみられなかっ
た。一方、「②除却あり」では、床上浸水の発
生面積が減少しており、建物被害の軽減が期待
される結果となった。また、「③空き家率2倍」
では、浸水面積が大幅に減少し、最も大きい洪
水抑制効果が確認された。

5　GIの暑熱改善効果
（1）数値シミュレーションの条件

各シナリオにおける暑熱環境（気温、風向、
風速）の予測・評価には、スーパーコンピュー
タ「地球シミュレータ」上で稼働する大気モデ
ル「MSSG（Multi-Scale Simulator for the Geo-

4　GIの洪水抑制効果
（1）数値シミュレーションの条件

数値シミュレーションの対象期間は、平成
30年7月豪雨が発生した2018年7月5日から7 
月7日までの3日間とし、この期間の降雨デー
タを入力条件として用いた。

対象地のシミュレーション用入力モデルは、
人孔24,970か所、管渠24,728本、およびそれら
の集水区域を対象として構築した。土地利用
は、道路用地、浸透域、水面、住宅用地、商業・
工業用地、公共公益施設用地、公共空地、建物、
駐車場、空き地、空き家、空き家敷地の12区
分に分類した。

さらに、河川断面および水位データに基づい
て河川流量を設定するとともに、数値標高モ
デル（DEM）を用いて地形の起伏を再現した。
また、対象地における雨水の浸透および地表面
流出を適切に再現するため、既往研究1）等を
参考に、12種類の土地利用区分ごとに初期損
失量および浸透能を設定した。
（2）GI導入シナリオの評価

数値シミュレーションの結果から算出したシ
ナリオ別の浸水面積および総氾濫量を図3に示
す。「①除却なし」および「②除却あり」では、
浸水面積の減少は限定的であった。一方、総氾
濫量については両シナリオともに一定の低減効

図2　低未利用地におけるGI導入パターン
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した気温低下は約0.2℃であった。
一方、「②除却あり」の気温変化の分布（図5）

を見ると、斜面地を中心に0.5℃以上の気温低
下がみられる地点が各所に確認され、局所的に
は高い熱環境改善効果が認められた。また、平
地においても、商店街およびその周辺で比較的
大きな気温低下が確認された。

この要因としては、GIの導入による蒸散・
日射遮蔽効果に加え、空き家除却による風環境
の改善が寄与した可能性が考えられる。実際
に、シナリオ別の洪水抑制効果「①除却なし」
と「②除却あり」の風速変化を比較すると、「②
除却あり」では対象地の広い範囲で風速の増加
が確認された。

以上より、低未利用地へのGI導入は、市街地
の熱環境改善に一定の効果を有することが示さ

environment）」を用いた。分析には、このMSSG
のアウトプットの中から地上2.5 mにおける夏
季13時50分から14時00分までの10分間の平
均気温を取り出し、これを用いた。
（2）GI導入シナリオの評価

シナリオ別の、対象地全域における居住地
（都市的土地利用がなされている土地）の平均
気温を表1に示す。いずれのシナリオにおいて
も、対象地全域の平均気温の低下は限定的であ
り、「③空き家率2倍」においても現状と比較

表1　各シナリオの平均気温

図3　シナリオ別の洪水抑制効果

図4　商店街周辺のシナリオ評価
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めとする資金調達の仕組みを構築することが重
要である。これらの制度設計や運営手法の検討
は、今後の研究課題としたい。

なお、本研究の詳細な解析条件および設定に
ついては、文献2）を参照されたい。
（2）社会実装に向けて

GIの社会実装を進めるためには、①実現可
能な導入方策の検討と、②GIが有する多様な
機能を総合的に考慮した最適配置の検討が重要
である。

まず、①実現可能な導入方策の検討について
は、民間のまちづくりコンサルタントの方々と
のワークショップを実施し、実際の導入を想
定したGIの整備メニューを整理・体系化した

（図6）。
次に、②最適配置の検討については、対象地

の緑被率を23％とする条件のもと、洪水抑制、
暑熱緩和、良好な景観形成、生物多様性保全、
温室効果ガス排出削減、健康・レクリエーショ
ンなどの文化的サービスの提供、延焼防止、外
力減衰（土砂災害等）の8つの機能を評価指標
として、多目的最適化計算を実施した。その結

れた。また、GIの整備に加えて空き家を除却す
ることは、風環境の改善につながり、より大き
い熱環境改善効果が期待できると考えられる。

6　おわりに
（1）結果のまとめと今後の課題

本研究では、広島県呉市中央地区を対象とし
て、低未利用地へのGI導入が洪水抑制および
都市高温化の緩和に一定の効果を有することを
明らかにした。また、両効果についてGI導入
効果の高いエリアを抽出した結果、人口減少率
の高い斜面市街地において特に効果が大きいこ
とが確認された。このことから、今後人口減少
の進行が予測される斜面市街地では、低未利用
地へのGI導入を積極的に推進することが有効
であると考えられる。

一方で、現在の地方自治体の厳しい財政状況
を踏まえると、行政のみでGIの維持管理を担
うことには限界がある。そのため、GIの社会
実装を進めるためには、維持管理における官民
連携の仕組みや、グリーンボンドの活用をはじ

図5　「②除却あり」の気温変化の分布
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のグリーンインフラ導入計画シナリオ評価－広島

県呉市中央地区を対象とした配置と量の検討－」

都市計画論文集，57（3），508-515

2）	 平井慎二・荒木良太・山鹿力揮・田村将太・田中

貴宏・横山真・松尾薫（2023）「人口減少都市に

おける低未利用地を対象としたグリーンインフラ

導入効果に関する研究－洪水抑制効果と熱環境改

善効果に着目して－」都市計画論文集，58（3），

796-803

果、これらの機能を総合的に最大化するGIの
最適配置を明らかにした（図7）。

このような実現方策の検討と科学的な配置計
画を組み合わせることで、GIの社会実装につ
なげていきたいと考えている。

参考文献
1）	 荒木良太・山鹿力揮・片野裕貴・田村将太・田中

貴宏（2022）「洪水抑制効果に着目した市街地内

図6　実際の導入を想定したGIの整備メニュー

図7　GIの最適配置（最適化計算による）
（濃い灰色の箇所が「GI導入が望ましい敷地」）
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1　はじめに
近年の猛暑の影響もあり、日傘、ハンディ

ファン、ネッククーラーなどの個人での暑さ対
策も普及するなか、駅前広場、バス停などの暑
くても人の利用や滞在が想定される空間やイベ
ント会場などにおける暑熱対策の必要性が認
識されるようになってきた。日本では、熱中
症予防のために暑さ指数（WBGT、Wet Bulb 
Globe Temperature、湿球黒球温度）が33 ℃
以上になると予想されると、都道府県単位で熱
中症警戒アラートが発表される（2020年より
関東甲信地方、2021年より全国で運用開始）1）。
発表時には外出を控え、外出時にはクーリング
シェルターなどに避難することが推奨されてい
る。海外では一定の期間高温が継続すると熱波

（heat wave）として認識され、通常期間に想
定される死亡者数より高い死亡者数となる超過
死亡者数の増加が報告されている2）。

日本では、2013年に改訂されたヒートアイ
ランド対策大綱（2004年策定）において、そ
れまで①人工排熱の低減、②地表面被覆の改
善、③都市形態の改善、④ライフスタイルの改
善を柱として進められてきたヒートアイランド
対策に、⑤適応策の推進が追加された3）。ヒー
トアイランド現象によって生じる暑熱環境によ
る人の健康への影響等を軽減するため、短期的
に効果が発現可能な適応策の導入を推進すると
位置付けられている。具体的には、日よけ、ミ
スト噴霧、冷却ルーバー、水景施設、打ち水、
散水などの方策が導入されている。

国外の事例として国際委員会で取りまとめた
先進事例、国内の事例として著者が神戸市と連

携して進めてきた取組事例を紹介する。

2　国外の先進事例
Annex研究委員会とは、国際エネルギー機

関（IEA、International Energy Agency）内に
設けられた実施協定の一つである建物とコミュ
ニティにおけるエネルギー（EBC、Energy in 
Buildings and Communities）傘下の分科会で
あり、建築物の省エネルギー対策に関する研
究・普及活動が実施されている4）。

Annex 97 Sustainable Cooling in Cities（都
市の持続的な冷却委員会）は、2025 年から
2030年の活動期間で、オーストリアのInstitute 
of Building Research & Innovation の Peter 
Holzer 博 士、Philipp Stern 博 士 が 共 同 代 表
を務め、Fundamentals、Methods、Solutions、
Policy（基礎、方法、解決策、政策）のグルー
プに分かれて具体的な検討が進められてい
る 5）。2025 年 の 主 な 活 動 は A state-of-the-art 
report of sustainable cooling in cities（最新事
例報告）の共同執筆であった。

国外の先進事例として、Annex 97の最新事
例報告のSolutions（解決策）に掲載された暑
熱対策を表1に掲載する。1．被覆、材料、形
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態の対策、2．省エネルギー、人工排熱対策、 
3．建築都市計画、行動変容に分類される。1、
2に分類された多くの技術は、日本においても
研究され、一部は実践されている。3はより実
践的な方策であり、日本において実施、検討さ
れているものもある。比較的高緯度に位置する
ヨーロッパの主要都市（パリ、ベルリン、ロン
ドンなど）では冷房装置が設置されていない建
物も多く、熱波の際の脆弱性（超過死亡者数の
増加）が指摘されており、日本の暑さ対策の開
発、実施状況と比較して、必ずしも先進的な取
組が進められているわけではない。

3　国内の先進事例
国内の先進事例として、著者が神戸市と連携

して進めてきた神戸市都心部における暑さ対策
の実証実験の例を紹介する。なお、他の国内の
事例としては、ダイキン・東急・東急レクリエー
ション・東急不動産は国土交通省の令和 7年度
脱炭素・クールダウン都市開発推進事業のもと、
渋谷エリアを中心に「まちなかにおける屋外
クールダウンプロジェクト」を実施し、街なか
へのクールスポット設置による暑熱の緩和や、
空調室外機まわりの緑化による廃熱の緩和、省
エネ効果が実証されている6）。また、三菱地所
は、大手町・丸の内・有楽町エリアの道路空間
を活用した社会実験の一環として屋外空間のあ
り方や過ごし方の提案と実証の中で継続的に暑
熱対策を進めている7）。他の自治体などにおい
ても様々な暑さ対策が実施されているが、神戸
市の事例の紹介に留める。
（1）暑さ対策戦略の検討

プロジェクト開始時の2018年度には、これ
までの知見に基づいて導入戦略を検討し、その
後、車道散水有無別、歩行空間別の温熱環境分
布図を月別、時刻別に整備するとともに、暑さ
対策導入効果のシミュレーションを通して、長
中期的な提案を整備した8）。

表1　Annex 97の最新事例報告掲載の暑熱対策

1．被覆、材料、形態の対策

・Green Roofs and Walls（屋上緑化、壁面緑化）

・Trees（樹木）

・Water Sprays and Misting
　（散水、ミスト噴霧）

・Urban Blue Infrastructure（水面）

・Evaporative Pavements（蒸発舗装）

・Urban Natural Ventilation（都市の自然換気）

・Cool Building Envelope Materials
　（冷却外皮材料）

・Reflective Pavements（高反射率舗装）

・Shade Structures（日射遮蔽物）

2．省エネルギー、人工排熱対策

・Adsorption Chillers（吸収式冷凍機）

・Sea Water Air Conditioning（海水利用冷房）

・Active Ground Cooling Solution
　（地中熱利用冷房）

・Advanced Cooling Distribution Networks
　（先進冷熱供給ネットワーク）

・District Cooling（地域冷房）

・Integration of Renewables
　（再生可能エネルギー利用）

・Energy Efficiency（エネルギー効率改善）

3．建築都市計画、行動変容

・Climate Sensitive Building and Urban Design
　（気候配慮型建築都市デザイン）

・Urban Morphology optimization
　（都市形態の最適化）

・Public Health Advice（公衆衛生の改善）

・�Digital maps showing cool routes for 
pedestrians

　（歩行者への冷却ルート地図の提示）

・Behavioral Adaptions（行動変容適応）

・Provision of cool places of refuge
　（冷房避難場所の提供）

・Occupant window opening behavior
　（居住者の窓開放行動）
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2）人流の時空間特性、風環境分布の実態
併せて、都心部100箇所以上に設置された赤

外線センサによる人流データの暑さ対策施策へ
の利用可能性、LES（Large Eddy Simulation）
モデルによる非定常風環境分析結果のミスト噴
霧効果予測への利用可能性の評価なども実施し
た。LESモデルでは、より小さなスケールの乱
れは近似して扱うが、比較的大きな渦は直接解
析するため、時間的に変動する乱流構造の詳細
を再現することが出来る。

図2に人流データのクラスター分類結果と
ある測定点でのクラスター分析結果の例を示
す 9）。いずれの測定点においても、年間365日
の時刻変化データが複数の特徴的なクラスター
に分類された。平日は朝、昼休み、夕方にピー
クが生じ、休日は午後にピークが生じるクラス
ターが典型的であったが、商店街などの商業施
設の多い街路では平日と休日の時間変化の特徴
を混合したクラスターも確認された。駅から離
れた測定点では通行人数が少なく明確な特徴が
確認されない箇所もあった。

図2　�人流データのクラスター分類結果（上）とある
測定点でのクラスター分析結果の例（下）

1）温熱環境指標分布の実態と対策の可能性
図 1 に神戸市都心部の街路空間における

SET*（New Standard Effective Temperature，
新標準有効温度）分布を示す 8）。SET*は環境
側4要素（気温、湿度、風速、平均放射温度）
と人体側2要素（代謝量、着衣量）を考慮した
人体の温熱環境指標である。図中の中央左寄り
の旧居留地と呼ばれる街区では比較的低温な南
北道路が確認される。13時の計算結果である
が、西側建物の高さが高い場合には街路空間内
は日陰になり、相対的に歩行しやすい空間とな
る。特に街路樹が整備された道路において温熱
環境が緩和されている。これに対して、広幅員
の東西道路は日向になりやすく歩行や滞在に適
さない箇所が多い。歩行する場合には南側建物
により日陰になる南側歩道が推奨される。南北
道路は歩行者や滞在者の空間として街路樹など
を整備し、東西道路は車両の通行に利用する、
などのメリハリをつけた計画も想定される。交
差点は日向となりやすく、高いSET*である場
合が多い。信号待ち歩行者への日射遮蔽などの
暑さ対策が必要である。

図1　�神戸市都心部の街路空間における温熱環境
指標SET*分布（8月晴天日13時）
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図4　�7, 8, 9月13時のSET*の頻度分布（上）と
風速分布を考慮した場合のSET*増加量（下）

（2）庁内啓発活動
プロジェクト開始時の2018年度、2019年度

に情報交換会、ワークショップ、シンポジウム
を開催して技術分野の職員、市民への啓発活動
を実施した。市長も参加して全庁的な取組の機
運醸成を図った。この間にはドイツ、アメリカ、
国内の研究者を招聘して助言を頂くとともに、
日本建築学会の委員会を神戸で開催し、現地見
学や意見交換会を実施した。
（3）温熱環境改善効果の検証
1）暑さ対策技術の導入実践例

暑さ対策技術の導入実践例を図5に示す。具
体的な実証内容は、日除け（19年度、24年度）、
ミスト（19～22年度）、車道散水（20～22年度）、
歩道散水（20～21年度）、水盤（20年度）、クー
ルベンチ（24年度）、公園の様々な異常高温対
策（23～24年度）、ドローンによる地表面温度
測定（23～24年度）などである 11）, 12）, 13）, 14）, 15）。
様々な異常高温対策が導入された東遊園地の再
整備状況（神戸市提供）を図6に示す。芝生広場、
水面とミスト、日除けとミスト、雨庭、カフェ
などが整備されている。

図3にLESモデルによる上空風速に対する地
上1.5m高さの風速比分布の計算結果を示す10）。
広幅員の街路では風通しが良く、細街路では悪
い。高層建築物の周辺では局所的に高風速とな
るビル風も確認される。

図1の温熱環境指標SET*分布は風速分布、
平均放射温度分布（日射量分布、表面温度分布
の影響を反映）を統合して算出されるが、その
分布の特徴は主に周辺建物等による日射遮蔽状
況（日射量分布）に支配されている。

図4に7, 8, 9月の晴天日13時のSET*の頻度
分布と風速分布を考慮した場合のSET*増加量
を示す8）。いずれの月も日向と日陰で10℃程度
の差が確認され、日陰に逃げ込むことが最も効
果的な暑さ対策である。風通しの良い箇所では
最大3℃程度のSET*低下効果であり、弱風箇
所では1℃程度上昇する。

図3　�LESモデルによる上空風速に対する地上
1.5m高さの風速比分布の計算結果
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な暑さ対策の導入が進められている。
暑さ対策導入による日別・時刻別の温熱環境

評価結果を図8に示す 17）。WBGTが28 ℃以上
となる場合を危険な状態（同時に不快な状態）

（濃い灰色）、SET*が30.8℃以上となる場合を
不快な状態に分類した。夏の日中は危険な状態
に分類される場合が多く、日射遮蔽やミスト噴
霧により若干緩和される。これらの環境への暴
露状況と、暴露される人々の脆弱性を考慮して
リスク評価は実施される。環境への暴露状況に
は図2に示した人流データの分析結果などが適
用される。暴露される人々の脆弱性は、高齢者
や子供など、体力や生理応答などの観点から配
慮が必要な人々に対して、よりきめ細かく対応
する必要がある。
 

図7　�暑さ対策技術導入による典型的な夏期晴天
日13時のSET*、WBGT低下量

図8　�暑さ対策導入による日別・時刻別の温熱環
境評価（4月中旬～10月中旬）

3）熱中症対策に向けた検討
総務省消防庁による2025年5月～9月の熱中

症による救急搬送状況によると、年齢区分別
では高齢者が最も多く全体の約57%で、脆弱
性の影響が大きい18）。発生場所別では住居（約

図5　暑さ対策技術の導入実践例

図6　�様々な異常高温対策が導入された東遊園地の
再整備状況（神戸市提供）

2）暑さ対策技術の導入効果
調査結果に基づいて検討した暑さ対策技術

導入による典型的な夏期晴天日13時のSET*、
WBGT低下量を図7に示す16）。日射遮蔽の効果
が最も大きいが、いずれの場所にも日除けや街
路樹などの日射遮蔽技術を導入できるとは限ら
ない。継続的な実証結果を踏まえて、公園、バ
ス停、駅前広場、歩道、信号待ち交差点など暑
くても利用される空間の特徴に応じてより適切
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国内外の暑熱対策の先進事例について

4　まとめ
暑熱対策の国外の事例として国際委員会で取

りまとめた先進事例、国内の事例として著者が
神戸市と連携して進めてきた取組事例を紹介し
た。国外では高温な期間が継続し、通常期間と
比較して超過死亡者数が増加する熱波への対
策、国内では熱中症アラートが発表され外出や
外部での活動を控えるように推奨される熱中症
への対策、として社会的にも関心が高まってい
る。

国外、国内ともに様々な対策が開発され、一
部は既に社会実装されている。これらの効果を
含めて現状の温熱環境の実態（時空間特性）を
適切に把握するとともに、これらの環境への暴
露状況と、暴露される人々の脆弱性を考慮して
リスク（熱中症の危険性）は評価されるため、
環境への暴露状況（日傘の利用や日陰への回避
などの人々の行動変容）、暴露される人々の脆
弱性（高齢者や子供など、体力や生理応答など
の観点から配慮が必要な人々）を考慮した評価
が今後の課題として挙げられる。
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の仕事場（約11%）の順であった。冷房の使用
状況や断熱、日射遮蔽状況など住居内の温熱環
境への配慮が必要である。著者らも2025年の
夏期に高齢者の住居において冷房使用状況と温
熱環境実態を調査させて頂いたが、冷房使用状
況にばらつきがあり、危険な温熱環境になっ
ている住居も確認された19）。脆弱性の観点から
は、高齢者や要介護者などの住居では強制的な
冷房使用の推奨とその裏付けとなる金銭的な支
援が必要かもしれない。

住居に続いて、道路、駅、作業場などでの熱
中症発生の事例が多いが、高温な空間に一時的
に滞在しただけで熱中症になるわけではなく、
一定の時間滞在して体温が上昇した結果生じる
現象である。従って、必ずしも熱中症発生場所
と熱中症の原因が一致するわけではない。

暑熱環境下で1時間程度歩行した場合の人体
の深部温度の変化を人体熱収支モデルにより計
算した結果を図9に示す。南、大岡らの方法を
参照して計算した20）。歩行経路の入口付近、中
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図9　�暑熱環境下で歩行した場合の人体深部温度変
化の計算結果（途中で10分間の休憩を想定）
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1　はじめに―海から守るのか、
海とつなぐのか

世界の沿岸都市にとって、海面上昇への対策
は喫緊の課題である。IPCC（気候変動に関す
る政府間パネル）第6次評価報告書では、2100
年までに平均海面水位が1995～2014年比で0.28
～1.01m上昇し、氷床の不確実性を加味した可
能性として2m近い上昇も示唆されている 1）。
海面上昇は、浸水の頻度や規模を高め、沿岸に
集積する居住、産業、港湾、公共空間など、都
市の諸機能に重大な影響を及ぼす。高潮や浸水
などのリスクから都市を守る防護の強化は、避
けて通れない課題である。

一方、沿岸での都市活動は海の恵みに支えら
れてきた。漁業、物流、観光、レクリエーショ
ンなど、沿岸には海とのつながりによって成り
立ってきた多様な営みがある。防護の強化のし
かたによっては、海との関係を断ち切り、水辺
への接近性、沿岸での活動、生態系の連続性を
弱めてしまう可能性もある。したがって、求め
られるのは単に海から守ることだけではない。
海から守りながら海とつなぐ創造的な対策であ
る。

海面上昇への適応は、海を遠ざける防護の強
化だけでなく、海とのつながりも保つ沿岸の再
編として進んでいるのではないか。本稿では、
このような視点から、世界の沿岸都市が海面上
昇にどう備えようとしているのかを概観し、海
から守り海とつなぐ沿岸再編の動向と今後の展
望を示す。

2　世界の沿岸都市に現れている
対応の方向性

世界の沿岸都市は、海面上昇にどのように備
えようとしているのだろうか。その傾向や特徴
を知る手がかりとして、気候変動に対する都市
の適応力向上を目的とする国際ネットワークが
あり、その一つにレジリエント・シティーズ・
ネットワークがある2）。このネットワークには
世界各地の約100都市が加盟しており、各都市
が策定した適応力向上戦略の文書が公開されて
いる。これらの文書には、水害、熱波、地震、
社会的格差など、都市が直面するリスクや対策
の方針が記されている。都市が自らの弱さを認
め、変わるべき方向を示した記録と言える。

本稿では、ネットワークに加盟し沿岸に立地
する48都市（表1）の文書に着目する。各都市
の文書から見えてくるのは、海面上昇が単に沿
岸への浸水という問題にとどまらないというこ
とである。海面上昇で懸念される被害は、大き
く六つに整理できる（表2）。第一は、沿岸部
や低地部への浸水である。これは最も直接的な
被害であり、高潮や豪雨と重なることで、住宅
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ととなる。第四は、潮汐の影響による内陸部の
水害である。海面が上昇すると、川や水路から
水が海へ流れ出にくくなる。すると、海岸から
離れた内陸部でも、水がはけずに水害が起きや
すくなる。第五は、塩水の侵入である。海水が
川や地下水に入り込むことで、農業用水や生活
用水、それに生態系にも影響が及ぶ。第六は、
海岸開発との葛藤である。海岸には、住宅、商
業、観光、港湾など多岐にわたる利用価値があ
る一方、災害のリスクが高まることで、それら
の価値を利用する機会が失われることもある。

これら懸念される被害への対策にも、いくつ
かの特徴が見られる。もちろん、防潮堤、護
岸、水門、排水施設などの防護施設の強化も見
られるのだが、それだけではない方向性が現れ
ている。例えば、湿地、干潟、砂浜、植生帯な
どの自然基盤を活用し、波を弱め、水を受け止
め、生態系を回復させようとする都市がある。
また、行政だけでなく、港湾関係者、企業、研
究機関、市民団体など多主体が関わりながら対
策を進めようとする都市も少なくない。

ただし、全ての都市が同じ段階にあるわけで
はない。すでに具体的な事業に着手している都
市もあれば、まだ脅威の把握や方針づくりの段
階の都市もある。港湾、観光地、中心市街地、
低所得者層の定住地、湿地帯など、都市ごとに
沿岸の性質も異なる。そのため、海面上昇への
適応には、世界共通の正解が存在するというよ
りも、各都市の条件に合った個別解が存在する
と見るべきである。

その中で注目されるのが、海とのつながりを
保ちながら備えようとする対策である。48都
市のうち約半数の都市の文書において、海との
つながりを保つ対策が明示されている。これら
は大きく三つのスケールで整理できる（図1）。
まず、海に対する接近性を高め、海とのつなが
りを人が実感できるようにする、人の身体ス
ケールでの対策である。例えば、防護施設を海
岸に整備する際に、人が海岸を歩き、眺め、集
うことのできる空間として整えることである

地、道路、港湾施設などに影響が及ぶ。第二は、
海岸の侵食が加速することである。砂浜をはじ
め海岸線が大きく後退すれば、自然環境だけで
なく、営みの場も失われていく。第三は、海岸
の地先にある砂州、干潟、浅場などの縮小であ
る。波を弱め、生き物の住みかとなり、人が海
を感じる場ともなる重要な要素を都市が失うこ

表2　海面上昇で懸念される被害

表1　�レジリエント・シティーズ・ネットワーク
のうち沿岸に立地する都市



27

海と共にある都市へ－海面上昇に備える世界の沿岸都市の動向－

海とのつながりを保つ事例として、アメリカ合
衆国のボストン市、ニューヨーク市、サンフラ
ンシスコ湾岸都市圏の取り組みを見ていく。

3　海とのつながりを保つ再編の
具体例

世界の沿岸都市では、防護施設によって海を
遠ざけるのではなく、公共空間、生態系、地域
活動を防護と重ね合わせる試みが現れている。
本章では、公園地形による防護、生態系を組み
込んだ沿岸防護、広域的な湿地と沿岸空間の再
編という三つの型に着目し、その特徴と実装段
階の違いを示す。
（1）�公園地形で守り海とつなぐ―ボストン市

モークリー・パーク
干潟の埋め立てによって2,000ha以上の土地

が造成されたボストン市では3）、2016年に市の
包括的な気候適応計画であるクライメート・レ
ディ・ボストンが公表され、以降、市内の海岸
線全体を対象とした海面上昇適応の取り組みが
進められている4）。クライメート・レディ・ボ

（図2）。次に、海岸の価値を高めて海とのつな
がりを強化する、都市スケールでの対策である

（図3）。例えば、海岸に公園、広場、文化施設、
観光施設、歩行空間などを組み込み、人が訪れ、
滞在し、活動する場所として沿岸の価値を高め
ることである。さらに、沿岸の保全や再生を通
じて陸と海とのつながりを保つ、生態系スケー
ルでの対策である（図4）。湿地や干潟、浅場、
植生帯などを、自然環境としてだけでなく、波
を弱め、水を受け止める基盤として位置づける
考え方である。

これらの対策に共通するのは、海面上昇への
適応を、海を遠ざけるだけの防護としてとらえ
ていない点である。むしろ、海に近づく経験、
海辺で過ごす時間、港や水辺に支えられた都市
の活動、沿岸に生きる生物を、どのように未来
へ引き継ぐかを問うている。世界の沿岸都市で
は、海面上昇に備えることを契機として、沿岸
を単なる境界線ではなく、都市と海とが新たに
関係を結び直す場所として再編しようとする動
きが現れている。次章では、三つのスケールで

図1　海とのつながりを保つ対策のスケール

図2　身体スケールで海とつなぐ事例注（1）

図3　都市スケールで海とつなぐ事例注（2）

図4　生態系スケールで海とつなぐ事例注（3）
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の段階にあり6）、その後の第一期整備に向けた
準備が進められている。

この事例が示しているのは、防潮に必要な高
さを、公園の魅力を生む地形として読み替える
発想である。防護施設を海と陸との間の壁とす
るのではなく、日常的に利用される公園の地形
とすることで、海から守ることと海とつなぐこ
とを同じ空間の中で両立させている。

（2）�生きた消波堤で守り海とつなぐ―ニュー
ヨーク市リビング・ブレイクウォーターズ

2012年、ハリケーン・サンディによるアメ
リカ東海岸の被災を受け、連邦政府と連携団体
により、リビルド・バイ・デザインという設計
競技が翌年に開催された7）。被災した地域が将
来の水害に対していかに備えるべきかを問う課
題に応募した国内外150チームのうち10チーム
の提案が選ばれ、復興資金が充当され実装が進
められることとなった。リビルド・バイ・デザ
インは、被災した地域を単に元へ戻すのではな
く、科学的知見、地域参加、デザイン思考、実
装資金を結びつけて、将来のリスクに備える沿
岸再編へと、災害復旧のあり方を転換する可能
性を示したと評価されている8）。

選ばれた提案の一つがリビング・ブレイク
ウォーターズである。ニューヨーク市行政区の
一つ、スタテン島の南側を対象とし、海岸の沖
合に消波堤の列を築くという提案である9）。こ
の提案は、物理、生態、社会の三層で地域の
回復力向上をめざす（図7）。まず物理的には、
沖合の構造物が嵐による高波の威力を大幅に減

ストンには、気候変動の予測と脆弱性の評価に
もとづく、地域の連携強化、海岸の保全、社会
基盤の強化、建物の適応と多方面での適応策が
掲げられ、地区ごとに具体的な沿岸再編の方向
性が示されている。

そのうちの一つが市内最大級の公園で100年
以上の歴史があるモークリー・パーク（図5）
の更新である。海沿いの低平地に立地するこの
公園から高潮が浸入し、背後の住宅地に水害が
生じると予想されている。設計競技を経て選定
されたチームが示した提案書5）によれば、予想
される高潮位よりも高い盛土が海と住宅地との
間に続くよう、園内に配置される計画となって
いる。ただし、この盛土は防潮のみを目的とす
るのではなく、人々が海とのつながりを実感で
きる丘として設計されている（図6）。提案書
には、緩斜面に座って海を眺め、稜線の木立の
中や砂浜沿いの遊歩道を散策し、平場の球技場
や広場で野球、サッカー、バスケットなどを楽
しみ、緩斜面でそれを応援する人々の姿が描か
れている。当初の提案から、調整や基本計画を
経て、現在は2026年末まで設計および許認可

図5　モークリー・パーク注（4）

図6　モークリー・パークの断面模式図
図7　�リビング・ブレイクウォーターズの断面模

式図
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役割を果たしてきたこと、かつて塩を作ってい
た採塩池を再生する取り組みが行われてきたこ
とに着目し、新たに造成する湿地と組み合わせ
て、この広域の洪水防護を行うという提案であ
る（図8）。この広大なスケールのグリーンイ
ンフラに、スポンジという多孔質で透過性を有
する物体の名称を冠している。これは、押し寄
せる波の力を吸収し、雨水を集め、ろ過して分
散させるという、海と陸の緩衝帯としての機能
を端的に表現するためであろう。

提案は三つの要素から成る15）。第一は、土砂
の交換である。低地部の土地を湿地へ転換する
際に発生する土砂を、周辺の土地のかさ上げに
活用する。第二は、土地利用の交換である。低
地部の土地利用を見直し、より安全な場所への
移転や集約を進めるとともに、低地部には湿地
や遊水地など水を受け止める土地利用を配置す
る。第三は、水路の再生である。サンフランシ
スコ湾に注ぐ小河川や排水路を単なる水の通り
道としてではなく、湾と内陸とをつなぎ、雨水
や潮位変化を受け止める水と緑の回廊として再
編する。つまり、土砂、土地利用、水路の再編
をとおして、海と陸との間に変化を受け止める
厚みをつくるというものである。

前2例とは異なり、サウス・ベイ・スポンジ
単独の取り組みとして進んでいるわけではな
く、もともと進んでいた湿地再生事業や各自治
体の事業にこの構想が枠組みを与えるという形
で、社会実装が進んでいる。その一つが西海岸
最大の塩生湿地再生事業とうたわれるサウス・
ベイ採塩池再生プロジェクトである 16）。2003

衰し水害を抑制するとともに、長年続いてきた
砂浜の侵食を食い止め、さらに回復させる。次
に生態的には、生物の定着を促す天然の岩石と
環境配慮型コンクリート・ブロックで消波堤を
構成し、魚やカキなどの水生生物が住み着く空
間を創出する。さらに社会的には、環境保護団
体と連携した地元学校向けの教育プログラムの
実施や、市民諮問委員会を通じた地域との協
働により、地域のつながりを強化する。2021
年に始まった消波堤の建設は2024年に完了し、
2025年にはカキの幼生投入が始まり、2026年
にかけて定着状況の確認と追加設置が予定され
ている10）。地元学校向けの教育プログラムや市
民諮問委員会を通じた活動も継続中である。

この事例の特徴は、消波堤を単なる構造物と
してではなく、生き物が定着し、人が学び、地
域が関わり続ける基盤としていることにある。
海岸線の外側に築かれる防護施設でありなが
ら、都市を海から切り離す壁ではなく、見えに
くくなっていた海の生態系と地域の学びを結い
直す装置となっている。

（3）�海と陸の間に緩衝帯をつくる―サンフラン
シスコ湾岸都市圏サウス・ベイ・スポンジ

東海岸におけるリビルド・バイ・デザイン
の成功を受け、西海岸のサンフランシスコ市
がリビルド・バイ・デザインに協働を持ちか
け、サンフランシスコ湾岸都市圏の未来像を描
くベイ・エリア・チャレンジという設計競技を
2017年に行うこととなった11）。リビルド・バイ・
デザインと同様に、災害が起きた後の復興では
なく、海面上昇や激甚化する気象に備えて長期
的な計画を立てることを目的とした。国内外
32チームの提案があり12）、最終的に9チームの
提案が選ばれ、各地域で実装に向けた検討や既
存事業との連携が進められることとなった13）。

その提案の一つがサウス・ベイ・スポンジで
ある。サンフランシスコ湾南側20マイル以上
の海岸線と6都市を含む広域を対象とする 14）。
もともとこの地域では、塩生湿地が洪水防護の 図8　サウス・ベイ・スポンジの断面模式図
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緩衝する基盤として構想されている。これら
は、海から都市を守ることと、都市を海につな
ぎ続けることを、対立する課題ではなく、同時
に設計すべき課題としてとらえる動きである。

4　おわりに―日本の都市沿岸部
に問われること

日本の主要都市沿岸部では、防潮や高潮対策
が進められる一方、住居、物流、産業、観光、
公共空間、生態系が重なっており、将来の海面
上昇に備える状況は、世界の沿岸都市と共通し
ている。しかし、既存の防護施設を将来に備え
て更新したり、防災体制を強化したりする、海
から守る対策が中心のように思われる。例え
ば、愛知県の気候変動適応計画 17），18）では、沿
岸域の適応策として、河川や海岸の施設整備、
水門や排水施設の改築、排水能力の向上、高潮
や洪水対策、老朽施設の更新が中心となってい
る。一方、これらの計画からは、自然そのもの
を防護基盤として積極的に設計する視点や、防
護施設を水辺や公園の利用と一体化させる視点
は、まだ十分には読み取れない。

世界の沿岸都市に現れている再編の3要素、
すなわち海との接近性、海岸の価値向上、生態
系の連続性は、海から守り、同時に海とつなぐ
両義的な適応策にとって重要な視点である。た
だし、物流や産業の機能が卓越する日本の都市
沿岸部では、本稿で紹介した事例をそのまま移
植することは困難かもしれない。むしろ、まず
必要なのは、既存の防護施設や沿岸空間の中
に、すでに潜在している海から守り海とつなぐ
という両義性を読み取ることではないだろう
か。

例えば、防潮堤、護岸、水門、排水機場などは、
海から都市を守るための施設である。しかし、
それらの周辺には、海を眺める場所、潮位の変
化を感じる場所、散策や生物観察が行われる場
所、生物がすみつく前浜や水際の小さな環境が
存在することがある。防潮堤の前浜部分や堤外

年から50年計画で進められている事業だが、
現時点で約3,000エーカーの塩生湿地が再生さ
れたこと、6.7マイルのトレイル（遊歩道）が
供用開始されたことなどが報告されている。

この事例が示すのは、沿岸防護を一つの施設
としてではなく、湿地、採塩池、水路、トレイ
ルと、都市的土地利用とを含む広域的な環境シ
ステムとしてとらえる視点である。海面上昇に
備えるためには、海と陸との間に海の変化を受
け止める厚みをつくることが重要である。その
厚みは自然環境だけで成り立つのではなく、土
をどこからどこへ動かすのか、どの土地利用を
どこに移すのか、既存の水路をどのように再生
するのかという、都市計画上の具体的な操作と
ともに形成される。加えて、そのような環境シ
ステムを長期的に充実させていくために、行政
界を超えた広域スケールでの明確な未来像と、
複数主体をつなぐ実装の枠組みが必要であるこ
とを示している。

以上、三つの事例は、海から守り海とつなぐ
両義の空間再編を沿岸に対して行うという点で
共通している（表3）。一方、スケールと方法
が異なっている。モークリー・パークでは、防
潮機能を有する公園地形に人の日常利用が重ね
られている。リビング・ブレイクウォーターズ
では、都市の地先に並ぶ消波構造物に生物生息
地の再生や地域のつながりの再生が組み込まれ
ている。サウス・ベイ・スポンジでは、湿地や
水路を含む広域の環境システムが、海の変化を

表3　3事例の比較
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海との関係を保ちながら都市を守る沿岸再編へ
と踏み出すことが、これからの日本の都市沿岸
部における適応策の課題である。
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地は、制度上や安全上の制約を受けながらも、
海と都市との接点としての可能性を持つ。これ
らを単なる余白や管理対象として見るのではな
く、海とつなぐ要素として社会的に認知し、必
要に応じて安全性や管理方法を整えながら、そ
の価値を高めていくことが考えられる。実際、
河川においては、河川敷地占用許可準則の改正
を契機として、一定の要件を満たす河川敷地で
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られるようになっている。これは、治水上管理
されてきた堤外地を、地域のにぎわいや水辺と
の接点を生み出す空間として再評価する動きの
一つと位置づけられる。海岸や港湾においても
同様の視点が問われる。

したがって、日本の都市沿岸部における適応
策は、新たに両義的な空間をつくることだけで
はない。既存の海から守る対策の中に、海とつ
なぐ要素があるかを見出すこと。その要素が地
域の人々に価値として認識されるようにするこ
と。そして、更新や改修の機会を捉えて、その
要素を少しずつ増強していくことが可能ではな
いか。防潮堤の嵩上げや護岸の更新、水門や排
水施設の改築、港湾施設の再編は、単なる防護
機能の強化にとどまらず、沿岸空間を見直す契
機にもなり得る。

産業活動、防災、公共利用、生態系再生には、
日本固有の組み合わせがあるはずである。社会
変化に伴って遊休地化し再編される沿岸空間、
防潮堤の前後に生じる細長い余地、河口や水門
周辺の水際、港湾緑地や臨海部の公共空間など
を、将来の適応余地として捉える視点が求めら
れる。海面上昇に備えるための高さ、幅、余地
を、単なる防護線としてではなく、人が海を感
じる場所、都市活動を支える場所、生態系が陸
と海をつなぐ場所として構想できるかどうかが
問われる。

海から守ることと海とつなぐことを分けて考
えるのではなく、既存の防護空間に潜む両義性
を発見し、それを社会的に共有し、更新の機会
に増強していくこと。その積み重ねによって、
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1　はじめに
2012年10月29日にニューヨークに上陸した

ハリケーン・サンディは、高潮により約6万9
千世帯の住宅に甚大な被害をもたらした1）。14
年後の現在、被災沿岸部は凹凸のある多様な空
間になっている。沿岸部には、高床化した住宅
が建ち並ぶ一画（図1）や、住宅がほぼ存在し
ない一画（図2）が存在する。また、高潮を防
ぐための防潮堤や公園の嵩上げなど、規模の大
きな洪水防御インフラの建設工事も継続してい
る。さらに市の外縁部では、自然を活用した解
決策（Nature-based Solution: NbS）への再注
目を背景に、グリーンインフラの誘導が積極的
に行われている。このように、ハリケーン・サ
ンディによる被災地域は、様々な手法による減
災・復興対策の結果、サンディ以前とは大きく
姿を変えている。

本稿は、ニューヨーク市において、ハリケー
ン・サンディの被災を経て、気候変動対策が実
践された過程やその効果を、水害リスクの低減
という視点から紹介する。特に、個別住宅レベ
ルで行われた住宅のリスク対策と、地域レベル
での水害対策という二つのスケールから取り上
げる。具体的には、世帯レベルの対策として「バ
イアウト・取得」プログラムと住宅の「高床化」
プログラムを、また、地域レベルの対策として、
街全体を守る大規模インフラの建設や、気候変
動への包括的なレジリエンスを考慮した自然を
活用したインフラの再構築を説明する。

これまで日本では、行政主導で大規模インフ
ラを整備し、地域を画一的に守ることが主流
だった。しかし、水害の頻度や規模の拡大によ

井内　加奈子
いうち　かなこ

東北大学災害科学国際研究所准教授。
イリノイ大学PhD（地域計画）。開発
コンサルタント、世界銀行を経て現職。
国際開発・計画研究に25年以上従事し、
アジア・太平洋、米州等を対象に復興
ガバナンス、住民移転、土地利用決定、
コミュニティの適応プロセスに関する
研究を展開している。

図1　�高床化した住宅が建ち並ぶ一画�
（2025年10月著者撮影）

図2　�住宅が撤去され空地になった一画�
（2025年10月著者撮影）
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―ハリケーン・サンディからの復興と 14年の歩み―
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そして、復興とその後も続く気候変動対策のた
めに、連邦のコミュニティ開発ブロックグラン
ト災害復興（CDBG-DR）資金が投入されるこ
ととなった。連邦議会は、ハリケーン・サンディ
への対応として、全米の災害復旧・復興のため
に152億ドルを拠出し、そのうちニューヨーク
市に42億ドルを配分した5）。

3　ニューヨーク市の気候変動対策
ニューヨーク市の気候変動対策は、ハリケー

ン・サンディによる被災を契機に本格化した
ことは事実だが、それ以前から対策は進めら
れていた。2009年に市の気候変動委員会（New 
York City Panel on Climate Change: NPCC）が
設置され、専門家とともに海面上昇や集中豪雨
に関する科学的知見を議論し、減災に向けた取
り組みが始まっていた7）。しかし、この取り組み
が始動した直後にハリケーン・サンディが直撃
し、大きな被害を避けることはできなかった。

以上の背景から、ニューヨーク市の気候変動
対策には、大きく分けて二つの側面がある。一
方は平時の対応で、水害危険性が高い区域での
開発を抑え、地域全体のリスクを中・長期的に

り、地域すべてを守る防災投資が難しくなりつ
つある現在、減災対策を再検討する段階に来て
いる。本稿で紹介するニューヨーク市の経験は、
今後、多様な対策が求められる日本の洪水対策
にとって、一つの手がかりとなることを願う。

2　ハリケーン・サンディとニュー
ヨーク市

2012年10月29日に上陸したハリケーン・サ
ンディは、全米で推定878億ドルという、米国
史上でも類を見ない規模の被害を生じた2）。

ニューヨーク市には、約14フィート（約4.3m）
の高潮が沿岸部に押し寄せ、市域の約17 ％、
約9万棟の建物が浸水した（図3）。加えて、地
下鉄をはじめとする都市インフラが麻痺し、
190億ドルもの損失が計上されている 2）。市全
域で43名が亡くなり、そのうちスタテン島で
23名が犠牲になった。被害状況は一様ではな
く市南部の沿岸域に集中し、とりわけスタテン
島で深刻な被害を生じた。これは、被害の直接
的原因である高潮が、スタテン島南東岸で市内
最高水位を記録したことによる 1）, 3）。海沿いに
立地していた、避暑用のバンガローを起源とす
る簡素な一階建ての住宅は基礎ごと押し流さ
れ、構造が残った規模の大きな住宅でも壁が破
られ、修理の見通しが立たない状況となった。

ハリケーン・サンディの歴史的被害に対して、
連邦政府の対応も前例のないものだった。上陸
の数日後に再選を果たしたオバマ大統領（当時）
は、復興に連邦政府の総力を挙げると表明し、
気候変動という課題に正面から向き合う姿勢を
打ち出した。大統領令によって設けられた「ハ
リケーン・サンディ復興タスクフォース」は、
当時、住宅都市開発省（HUD）長官で、ニュー
ヨーク市の住宅行政にも通じたショーン・ドノ
ヴァンが率いた 2）, 4）。この体制の下、災害リス
クの低減と気候変動への適応、そして「誰一人
取り残さない（Leave no one behind）」という
公平性の理念が、復興の柱として掲げられた。

図3　ハリケーン・サンディによる浸水状況
� 出典：ニューヨーク市（2013）6）
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と、用途によって使い分けている。
もう一つの課題は、既存の建物に対して制度

の効力が及びにくいことである。市への聞き取
りによれば、SFHA内の住宅のうち、約8割が
1968年以前の建築だという。全米で同様の住
宅の割合がおよそ2割であることと比べると、
ニューヨーク市の住宅の古さが際立つ。建物更
新が進まないため、新築や建て替えを通じてリ
スク低減を図るNFIPの開発抑制効果は、十分
に発揮できていない。

それでもNFIPは、危険区域での開発を抑え
る制度として現在も重要な役割を担い、改善が
重ねられてきた。2012年と2014年には、保険
金支払いによる保険財政悪化を受けて、受益者
負担の保険モデルの導入や、リスクに応じた保
険料体系への転換などの改正が行われた9）。更
にニューヨーク市は、2015年の暫定版地図に
合わせて、都市計画（ゾーニング）や建築許可
を実施する仕組みを運用し、危険区域での減災
を進めている。具体的には、暫定版地図による
危険区域内で新たに建築や改修を行う場合、洪
水水位を超える高床化など耐洪水の基準への適
合が許可段階で求められる10）。洪水保険・都市
計画・建築許可が連動し、洪水リスクの高い地
区での開発を平時から管理するのがニューヨー
ク市の水害対策の基礎となる考え方である。

（2）ハリケーン・サンディからの復興プログラム
ハリケーン・サンディからの被災を受け、地

域の再建に向けて、住宅を対象とする対策と、
地域インフラを整備する取り組みが用意され
た。住宅対策には二種類あり、一つはニュー
ヨ ー ク 州 に よ る「 買 取・ 取 得（Buyout and 
Acquisition）」事業、もう一つはニューヨーク
市による住宅の「高床化」事業である。いず
れも、SFHA内の被災家屋を主な対象とする。
一方、地域インフラの整備では、Rebuild by 
Design（RBD）のイニシアチブが注目を集めた。

ニューヨーク州のNY Risingプログラムによ
る「買取・取得」は、危険区域内の区画を、所

低減していく仕組みである。他方は、ハリケー
ン・サンディからの復興の一環として策定され
た減災に配慮した復興プログラムで、危険区域
のリスク認識を高めると同時に、物理的なリス
ク軽減を大きく前進させた。以下で順に示す。

（1）平時のリスク管理
平時における対策の要は、連邦緊急事態管

理庁（FEMA）が運営する全米洪水保険制度
（NFIP）である。この制度は、全米の各自治
体がそれぞれ参加を決定し、参加自治体の住
宅所有者は、洪水保険に加入していれば、被
災時に保険金による支援を受けられる。制度
は1968年に開始されたが、ニューヨーク市は
1983年から参加した 8）。NFIP制度の根幹をな
すのが、FEMAが作成する「洪水保険料率地
図（FIRMs）」で、洪水リスクの高い地域（年
超過確率1％＝100年に一度、および、0.2％＝
500年に一度の頻度で洪水が想定される区域）
を特定した地図である。市はこの地図に基づ
き、年超過確率1％以上の洪水リスクの高い地
域を特別洪水危険地域（SFHA）に指定してい
る。SFHA内で住宅ローンを組んで住宅を購入
する場合、購入者は洪水保険への加入が義務づ
けられる。SFHA 内にはリスクの高低による
複数の区分があり、住宅が立地する場所の区分
によって保険料率は異なる1）。

もっとも、このNFIPの運用には課題もある。
一つは、FIRMsを最新情報に保つことが容易
ではないことにある。市が現在、保険料率算
定に使用する地図は、1983年の作成後、2007
年に一度改訂されただけに留まる。ハリケー
ン・サンディによる被災を受けて改訂が急がれ、
2015年に新しい料率地図の暫定版（Preliminary 
Flood Insurance Rate Maps: PFIRMs）が公表
されたが、その策定方法や洪水範囲の設定には
更なる見直しが必要とされ、2026年時点でも
この暫定版は正式には発効していない。市は現
在、保険料率算定には2007年版の地図を、建
築基準や都市計画には2015年の暫定版地図を
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幅広く募る枠組みとして立ち上げられた。連邦
政府や慈善財団の資金、大学などが有する専門
知を組み合わせ、地域住民を巻き込んだ協働の
プロセスに特徴がある2）, 14）。マンハッタンの南
部を囲む防潮インフラBIG U（後にその一部が
East Side Coastal Resilienceとして事業化）の
構想や、スタテン島沖のLiving Breakwaters
はここから生まれ、メディアや専門家の注目を
集めた。これら事業の詳細は、地域全体を守る
インフラとして第4章2節で取り上げる。

4　減災対策とその実態
本章では、ハリケーン・サンディからの復興

の取り組みがもたらした結果を、個別住宅レベ
ルと地域レベルの対策に分けて紹介する。

（1）住宅再建プログラムの活用と成果
まず、住宅レベルの取り組みとして、「買

取・取得」と「高床化」の活用状況を確認す
る。以下は、著者らが市全域を対象に、都市計
画局が公開するデータを用いて分析した結果
である 1）。この2つのプログラム活用状況は異
なる分布を示すことが明らかとなった。「高床
化」は市全域の沿岸部で広範囲に行われた一方、

「買取・取得」はスタテン島の南東部など、限
られた地域のみで実施されていた（図4）。

スタテン島に注目すると、「高床化」は島の
沿岸部全域で広く行われたのに対し、「買取・
取得」は南東部に集中していた。また、「高床
化」と「買取・取得」の両方のプログラムが混
在し、活発に活用された地域もあった（図5）。
プログラムの利用により地域が整然と「高床化」
と「買取・取得」に区分けされたわけではない
ことがわかる。

さらに、ハリケーン・サンディの被害がとり
わけ深刻だったスタテン島南東部の、特に浸水
深が大きかった沿岸部の4地区を取り上げ、そ
れぞれで「買取・取得」がどれだけ行われたか
の分析を行った。その結果、フォックス・ビー

有者の意向に応じて州が買収するものである。
買収後の区画の活用は、取得方式で異なる。「買
取（Buyout）」した区画では、住宅を解体して
再建を認めず、再自然化して維持する。一方，

「取得（Acquisition）」した区画では、洪水水
位を超える高床化を条件に、再開発・再建を
認める。2023年までに、ニューヨーク州は6.56
億ドルを投じ、買取・取得あわせて564件の支
援を行った11）。

一方、ニューヨーク市は2013年にBuild It 
Back（BIB）と名付けた復興プログラムを立ち
上げ、被災住宅を対象に、修繕、大規模修理と
高床化、全壊住宅の高床化・再建など、複数の
支援選択肢を用意した。被災地域の住民がBIB
プログラムを利用して家屋を再建する場合は、
市が建築基準に定める設計洪水水位（Design 
Flood Elevation: DFE）（ 洪 水 保 険 料 率 地 図
が示す基礎洪水水位（Base Flood Elevation: 
BFE）に、余裕高として1フィートを加えた高
さ）以上まで床を嵩上げすることが条件とされ
た。また、BIB運用の途中から、現地再建を選
択しない世帯は、先述の州による買取・取得を
市のプログラムを通じて利用できるように変更
された。このような変更を経ながら、2013年
に開始されたBIBは、2017年まで申請を受け
付け、2020年までに約12,500戸の住宅再建を
支援し12）、工事は2023年頃まで継続された13）。

これらの被災家屋の再建を通じた住宅対策を
通して、危険区域のリスク低減が大きく進ん
だ。現在は、これらの復興プログラムの実施は
一段落し、前節で述べた保険・都市計画・建築
許可の連動による平時の仕組みへ、リスク低減
対策の重心は移りつつある。

住宅を対象とした減災対策と並んで、ハリ
ケーン・サンディ後のニューヨークでは、RBD
から生まれた、規模の異なる取り組みも進めら
れていた。RBDは、住宅都市開発省（HUD）
の運用資金支援も受けた民間の設計コンペで
ある。「デザインによる再建」という名のとお
り、減災に配慮した復興計画の設計アイデアを
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水の深さだけでは説明できない。各地区の面積
に占める浸水域の割合を見ると、「買取・取得」
の少なかったミッドランド・ビーチ・サウスイー
スト地区やニュー・ドープ・ビーチ地区の方が、
7～10％ほど高くなっていた。すなわち、より
広く深く浸水した被害の大きかった地区で「買
取・取得」が進んだという関係は見られなかっ
た（図6）。浸水深が大きな被害を受けていな
がら、「買取・取得」ではなく「高床化」が選
ばれた場所も存在することが分かった。

図6　�4地区の浸水域とバイアウト・取得対象地の
割合

「高床化」のあり方は「買取・取得」との関
係が見られた。「買取・取得」が多かったフォッ
クス・ビーチ地区では、低地の住宅が買い取ら
れて取り除かれた結果、比較的地盤の高い場所
に「高床化をしていない」住宅が残る形となっ
た。一方、「買取・取得」があまり進まなかっ
たニュー・ドープ・ビーチ地区やミッドランド・
ビーチ・サウスイースト地区では、基礎を想定
される洪水水位よりも高くまで持ち上げた住宅
が、一定数見られた。

以上から、住民が「買取・取得」と「高床化」
のいずれを選ぶかは、洪水の規模や土地の標高
といったリスクの大きさだけでは決まっていな
いことがわかった。むしろ、各世帯の社会的・
経済的な事情や、地区内での働きかけ・合意の
あり方が選択を左右し、その積み重なりが結果
としてまだらな沿岸の空間を生み出したものと
考えられる。

チと呼ばれる地区では、被災前の住宅のうち
約30％にあたる263件の「買取・取得」が行わ
れており、次いでミッドランド・ビーチ・ノー
スイースト地区で約11％（93件）が行われて
いたことが分かった。一方で、残る2地区の
ニュー・ドープ・ビーチ地区とミッドランド・
ビーチ・サウスイースト地区では、その利用率
がそれぞれ8件と9件で全体のわずか1％とい
う結果になっていた。同じような浸水被害を受
けたにもかかわらず、隣り合う地区においても
一貫性は全く見られなかったことに注目してお
きたい。

並行して著者らが実施している地域住民の聞
き取り調査からは、その背景の一端がうかがえ
る。「買取・取得」が比較的多く進んだ地区では、
地区の代表者や、地元の不動産業者といった住
宅事情に通じた人々が、危険な場所に住み続け
るより「買取・取得」に応じるほうが住民の生
活再建にとって良いと働きかけ、それに合意し
た住民が多い地区ほど、このプログラムの利用
が進んだ。リスクの大きさそのものよりも、地
区内での働きかけや合意形成の違いが、実施率
の差を左右していた可能性は少なくない。

実際、この「買取・取得」の活用率の差は浸

図4　ニューヨーク市の制度活用実態の空間分布

図5　スタテン島内の制度活用実態の空間分布
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む市の多様な関係者が加わり、4年以上もの時
間をかけて計画が練られた。オランダのコンサ
ルタントが加わったこともあり、当初の計画案
は、高速道路沿いに緩やかな緑の堤を設け、嵐
のときには公園自体が水を受け止めるという、
オランダの治水思想を取り入れた柔らかな設計
だった。しかし2018年に計画が実施段階に入
ると、市は、この住民主体の設計案では電力設
備や交通に支障を与えるなどの技術的な事情を
理由に住民案を撤回し、公園全体を数メートル
かさ上げして防潮壁とする、新しい案に舵を
切った。この段階では、連邦資金（CDBG-DR）
の利用期限もあり、住民との更なる協働は実現
せず、新たな設計での事業費はほぼ倍増すると
いう結果となった。住民との協議を経ずに決め
られたこの転換に、長年計画に関わってきた住
民や関係者は強く反発し、訴訟や抗議が数年
にわたって続いた2）。住民の意見を広く反映す
るという思想のもとで進められた協働的なプロ
セスは、建設の段階で、行政主導の技術的な判
断へと置き換わらざるをえなかった。このこと
は、合意形成の理想だけでは事業化が円滑に進
むとは限らないこと、そして計画の段階から施
工時までの技術的な実現性を見据える必要があ
ることを示している。

なお、ESCR事業などの洪水防御施設の建設
は、地域住民の洪水保険にも影響しうる。通
常、こうしたインフラの完成に伴って、市は
FEMAに対し、造られた防潮壁やかさ上げし
た公園を「認定された治水構造物」として申請
する。FEMAがこれを認定すれば、背後のロー
ワー・マンハッタンの一帯は、洪水保険料率地
図が定める100年浸水域から正式に外れ、新た
に住宅を建てる際に義務づけられている洪水保
険への加入が不要になりうる。ただし、地図の
書き換えには竣工データの提出や審査、縦覧と
いった手続きを要し、構造物の完成と同時に自
動的に変わるわけではなく、相当の時間を要す
る18）。これは、これまでに見た、個人が住宅を
高床化して保険料を下げる動きと同様の、地域

（2）地域レベルでの対策と成果
ニューヨーク市は、前述の世帯レベルの住宅

再建プログラムに加えて、地域レベルの減災対
策に取り組んでいる。その代表が、第3章2節
で触れたRebuild by Designから生まれた事業
である。なかでも、マンハッタン島東南部の
低地を守るESCR事業（BIG U構想の一部が事
業化）が広く知られている。総額14.5億ドルの
この事業は、ローワー・イーストサイド地区
の11万人を超える住民（うち2万8千人は公営
住宅居住者）を、高潮と海面上昇から守ること
を目的としている15）。イースト川沿いのイース
ト・リバー・パークを公園施設ごと8〜10フィー
ト（約2.4〜3m）かさ上げし、公園そのものを
防潮壁として機能させる発想である。2020年
に着工し、北側の区間（East 15th Street以北）
は2024年秋に完成した。一方、イースト・リ
バー・パーク本体を含む南側の区間は、2025
年に部分的に開園したものの、地中から大量に
現れた古い建設廃材や埋設物との干渉といった
想定外の事態に直面し、当初2026年末とされ
ていた完成は2027年後半へとずれ込む見通し
となっている16）, 17）（図7）。

図7　ESCRの工事現場
現在もFDRドライブ沿いで建設が進められている
（2026年7月著者撮影）

ESCRは、ニューヨーク市全域という大きな
スケールで参加型の計画過程を経る新しい取り
組みが行われ、その事業化までの道のりは平坦
ではなかった。設計コンペの段階から住民を含
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敷地の造成や土砂の移動といった工事を行って
いる。現在、配管だけに頼らず湿地に雨水を受
け止めさせるこの仕組みは、島内70か所以上
に広がり、NbSの成功事例となっている21）。ハ
リケーン・サンディの後には、第4章1節で見た、

「買取・取得」によって生まれた空き地の一部が、
このブルーベルトに組み込まれ、自然に返され
ている（図8）。

図8　スタテン島ブルーベルト
「買取・取得」で生まれた土地の一部が自然の排水
路として活用されている（2025年10月著者撮影）

 
以上のように、ニューヨーク市の地域レベル

の水害対策には、マンハッタン島東南部で建設
が進むESCRや、スタテン島の陸軍工兵隊によ
る防潮堤といった人工構造物によるグレーイン
フラがある一方で、Living Breakwatersやブ
ルーベルトのように自然の力を借りたNbSの
試みもある。多様な取り組みによって、多層的
な水害対策が実現していることが分かる。

5　多様な水害対策の効果と意味
ハリケーン・サンディを契機に、ニューヨー

ク市は様々な方法で水害対策を進めてきた。全
米でも有数の裕福で先進的な土地柄で、気候変
動対策に積極的な政治のもとで重ねられた努力
の結果が、この空間には表れていると言える。
こうした挑戦は、どの都市でも実践できるもの
ではない。だからこそ、この多層的で多様な水
害対策の効果と意味を、最後に考えてみたい。

スケール版といえる。
一方、甚大な被害を受けたスタテン島でも、

大規模な防潮インフラが計画されてきた。島の
東岸では、連邦政府の陸軍工兵隊が防潮堤の
建設を進めている。全長4マイル超（約6.4km）
の防潮堤で高潮から島を守る構想だが、計画の
承認から10年近くを経てなお、完成にはほど
遠い状況にある19）。

スタテン島での対策の中でもとりわけ注目さ
れるのが、自然の力を活かしたグリーンインフ
ラである。その一つが、島の南岸沖に2024年
に完成したLiving Breakwatersである。全長
2,400フィート（約730m）にわたって海中に並
べられた構造物が、沖合で嵐の波を砕き、沿岸
部に届く波の力を和らげる。かつてこの一帯は
カキ礁に守られた豊かな浅瀬だったが、乱獲や
水質悪化で礁が失われ、波と侵食にさらされて
きた。Living Breakwatersは、構造物の表面に
カキなどが定着する工夫を施し、失われた生態
系の再生を防御の機能に組み込んでいる。海面
上昇を壁で締め切るのではなく、自然の働きを
呼び戻しながら波を受け流し、さらに、カキの
浄化機能によって水質改善も目指す、NbSの先
進例である20）。

島にはもう一つ、市が四半世紀をかけて育
て て き た ブ ル ー ベ ル ト（The Staten Island 
Bluebelt Program）がある。これは、コミュニ
ティと共存しながら排水機能を担う、開放的な
空間システムである。川や池、湿地といった自
然の排水路を保全・強化し、雨水をためて濾し、
ゆっくり流す、緑のスポンジのような仕組みで
ある。1970年代のスタテン島では、開発の波
によって大規模な雨水排水・下水システムが必
要とされたが、整備が追いつかず、水質悪化や
浸食、洪水の頻発を招いていた。その改善のた
めに、開発以前にあった自然の排水のしくみを
再現し、湿地を雨水管理に活用することで、高
コストな施設の建設を避けている。このシステ
ムの再構築にあたって、市は、排水路の一部と
なる私有地の個別買収や公共地の確保を行い、
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多様な取り組みは参考になる。まず、保険制度
と連動して「高床化」のインセンティブを生み
出すしくみは、移転という選択が難しい地域に
とって一考に値する。次に、土地の「買取・取得」
による撤退は、再自然化や耐水性に配慮した再
開発を検討する都市部にとって参考になる。こ
のような制度の適切な活用によって、住民はよ
り安全な場所で生活を継続できることになる。
最後に、従来主流だったグレーインフラから、
自然を活かした対策へと転換を考えるうえで、
スタテン島の二つの事例が参考になる。とりわ
け、ブルーベルトの事業便益の計算では、湿地
が生み出す生態系の価値が便益として算入され
た。限られた資源のなかで優先順位を付ける際
には、自然がもたらす価値を評価に組み込んで
いくことも有効だろう。

気候変動による水害リスクは、今後さらに高
まっていくと考えられる。一方で、行政が一律
に地域を守るための資源は、有限である。日本
がこれまで採ってきた画一的な減災の方針は、
地域全体のリスクを一様に下げられるという明
確な強みを持つ。しかし、限られた資源のなか
ですべての危険区域を等しく守り続けることが
難しくなれば、住民自身の備えや、場所ごとの
事情に応じた対策を組み合わせていく必要も出
てくるだろう。ニューヨーク市の取り組みは万
能ではないものの、多様な条件のもとにある日
本の都市が、リスクにどう向き合うかを考える
上で、一つの参照点となる。
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1　はじめに
名古屋市ではこれまで、中央走行式バスレー

ンを採用した「基幹バス」、高架の専用軌道と
一般道路を連続して走行する「ガイドウェイバ
ス」、磁気浮上式システムを採用した「東部丘
陵線」など、先進的な交通システムの導入・活
用が積極的に進められてきました。

そして今年、2026（令和8）年2月13日には、
新たな路面公共交通システム「SRT」が名古
屋市内で運行を始めました。このシステムは、
技術の先進性による快適な乗り心地やスムー
ズな乗降、洗練されたデザインなどのスマー
ト（Smart）さを備え、路面（Roadway）を走
ることでまちの回遊性や賑わいを生み出す、今
までにない新しい移動手段（Transit）である
ことから、その特性を表す概念として「SRT」

（Smart Roadway Transit）と称することとし
ています。

本稿では、この名古屋市独自の新たな取り組
みであるSRTについて、検討の経緯から開業
までを中心にご紹介するとともに、今後の展開
についても触れていきます。

2　新たな路面公共交通システム
の検討

（1）「みちまちづくり」の推進
時代の移り変わりとともに公共交通のあり方

の見直しが求められる中、本市においても自動
車交通から公共交通へと転換を促進する各種施
策が進められてきました。しかし依然として自
動車利用は東京や大阪と比べて多い状況にあ

り、引き続きその対応が必要となっていました。
そこで平成22年4月、新たな交通施策の推進

について学識経験者や関係団体の代表者などで
構成される「名古屋市交通問題調査会」に諮問
し、同年12月に一層の自動車利用の適正化を
図り、徒歩・自転車・公共交通を中心とした交
通体系の形成をめざすための「なごや新交通戦
略」の答申を受けました。

なごや新交通戦略では、道路空間をより安
心・安全で便利な空間として利活用するととも
に、環境にやさしい交通手段へ優先的に再配分
し、まちの賑わいを支える交流空間として、交
通とまちのより良い関係を築き上げることを主
眼とした「みちまちづくり」を提唱しています。
名古屋の特徴である広い道路空間（図1）に着
目し、道路空間を時代に対応した使い方へと再
配分しようとする試みが始まりました。

図1　政令指定都市の道路率
（令和7年度道路統計をもとに作成）

（2）なごや新交通戦略推進プラン
名古屋市交通問題調査会の答申を受け、本市

は平成23年に「なごや新交通戦略推進プラン」
を策定し、名古屋の広い道路空間を人が主役の
空間へと転換することを目指す「みちまちづく

新たな路面公共交通システムSRTの運行開始

名古屋市住宅都市局交通事業推進課　　　
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「使いやすさ」「楽しさ」を備えた、先進的で
魅力的なタイヤベースのシステムを目指すこ
ととし、平成31年にはSRT（Smart Roadway 
Transit）という独自の名称を付けた構想「SRT
構想」を策定しました（図3）。

図3　SRT構想

（2）名古屋交通計画2030
令和5年には、現在の本市の総合交通計画と

なる「名古屋交通計画2030」を策定しました。
この中でSRTの段階的な導入スケジュールを
示し、当初運行は名古屋の賑わいの軸である広
小路通を走行し、名古屋駅と栄地区の間を繋ぐ
ルートで運行する方針としつつ、将来的には名
古屋城エリア、大須エリアを繋ぐ都心部周回
ルートを形成し、名古屋のまちの回遊性、賑わ
いの拡大を図ることとしました（図4）。

り」をリーディングプロジェクトに掲げました。
平成26年には、その実行計画として「なごや
交通まちづくりプラン」を策定します。この計
画では、「みちまちづくり」を進めるための施
策の一つとして「移動手段の多様化」を掲げ、
これに基づき、都市の魅力を向上させるための
LRT（Light Rail Transit）やBRT（Bus Rapid 
Transit）の導入検討を進めました。

図2　みちまちづくりのイメージ
（なごや新交通戦略推進プランより）

3　SRTの導入へ
（1）SRT構想

LRTやBRTを比較した場合、LRTは専用軌
道を有するため、視認性や定時性、快適性に優
れていますが、本市のように既存の軌道がな
い都市では、地下埋設物の移設が生じるなど大
規模な道路インフラの改変を含め新たな投資が
必要となり、自動車交通に与える影響も大きく
なります。一方、BRTは軌道敷設の必要がな
く、経費や工期の縮減、自動車交通の状況やま
ちの変化にあわせた柔軟な対応が可能ですが、
LRTに比べると存在感や快適性において十分
でない部分があります。また、本市は自動車を
はじめ、ものづくり産業が集積する中部の中心
都市であることから、自動車関連の先進技術を
積極的に採用するなど、名古屋ならではのシス
テムを目指すべきと考えました。

こうした点から、本市では「わかりやすさ」
図4　運行ルート拡大のイメージ
（名古屋交通計画2030より）
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車や乗降とともに、停留所における空間のゆと
りや賑わいの創出を目指すこととしました。

こうした方針を踏まえ、令和5年度には既存
の路線バス停留所2か所で、仮設のデッキによ
り歩道を拡幅する社会実験を行い、歩道の拡幅
部分や沿道敷地の活用による待合空間の快適性
向上にも取り組みました。社会実験中のヒアリ
ングによると、バスの乗降がしやすくなったと
回答した利用者、バスの停車がしやすくなった
と回答した運転手は、いずれも7割以上という
結果でした。また、第1車線上でバス車両が停
車して利用者の乗降を行うため、自動車交通へ
の影響もビデオカメラで調査したところ大きな
問題は見られず、道路管理者や警察とも協議し
て本格的な整備へとつなげました。

図6　テラス型停留所の整備イメージ

図7　テラス型停留所社会実験の様子
（令和5年11月）

（3）トータルデザインの検討
都心部の回遊性向上や賑わい拡大を図る

SRTにとって、まちの魅力を高めるデザイン
が重要となります。そのため、まちなみとの調
和を重視し、車両や停留所に統一感を持たせた
トータルデザインの検討を行いました。デザイ

車両は、外観のシンボル性や車内の快適性を
備えた連節バスを導入するとともに、テラス型
の停留所を整備し、公共交通・歩行者中心の
ウォーカブルな空間形成を目指すこととしてい
ます。

4　実現への取り組み
（1）連節バスの走行社会実験

SRTの導入検討と並行し、導入に向けた実
証的な取り組みも進めてきました。令和4年度
には他都市から連節バスを借用し、広小路通を
中心に名古屋駅と栄地区間を試走しつつ、モニ
ターの体験乗車や交通影響の検証を行いまし
た。体験乗車モニターのアンケートでは、普通
のバスと比較して連節バスを利用したいと思う
人が7割以上でした。また、沿道からも多くの
注目を集め、歩行者へのアンケートでは、都心
にこのようなバス（連節バス）が走るといいと
思う人は8割以上という結果が得られました。

図5　連節バス走行社会実験の様子
（令和4年9月）

（2）テラス型停留所の社会実験
SRTの走行ルートとなる広小路通は片側2車

線であり、停車帯が広く路上駐車も多いため、
既存の歩道を切り欠いたベイ型の停留所ではバ
スが寄せにくく、利用者が乗降しにくい状況が
生じていました。SRTで導入する連節バスは
車体が約18mと長いことも考慮し、停車帯に
歩道を拡幅することでバス車両のスムーズな停
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パッツを含む外装部材の取付とともに、車内に
はカウンターやテーブルの設置、床材やシート
張り替え等の改造を行いました（図10、11）。

また、移動を楽しめる車内空間の演出とし
て、トヨタ紡織㈱が開発する「MOOX-RIDE」
を路線バスで初めて実装しました（図12）。車
窓に設置した透明ディスプレイにより、車両の
走行位置に合わせたコンテンツ提供が可能で、
まちの魅力発見や回遊行動の誘発につなげたい
と考えています。MOOX-RIDEは広告枠の活
用や企業協賛のもとで運営し、一部では地域の
学生のアイデアも取り入れながらコンテンツを
更新していく予定です。

ンは他都市の交通システムでも実績が豊富な㈱
GK設計が担当しました。
「都心風景の未来を先導」というデザインコ

ンセプトのもと、シンボルカラーは名古屋都心
の景観と調和しつつ先導感を表す色としてアー
バンゴールドを採用し、街路樹の木漏れ日を抽
象化したパターンも取り入れています。バス車
両は、まちなかで目立つ青や赤などの原色を
アクセントとすることが多いですが、SRTで
は「まち側が主役」という考え方で、まち本来
が持つ魅力や活動を引き立てるデザインを意識
しています。車内空間についても、従来のバス
には無い新しい移動体験を提供したいという想
いから、まちなみを楽しみながら移動できるよ
う、座席を減らしてカウンターやテーブルを設
けることとしました。有識者も交えながら議論
を深め、こうしたトータルデザインの考え方を
令和6年に公表しました（図8）。

図8　SRTのトータルデザイン

5　名古屋駅－栄ルートの事業化
（1）車両の調達・改造

当初運行は名古屋駅と栄地区の間を広小路通
で結ぶルートとし、令和7年度の運行開始に向
け事業を順次進めてきました。令和5年12月に
は、当初運行のSRT車両として連節バス1両の
入札を行った結果、車種はダイムラーバス製の
シターロGとなりました（図9）。その後、SRT
のトータルデザインを反映するため、タイヤス

図9　改造前の連節バス

図11　改造後のSRT車両（車内）

図10　改造後のSRT車両（外観）
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（3）運行サービスの決定
SRTの運行事業者は令和5年10月に名古屋市

が公募を行い、名鉄バス㈱を選定しました。運
行開始時点は連節バス1両であることを踏まえ
協議した結果、金・土・日・月曜日と祝休日の
9時台～17時台に1日12本の運行としています。

運賃は、利用者に分かりやすくかつ利用しや
すいよう、本市の路線バスと同じ大人210円、
小児100円に設定しています。支払方法は現
金・交通系ICカードに加え、クレジットカー
ド等によるタッチ決済にも対応しています。複
数回利用に関しては、クレジットカード等に
よるタッチ決済で1日500円の上限額を設定し
たほか、名古屋鉄道㈱が運営するMaaSアプリ

「CentX」でQR一日乗車券を500円で販売して
います。また、交通モード間や沿線施設との連
携で、SRTが停車する納屋橋エリアから名古
屋城を舟運でつなぐ堀川クルーズや、栄のシン
ボルである中部電力MIRAI TOWER（名古屋
テレビ塔）の入場券とSRTの一日乗車券をセッ
ト券としたメニューもあります。

連節バスには扉が3つありますが、SRTでは
全ての扉に交通系ICカード、タッチ決済、QR
乗車券の読み取り機器を設置し、現金や複数人
乗車などの利用を除き、全扉での乗降を可能と
しているのも特徴です（図14）。これにより、
運賃収受の分散や車内移動の減少を図り、多客
時であってもスムーズな乗降を実現していま
す。

（2）停車箇所の選定と停留所の整備
名古屋駅－栄ルートは図13に示すように、

栄（①）を起終点として主に広小路通を走行し
ます。途中の停車箇所については、まちづくり
との連携を考慮しつつ、堀川と交差する納屋橋
エリア（③⑥）、名古屋城をつなぐ南北軸の本
町通エリア（②⑦）を選定し、令和5年度の社
会実験も踏まえ、停車帯側へ歩道を拡幅したテ
ラス型の停留所を整備しました。なお、拡幅の
際には車両床と歩道の高さを近づけ、利用者の
スムーズな乗降に資するよう歩道の嵩上げを
行っています。

また、既存の広告付きバス停上屋がある①②
③⑥の4か所は、SRTのトータルデザインを反
映した広告付き上屋の停留所に置き換えて他の
路線バスと共同利用する一方、④⑤⑦の3か所
は物理的な制約もあり、標柱型の停留所とし
ました。7か所の停留所には全てデジタルサイ
ネージを設置しており、車両の走行位置や混雑
状況をリアルタイムに表示する他、沿線のイベ
ント情報なども発信しています。

図12　透明ディスプレイ「MOOX-RIDE」

図13　名古屋駅－栄ルートの停車箇所 図14　タッチ決済とQR乗車券の読み取り機器
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（4）運行開始と利用状況
令和8年1月にはSRT公式ウェブサイトを開

設し、運行開始に向けたキービジュアルを作
成しました。SRTはただの移動手段ではなく、
まちとのふれあいやワクワク感を生み、新しい
都心の風景や賑わいにつながるものという思い
を込め、コンセプトスローガンを「まちをめぐ
る、いい予感。」としています。

2月13日から運行を開始し、当初は各種メ
ディアに取り上げられたこともあり、非常に多
くの利用者が集中しました。特に起終点の栄
と、交通結節点である名古屋駅の停留所では休
日の昼間を中心に100名近くが停留所に並ぶ状
況も見られました。こうした中で複数扉の乗降
や多様な決済手段など、従来の路線バスとは利
用方法も異なるため混乱が生じることも想定
し、誘導員を配置して待ち客の整列や利用方法
の案内など対応を行いました（図15）。

現在は利用者数も落ち着いてきており、SRT
の乗降方法に慣れてきた利用者も増えたため、
誘導員に頼らず運行可能な状況となっていま
す。また、利用者数や道路状況によって運行の

遅延も発生していますが、車両の走行位置情報
を停留所のデジタルサイネージやSRTのウェ
ブサイトでリアルタイムに提供することで、車
両を待つことによるストレスや不安を軽減して
います（図16）。

（5）利用者等へのアンケート
2月の運行開始に合わせ、SRT利用者や沿道

の歩行者の反応を確認するためのアンケート調
査を行いました。開業から間もない時期で車内
が混雑する便も見られましたが、9割近くの利
用者がSRTについて「満足」または「どちら
かといえば満足」と回答しました（図17）。中
でも良かった点として「車両デザインや車内空
間」や「全扉での乗降」などを挙げる人が多く、
半数以上の利用者から「また利用したい」とい
う回答が得られたため、SRTの特徴である「移
動価値の提供」について一定の評価をいただけ
たと受け止めています。また、利用者の6割以
上がSRT運行による都市の風景の変化を感じ
るとしており、まちの魅力向上や賑わい創出に
つなげていくことが重要と考えています。

図17　利用者アンケート結果
（総合的な満足度）

（6）SRT公式グッズの発売
SRTの運行開始に合わせ、㈱名鉄生活総研

が運営する名鉄商店においてSRT公式グッズ
が発売されました。SRTのロゴマークや車両
デザインを取り入れたボールペン、キーホル
ダー、Tシャツなどが商品化されており、SRT

図15　誘導員による待ち客の整理

図16　車両の走行位置表示
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停留所については、名古屋駅西側駅前広場に
起終点となる停留所を設け、名古屋城エリアで
は正門付近に停留所を整備します。途中では、
地域の食文化を支える「柳橋中央市場」がある
柳橋エリアや、歴史的な資源が残りレトロな商
店街が賑わう那古野エリアをつなぎ、地域のま
ちづくりの動きと連動しながら回遊性の向上や
賑わいの創出を図っていきます（図20）。

図20　名古屋駅－名古屋城ルートの停車箇所

7　SRTと名古屋都心部の 
まちづくり

SRTは単なる移動手段ではなく、従来のバ
スにはない「移動価値の提供」と「まちと人の
距離を近づける」という2つの特徴を持つまち
づくりの装置と考えています。名古屋都心部の
賑わいや回遊性の向上、また公共交通・歩行者
中心のウォーカブルな空間形成を誘導すること
で、新たなまちの価値をつくり、高めることを
目指しています。
「移動価値の提供」については、従来のバス

交通が場所から場所への移動であり、目的地の

のPRにも活用できる他、旅行や視察の手土産
としても購入いただけます。

全国最大規模の駄菓子問屋街がある名古屋に
ちなみ、老舗菓子メーカーとの連携による車両
ボックス入りラムネ菓子も販売しています（図
18）。

図18　SRT公式グッズ（ラムネ菓子）

6　名古屋駅－名古屋城ルートの
開業へ

SRTは名古屋駅－栄ルートの運行を起点に、
将来的には名古屋城エリア、大須エリアを繋ぐ
都心部周回ルートの形成を目指しています。本
市では2026（令和8）年9月～10月に第20回ア
ジア競技大会、及び第5回アジアパラ競技大会
が開催されることから、国内外から多くの来訪
者があることを見据え、大会開催前の9月11日
に、周回ルートの一部として名古屋駅－名古屋
城ルートの運行を開始できるよう準備を進めて
います。運行曜日や運賃・支払方法等は基本的
に、名古屋駅－栄ルートと同じです。

現在は車両が名古屋駅－栄ルートを運行する
1両しかないため、連節バスを追加で調達・製
造しました。9月の運行開始時点では、アジア
競技大会・アジアパラ競技大会を盛り上げるべ
く、SRT仕様への改造前の車両に大会デザイ
ンのラッピングを施して運行する計画です（図
19）。来年春頃には、トータルデザインの反映
やMOOX-RIDEの実装など、SRT仕様に改造
を終えた車両に入れ替えて運行する予定です。

図19　大会デザインのラッピングのイメージ
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8　おわりに
「なごや新交通戦略」の答申から15年、行政

計画への位置づけや社会実験、車両の改造や停
留所の整備などを経て、名古屋駅－栄間での運
行を開始することができました。この間、地域
の皆様をはじめ、国土交通省や関係企業等の
方々に多くの協力をいただきました。

SRTのように、まちづくりを目的とした新
たな交通システムの導入は全国的にも珍しく、
取り組みも始まったばかりです。その効果を実
証するにはまだ時間がかかりますが、これまで
事業を進める中で培ってきた地域や企業等との
関係性を継続・発展させながら、SRTによる
名古屋都心部の魅力向上に取り組んでいきたい
と考えています。

図22　運行開始後のSRTの様子

魅力に依存するのに対し、SRTでは移動その
ものが魅力となるような仕掛けを施すことで、
訪れる動機づけが弱い場所にも足を運ぶきっか
けとなるものと考えています。次に「まちと人
の距離を近づける」については、従来の停留所
がバス移動する人のための待合空間であり、そ
こでの時間も移動のための単なる待ち時間とな
るのに対し、SRTでは停留所に居心地の良さ
と情報を付加することで、待ち時間を、まちを
楽しむ・知る時間に変えていくことを期待して
います。

令和6年度からは、ウォーカブルなまちづく
りを進める方針のもと、名古屋駅－栄ルートの
主要な経路である広小路通など、沿道建築物の
壁面後退スペースにおいて、ベンチやテーブ
ル、パラソルの設置など、滞在快適性の向上や
歩行者の利便増進の取り組みに助成する制度を
設けました（Nagoまちテラス助成制度）。また、
令和7年度には名古屋市景観計画の変更を行い、
広小路通ではSRTが走る都心風景の魅力を高
める沿道デザインとするため、建物側において
SRTを活かした取り組みや、調和したデザイ
ンを取り入れることで、一体的な景観づくりを
進めることとしています。こうしてSRTが走
る広小路通をはじめとした沿道の公民連携によ
るまちづくりを推進し、道路と民地の境目を越
えて人が集まり、活動が生まれる空間を生み出
していくことを目指していきます（図21）。

図21　SRT停留所付近の様子



53

 1　はじめに
令和8年3月31日、錦三丁目25番街区市有地

等活用事業（以下「本事業」という。）により
建設が進められてきた「ザ・ランドマーク名古
屋栄」が竣工を迎え、栄地区で最も高い超高層
ビルが誕生しました。

同年6月には、ビル内の商業施設及びシネマ
コンプレックスが開業し、商業施設の前に長い
入場待ちの列ができる等、市民や来訪者の高い
関心と新施設への期待がうかがえました。

さらに7月には、ラグジュアリーホテルも開
業を迎え、ついにビルのすべての用途が供用開
始となりました。

本市の中心市街地に位置する栄地区は、長年
にわたり商業・文化・交流機能が集積する都市
の中核として発展してきましたが、近年では名
古屋駅地区における再開発の進展により、相対
的な求心力の低下が指摘されていました。こう
した都市構造の変化に対応した、栄地区の再生
と魅力向上は本市の重要な課題となっており、
その象徴的プロジェクトが、錦三丁目25番街
区（以下「本街区」という。）内で進められた
本事業です（図1）。

本稿では、長年の課題を抱えていた市有地の
開発がどのように実現されたのか、その背景や
経緯、具体的な開発内容等をご紹介します。

2　背景
（1）事業者公募に至る経緯

本事業は、市有地とその隣地である株式会社
大丸松坂屋百貨店の土地を一体的に開発した公

民連携による再開発です。なお、J.フロント都
市開発株式会社が事業中に、株式会社大丸松坂
屋百貨店の土地所有権並びに本事業に係る地位
及び権利義務を承継しております。

開発前の土地所有者

① 名古屋市

② 株式会社大丸松坂屋百貨店

図2　開発区域

図1　位置図

錦三丁目 25番街区市有地等活用事業
（ザ・ランドマーク名古屋栄）について

名古屋市住宅都市局都心まちづくり課　　　
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とされています。その方向性として、シンボル
性の高い景観形成、求心力を高める都市機能の
集積、歩行者の回遊性の強化の3点が挙げられ
ています。

さらに「栄地区グランドビジョン」では、本
街区内の市有地を活用し、栄地区の魅力向上を
先導する再開発をすすめることとしています。
また、特色ある交流拠点とするための魅力ある
機能導入、周辺道路・公園・地下街との一体性
への配慮、求心性やシンボル性のある再開発と
することが掲げられています。

本事業は、これらの方針を具現化したもので
あり、事業者公募時の条件は、その内容を踏ま
えたものとなっています。

3　事業者公募
（1）概要

令和元年9月に、本市は「錦三丁目25番街区
市有地等活用事業提案募集」として、市有地を
購入し、株式会社大丸松坂屋百貨店用地と一体
で共同事業を実施する事業者の公募を開始しま
した。

事業候補者の決定後、本市及び株式会社大丸
松坂屋百貨店は事業候補者と協議を行い、基本
協定の締結等を経て、事業者が決まりました。

表1　公募スケジュール
令和元年9月 募集要項の公表

令和2年2月 事業提案書受付

令和2年3月 事業候補者決定

令和2年7月 基本協定・土地売買契約の締結

当該市有地は、日本銀行名古屋支店が建って
いた土地を、昭和40年度に復興土地区画整理
事業により本市が取得したものであり、長期に
わたり活用方法について検討してきました。昭
和60年代には民間企業との共同開発の調査が
行われたものの、事業化には至らず、栄広場と
して暫定活用される期間が長く続いておりまし
た。結果として、栄地区の中心に位置するにも
かかわらず、本格的な土地利用が実現しない

「眠れる一等地」としてまちづくり上の課題と
なっておりました。

図3　栄広場

平成に入り、平成15年度の「名古屋市都心
部将来構想」、平成25年度の「栄地区グランド
ビジョン」を契機に、公共主導により再開発の
必要性が明確になり、周辺地権者と勉強会を行
う等、本街区を活用した民間開発の誘導が本格
化してきました。

その後、本市は株式会社大丸松坂屋百貨店と
共同開発の検討を進め、平成31年1月には開発
の基本合意を締結し、本市が本事業の公募を実
施することとなりました。

（2）まちづくりに関する計画上の位置づけ
「名古屋市都心部将来構想」では、本街区を

含めた栄地区の中心部を対象とした栄交流コア
構想が掲げられており、求心力のあるシンボ
リックな空間形成と交流機能の強化を図ること
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す。この特性を活かし、公園と一体的な賑わい
空間の形成を図る等、公園と調和した空間づく
りを条件として示しました。これにより、周辺
市街地との相乗効果及び波及効果が生まれるこ
とを期待しました。

（3）�株式会社大丸松坂屋百貨店が求めた主な
計画条件

共同事業者となる株式会社大丸松坂屋百貨店
は、栄地区全体の集客力・賑わいに寄与する開
発を求めました。また、商業専門店事業を実施
するため、地下を含めた低層部で一定規模の商
業専有部を確保すること等、自社所有となる商
業施設及びその運用に関係する条件を設定しま
した。

（4）公募時の提案概要
公募に応募のあった3グループについて、募

集要項への適合に関する事前審査後に評価委員
が審査を行い、令和2年3月に三菱地所株式会
社を代表とするグループが事業候補者として選
定されました。公募時の条件をクリアし、選定
された提案内容は以下のとおりです。

表2　事業候補者
代表構成員 三菱地所株式会社

構成員 日本郵政不動産株式会社

明治安田生命保険相互会社

株式会社中日新聞社

【全体計画（提案書抜粋）】
都心でありながら緑豊かな空間や眺望を持

ち、多様な文化・交流コンテンツが集積する栄
エリアにおいて、その中心に位置するポテンシャ
ルを活かした本計画が起爆剤となり、世界中か
ら人々が訪れ、出会い交流することで名古屋の
国際競争力向上に貢献することを目指します。

上質で洗練された文化・交流を創出する導入
機能（ホテル、イノベーション拠点、オフィス、
シアター）と高質な商業を有機的に複合するこ

（2）本市が求めた主な計画条件
1）シンボル性の高い景観形成

本市が公募するにあたり、最も重視した要素
の一つが、シンボル性の高い景観の創出です。
栄地区は名古屋有数の商業・交流拠点であり、
オアシス21や中部電力MIRAI TOWERといっ
た主要な観光施設が立地するとともに、百貨店
をはじめとした商業施設が集積しています。そ
の中心に位置する本街区には、都市のイメージ
を牽引する役割が求められるため、積極的な高
度利用の提案を期待するとともに、「活力と魅
力にあふれる栄地区のイメージをリードするシ
ンボル性の高い景観」を強く求めました。

2）求心性を高める都市機能の集積
次に掲げた要素は、都市機能の集積による求

心力の強化です。事業者の主な導入機能とし
て、滞在・文化・学び・アミューズメント等を
示し、魅力ある都市機能の集積を求めました。
また、不特定多数の方々に利用される機能や、
世界中から人々をひきつける機能を導入し、洗
練された都市生活・活動を創出する提案を期待
しました。さらに、不特定多数の方々が利用で
きる、憩いや交流促進に資する広場空間の確保
も求めました。

3）歩行者の回遊性強化
栄地区は地下街や商業施設が密接に連携する

都市構造となっているため、歩行者の回遊性向
上を重要な条件として掲げました。具体的に
は、「地下階を含めた低層階の店舗化」「地下
鉄・地下街との接続」「スロープやエレベーター
によるバリアフリー動線の確保」等です。これ
らにより、地上と地下の連続性を高めるととも
に、誰もが快適に回遊できる魅力的な歩行者空
間の形成を目指しました。

4）久屋大通公園との調和
本街区の特徴の一つが、栄地区のシンボル空

間となっている久屋大通公園に隣接する立地で
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上記の提案に対し、本市は、文化交流都心と
しての名古屋・栄に必要な機能である、ラグ
ジュアリーホテルや、オープンイノベーション
の拠点、エンターテイメントシアター等が具体
的に提案されている点や、各機能、オフィス、
低層階の商業施設間をつなぐ交流空間の独自
性、省エネルギーを考慮した建築デザインや、
地域冷暖房の利用、退避施設の確保等、環境や
防災等に配慮された施設計画である点を高く評
価しました。

4　開発概要
（1）施設概要

事業者選定後、本市と事業者は提案書を基に
協議を重ね、ザ・ランドマーク名古屋栄は、地
上41階、高さ約211mの超高層複合施設として
整備されることとなりました。

本施設は「世界と人とまちをつむぐ文化・交
流価値創造拠点」というコンセプトのもと、複
数の都市機能を重層的に配置することで、従来
の単一用途型施設とは異なる相乗効果を生み出
す計画となっています。こうした高度複合化
は、本市が上位計画で掲げてきた「都市機能の
集積」と「賑わい創出」を具現化するものとい
えます。　

また、用途の多様性は利用者層の拡大にも寄
与し、観光客、ビジネスパーソン、市民のレ
ジャー利用等、異なる目的を持つ人々が同一施
設内に共存することで、時間帯や曜日に左右さ
れない持続的な賑わいの確保も期待されます。

表3　施設概要
敷地面積 約4,866m2

延床面積 約109,700m2

階数・高さ 地上41階、地下4階
高さ約211m

主な用途 ホテル、オフィス、シネコン、
商業施設

とで、施設全体で平日休日問わず年間を通じて
安定した賑わいを形成し、栄のブランド力向上
に貢献します。

図4　提案時のイメージパース（1）

図5　提案時のイメージパース（2）

図6　提案時のイメージパース（3）
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高い水準の開発となっております。
こうした開発計画が評価され、1,000%から

2,050%への容積率緩和を受けることにより、
国内でもトップレベルの高容積率の建築物が実
現しています。

（3）導入機能
1）ラグジュアリーモール

低層部（地下2階〜地上4階）には、ラグジュ
アリーモール「HAERA（ハエラ）」が整備さ
れています。これは株式会社大丸松坂屋百貨店
及び株式会社PARCOのノウハウを融合した商
業施設で、「PUBLIC MUSEUM」というコン
セプトのもと、“感性に響かせる” ファッショ
ン、食体験、アートを軸に、多様な体験を提供
する空間として設計されています。約65店舗
のうち多数が東海エリア初出店であり、国際的
なラグジュアリーブランドの旗艦店や、ハイグ
レードからカジュアルまで網羅した飲食店舗を

表4　事業スケジュール
令和3年9月 都市計画提案

令和4年3月 都市計画決定（都市再生特別地区）

令和4年6月 民間都市再生事業計画認定

令和4年6月 市有地売却・引き渡し

令和4年7月 新築工事着手

令和8年3月 竣工

図7　建物外観（1） 注（1）

（2）都市再生特別地区の活用
本開発は、様々な公共貢献を盛り込まれてい

ることを評価し、都市再生特別地区として都市
計画決定されています。主な公共貢献として
は、「MICE・イノベーション施設、シアター、
ラグジュアリーホテルの整備」「緑化」「CASBEE
名古屋Sランク」「災害時に備えた退避施設の整
備」「雨水流出の抑制」「地下接続による回遊性
向上」「広場や空地の整備」等があり、環境・防災・
ユニバーサルデザイン等の観点からも、非常に

図8　建物外観（2） 注（1）

図9　地下1階商業フロア 注（2）
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含む構成となっています。これにより、従来の
栄地区の商業機能に新たな層が加わり、エリア
の更なる魅力向上や活性化に寄与することを期
待しています。

2）多様な発信を行うシアター
5階～9階には、栄地区初となるシネマコン

プレックス「TOHOシネマズ名古屋栄」が整
備されています。全10スクリーン・1,655席で、

IMAXレーザー等の最新設備を備え、映画鑑賞
を核としたエンターテインメント機能を提供し
ます。様々なジャンルの映画作品や、コンサー
ト・演劇、スポーツのライブビューイング等多
様な上映ラインナップを展開することで、年間
を通して安定した賑わいを栄地区に生み出し、
都市における文化発信拠点としての役割を担う
ことが期待されます。

図13　シネマロビーイメージ 注（1）

図14　シアターイメージ 注（1）

3）高品質オフィスとイノベーション施設
中層部（12〜30 階）には、総貸付面積約

26,000m2のオフィスが整備されています。竣工
時点で成約率約98%に達しており、栄地区の
高いオフィス需要に応えるものです。基準階は
約1,600m2の無柱空間、最小93m2まで小割が可
能で、柔軟なレイアウトが可能であり、多様な
働き方に対応する設計となっています。高層階
からの眺望や快適性に加え、ラウンジやカフェ
等、就業環境の付加価値向上が図られていま
す。

図10　1階商業フロア 注（2）

図11　2階商業フロア 注（2）

図12　4階商業フロア 注（2）



59

錦三丁目 25番街区市有地等活用事業（ザ・ランドマーク名古屋栄）について

4）国際水準の宿泊・MICE機能
高層部（31〜40階）には、ヒルトンのラグ

ジュアリーブランド「コンラッド・ホテルズ&
リゾーツ」として「コンラッド名古屋」が進出
しました。計170室の客室に加え、レストラン、
スパ、屋内プール等を備えた高付加価値型ホテ
ルとなっております。さらに10階・11階には、
約180人収容の宴会場や複数の会議室が整備さ
れ、国際会議やイベントに対応可能なMICE機
能を備えています。

高級ホテルやMICE機能は、都市の国際競争
力を高める上で不可欠な機能であるものの、本

また、13階に整備された「CO＆CO NAGOYA」
では、世界中から人々が集うコワーキングやコ
ラーニング機能を通じて、多様なバックグラウ
ンドを持つ人材の交流を促進しています。12
階にはフィンランドの国際教育カリキュラム
に基づいた、未就学児を対象とした教育施設
であるインターナショナルプリスクール「HEI 
Schools Nagoya Sakae」が開校し、就学前児童
の一時預かりにも対応しています。

図15　12階スカイロビー 注（1）

図17　オフィスからの眺望 注（1）

図16　オフィスフロア 注（1）

図20　屋内プールイメージ 注（1）

図18　イノベーション施設イメージ 注（1）

図19　ホテル客室イメージ 注（1）
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 （5）環境配慮・防災機能
本施設は、敷地内で緑化面積20%以上を確

保するほか、CASBEE名古屋で最高ランクS
評価を取得する等、高い環境性能も備えていま
す。さらに地域冷暖房システムや熱回収技術の
導入により、エネルギー効率の向上が図られて
おります。

また、栄地区にはオフィスや商業施設が集積

市では長年にわたりその不足が課題として指摘
されてきました。コンラッド名古屋は「名古屋
市高級ホテル立地促進補助金」制度の補助対象
事業として認定を受けており、民間投資を後押
しする支援として、県・市併せて20億円の補
助金交付を予定しています。こうしたホテルの
整備は、ハイレベルな国際会議の開催や海外か
らの富裕層旅行者等の誘致につながり、都市の
ブランド力向上に寄与するものと考えていま
す。

（4）回遊性向上
本施設は地下鉄栄駅及び地下街と直結し、建

物内に複数のエスカレーターやエレベーターが
整備されています。これにより、地上と地下を
バリアフリーで行き来できる動線を確保し、周
辺エリアの回遊性の向上を実現しています。さ
らに、4階・5階には久屋大通公園を望む屋上
広場が整備されており、この空間は商業施設と
公園をつなぐ「中間領域」として機能し、都市
における滞在や交流の場を創出しています。

図21　屋上広場1 注（1）

図23　地下鉄東山線連絡通路 注（1）

図22　屋上広場2 注（1）

図24　地下鉄名城線連絡通路 注（1）

図25　サカエチカ連絡通路 注（1）
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しており、災害時には多くの帰宅困難者の発生
が予想されますが、本施設には防災備蓄倉庫や
非常用発電機が整備されており、そうした帰宅
困難者を受け入れる退避施設としても機能しま
す。

図26　地域冷暖房プラント 注（1）

5　今後の展望
本開発は単なるビル建設にとどまらず、栄地

区が次の時代に向けてさらに輝くための起爆剤
になり得るものと捉えています。本事業によっ
て導入した各施設はすべて開業を迎えました
が、それで終わりとするのではなく、まちづく
りへの波及効果を最大限に高めるため、本市と
しても相乗効果を生み出す各種の取り組みを継
続・推進していきます。

その一つが、久屋大通公園の再整備です。既
に北エリア・テレビ塔エリアはPark-PFI事業
により「Hisaya-odori Park」が開園し、発信性
と日常性を併せ持つ名古屋の新しいシンボルと
して生まれ変わりました。南エリアについては
令和7年に再整備構想を策定し、「新たな創造
が生まれるウォーカブルタウンのコア」（再整
備構想のコンセプト）のもと、今後整備を進め
ていく予定です。都心のシンボル空間にふさわ
しい整備や管理運営を行うほか、公園と沿道と
がより一体化するような空間形成を図ることが
重要であり、令和6年に建替えが完了した中日

ビルや本施設のようなビルと公共空間が相乗効
果を発揮するまちづくりを目指していきます。

図27　中日ビルからの眺望

また、今年、令和8年9月～10月にはアジア
競技大会・アジアパラ競技大会も開催されます。
訪日外国人旅行客や国内観光客などを呼び込む
ことで、本施設の開業効果とあわせて、栄地区
に活気と賑わいを創出し、今後も名古屋が魅力
あるまちとなるよう取り組んでいきます。

図28　久屋大通 北エリアからの眺望
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補注
（1） 三菱地所株式会社提供

（2） J. フロント都市開発株式会社提供

図29　久屋大通 テレビ塔エリアと建物

図30　久屋大通 南エリアからの眺望
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1　はじめに
私は東京で生まれ育ちましたが、母が名古屋

出身で、子どもの頃は金山橋から市バスに乗
り、桜山に近い祖父母の家を訪ねていました。
また、名古屋市の緑に関する審議会等にも関わ
り、長期未整備公園緑地のあり方などを議論し
てきました。今回、改めて名古屋で都市の緑を
考える機会をいただいたことには、個人的にも
深い縁を感じています。

1961年に描かれた「100年後の東京」には、
空を飛ぶ自動車や高架道路、高層建築が並んで
いました。かつて未来都市は、技術によって自
然から離れていく姿として描かれていたのだと
思います。ところが現在、シンガポール、パリ、
ソウル、東京などが示す将来像は、建物の屋上
や壁面まで緑に覆われた都市です。コロナ禍を
経て、緑豊かな都市への期待は一段と高まりま
した。

しかし、私は都市の緑を研究してきました
が、「緑が多ければ多いほど良い都市になる」
という図式には、やや懐疑的です。研究という
行為は、常識とされることをいったん疑い、前
提を裏返してみたりするところから始まりま
す。緑を否定したいのではありません。何のた
めに、どこに、どのような緑を置き、誰がどの
ように使い、管理し続けるのかを問い直したい
のです。本日は、温暖化対策と生物多様性、再
開発に伴う公共貢献、空閑地の暫定利用、モバ
イルグリーン、そしてグリーンインフラの「型」
という順に、これからの都市の緑を考えます。

2　緑を増やせばよいのか
都市緑化の根拠としてまず挙げられるのが温

暖化対策です。しかし、既往の文献によると、
建築物からのカーボン排出が1m2当たり年間約
60kgであるのに対し、都市緑地による炭素固
定は約0.274kgで、約200分の1にとどまります。
屋上や壁面を緑化するために建物の躯体を強化
すれば、鉄やコンクリートの製造・使用に伴う
CO2 排出も増えます。CO2 削減を主目的とする
なら、緑を付加する前に、そもそも大きな建物
を新築する必要があるのか、既存建物を使い続
けられないのかを検討すべきです。

都市の暑さについては、地球温暖化とヒート
アイランドを分けて考える必要があります。東
京の年平均気温は明治初期から約3.5度上昇し
ましたが、そのうち地球規模の温暖化による
上昇は0.7〜0.8度程度です。残りの約2.8度は、
都心の気温が郊外に比べて相対的に高くなり、
島状の高温帯が形成されるヒートアイランドの
影響です。つまり、都市が暑くなっているのは
全球レベルでの温暖化もさることながら、都市
が様々な熱を発しており、そうした熱が都心に
こもって周囲へ逃げていかないことが、主な原
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土壌、水循環が大きく変わった現在、過去の自
然をそのまま現在の「正解」とみなし、現在の
都市の自然を過去へ戻すことを至上の目標にし
てよいのでしょうか。

たとえばクスノキは、かつては南西日本を中
心に分布した樹木で、厳密には東京の在来種で
はありません。それでも今では、温暖化した東
京では元気よく育っています。決して在来種を
軽視してよいと申し上げているのではありませ
ん。気候変動下の都市では、何を保全目標とす
るかを固定的に決められないということです。

在来種緑化に取り組んできた事業者を責めた
いのでもありません。そうではなくて、そもそ
も在来種による緑化を評価するという考え方の
もとに都心の緑化を進めてきたこと自体を、問
い直す必要があるのではないでしょうか。

緑に覆われた完成予想図は魅力的ですが、根
拠や運用を問わずに緑の量だけを競えば、「グ
リーンウォッシュ」と受け取られかねません。
都市の内部に何を植えるかだけではなく、都市
の外部の森林や農地とどう役割を分担し、その
ための資金の流れをどうつくるのかをも含めて
考える必要があります。

4　公共貢献を域外へ
都心の民有地で緑が増えた背景には、行政と

民間の関係の変化があります。高度経済成長期
には、行政が公共事業を進め、民間開発を指導

因です。その緩和策として緑が期待されます
が、効果の範囲を正確に理解しなければなりま
せん。

真夏の日中には、コンクリートやアスファル
トの表面温度が50～60度に達する一方、樹木
のある緑地は30～35度程度であり、緑地の表
面温度は確かに相対的に低いです。その結果、
緑地の気温も、周囲の市街地の気温と比較して
相対的に低く、真夏の日中には5℃程度の気温
差がある場合もあります。しかし、緑地で冷や
された空気が周辺市街地へにじみ出す距離は
150m程度にすぎず、沿道建築物に遮られれば
さらに短くなります。都心全体を冷やすには、
相当な規模の緑地を短い間隔で配置する必要が
あり、既成市街地で小規模な緑化を積み重ねる
だけでは実現しにくいのです。

かといって、都心の緑に意味がないわけでは
ありません。人がその場所へ行けば涼しく感じ
られる「クールスポット」として、あるいは景
観を整える修景、休息や交流を支えるレクリ
エーションの場として、緑には明確な価値があ
ります。重要なのは、都市全体を冷やすという
過大な説明ではなく、効果が現れる場所、時間、
利用者を具体的に捉えることです。

3　変化する都市の自然を捉える
生物多様性の保全では、過去の在来種による

自然を唯一の基準とする考え方を再検討する必
要があります。ソメイヨシノの開花前線を見る
と、1960～70年代には4月1日時点で開花して
いた地域が西日本の一部に限られていたのに対
し、近年ははるか北まで広がっています。東京
の年平均気温も、明治初期には現在の仙台・福
島に近い水準にありましたが、今では大分・松
山と同水準になっています。

東京では、西部の山地や丘陵地に残る自然を
「正しい自然」とし、人工化の進んだ東部の自
然を「修正すべき自然」とみなす発想が長く用
いられてきました。しかし、気候、土地利用、

図1　温暖化する東京
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を取得して建設するディベロッパー型から、地
域の主体をつなぐコーディネーター型へ広がり
ます。

公共の中身が「かたい」から「やわらかい」
へと移るにつれ、受益者も変わります。道路や
公園なら便益を受ける人を特定しやすいです
が、CO2削減、生物多様性や歴史・文化の保全
となると、受益者を特定することは困難です。
受益者が特定できない貢献は、開発敷地の中だ
けでは完結しないのです。

そこで、事業区域の「域外」への貢献を積極
的に評価する考え方が重要になります。都心の
限られた敷地に小さなビオトープをつくるよ
り、同じ費用を郊外の森林や里山の保全に投じ
た方が、炭素固定や生物多様性にかかわる費用
対効果ははるかに大きい。都心では、その土地
にあるからこそ発揮される歴史・文化の保全や
コミュニケーション、レクリエーションの場づ
くりに重点を置く。敷地内で完結する「テーマ
パーク型開発」ではなく、隣接街区、同一市区
町村、同一都道府県、他の都道府県という幾層
かの域外を想定し、様々な機能を適材適所で分
担する仕組みを伴った開発が問われます。都市
計画運用指針（第12版）も、都市再生特別地
区の区域外での環境貢献を積極的に評価しうる
としています。

図3　域外を視野に入れた公共貢献

5　空閑地を暫定的につなぐ
この考え方を東京・神田で具体化する研究を

進めています。神田は大手町・丸の内に隣接し

する構図が基本でした。1970年代以降は、公
害や環境問題を背景に民間開発を規制する局面
が強まりました。さらに1990年代以降、行政
の財政的な制約が強まると、民間に容積などの
ボーナスを与え、その代わりに公共的な空間を
整備してもらう官民連携が重視されました。

開発事業者が公開空地や緑地を整備すれば、
行政が高さや容積率の制限を緩和する仕組み
は、行政が十分な財源を持てない中で公共的な
空間を確保するうえで大きな役割を果たしてき
ました。一方で、この仕組みは「大きな建物を
つくること」によって生まれる利益を前提とし
ています。

ところが現在は、建設資材・人件費の高騰、
工期の長期化、脱炭素への要請、働き方や暮ら
し方の変化により、「大きな器」をつくり、そ
の利益の一部で公共貢献を行うモデルの経済合
理性、環境合理性、需給上の合理性がいずれも
弱まっています。大規模開発そのものが成立し
にくくなる中で、従来からの容積ボーナスだけ
をアメにしても、十分に機能しない場面が増え
てきています。

社会が求める公共の内容も変わりました。道
路、上下水道、交通施設、公園など、ハード整
備を中心とする「かたい公共」から、歴史・文
化の継承、教育・福祉、コミュニティ形成など
の「やわらかい公共」へと重点が移っています。
新しいものをつくるだけでなく、既存の空間や
社会を保全し、再編することも公共貢献として
認める必要があります。事業者の役割も、用地

図2　かたい公共から、やわらかい公共へ
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て制御するエリアマネジメント団体を立ち上
げ、地権者はこの団体に土地を信託します。団
体は、複数の空閑地を束ね、オープンスペース
としての利用を制御します。行政は、この仕組
みに賛同する地権者に対し、オープンスペース
としての利用期間に応じて固定資産税・都市計
画税を減免します。そして再開発事業者が、域
外貢献としてこの団体の運営を支援します。

こうした構想については、国土交通省や東京
都、地元の千代田区、神田の町内会、ディベロッ
パーの方々などにお集まりいただき、一年半ほ
ど研究会を重ねました。議論を通じて、こうし
た運営方法が容易ではないこともよく分かりま
した。それでも、大規模空間に集約するのでは
なく、既存の小さな空間を暫定的に束ね、運用
によって都市の滞在と交流のための空間を創出
することには、可能性があると考えています。

6　動く緑と「みどりカタ」
駐車場を暫定利用する場合、地面に木を植え

たり芝生を張ったりすることはできません。そ
こで企業と共同開発しているのが、移動できる
植栽基盤「モバイルグリーン」です。固定緑化
が難しい駅前広場、駐車場、コンコースなどに
緑を入れ、時間帯や人流、季節、求められる機
能に応じて柔軟かつ容易に配置を変えられると
ころがポイントです。キーワードは「暫定性」
と「可変性」です。

図5　モバイルグリーン概要

ながら、細かな敷地割のもと、古書店、飲食
店、大学や出版社などが残る地域です。近年は
複数のディベロッパーが再開発を検討していま
すが、それぞれが自らの敷地のなかだけを対象
に事業を進めてしまうと、開発の間にある既存
市街地が取り残されるおそれがあります。

私たちの研究グループの調査によると、神田
地区に約550か所もの空き地があり、その多く
がコインパーキングとして使われていることが
わかりました。コインパーキングの密度は、お
そらく日本有数と考えられます。コインパーキ
ングはともすると低未利用地として問題視され
ますが、地権者にとっては重要な収入源であ
り、ただ否定しても解決にはなりません。低未
利用地と決めつけず、複数の用途に切り替えら
れる「余白」として捉え直すことができるので
はないかと考えました。

そこで、駐車場としての利用を残しながら、
曜日、時間、季節を限定してオープンスペース
として使い、異なる使い方をローテーションさ
せる仕組みを検討しました。ある場所は毎日夕
方、別の場所は週末、別の場所は祭りの時期だ
け開くというように役割をローテーションさせ
れば、特定の地権者だけに負担が集中する不公
平感を抑えられます。恒久的な公園の整備だけ
ではなく、小規模で暫定的なオープンスペース
をネットワーク化し、時間とともに公共的な
オープンスペースの位置を動かす考え方です。

図4　空閑地の暫定利用とネットワーク化

運営の構図としては、次のような関係が考え
られます。まず空閑地をオープンスペースとし
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が、猛暑・酷暑になると危険を告げるべく緑が
自動的に離れていく、といったユニットの開発
もできようかと思います。技術的には十分可能
で、要はコストの問題だと思います。

現在は、横浜で開催されるGREEN×EXPO 
2027への出展に向け、暑熱対策としての日陰
創出を目的とした電動モバイルグリーンの開発
を進めています。

ただし、モバイルグリーンは単に植栽ユニッ
トを設置するだけでは成立しません。給水、電
源、代替樹木の生育管理、さらにはオペレー
ション等のあり方を一体で計画する必要があり
ます。温熱環境や人流、滞在行動等のデータを
蓄積し、配置や運用を常に更新し続けることも
重要です。ユニットそのものはもとより、その
運用の仕組みのデザインとそのバージョンアッ
プが大事なわけです。

他方、恒久的な緑が不要になるわけではあり
ません。土地に根を張る恒久的な緑や水循環を
担う場所は固定して確保し、その間をモバイル
グリーンで補う。固定と可変を適材適所に配置
していくことで、限られた都心空間の機能を高
めることが求められます。

最後に、グリーンインフラについて考えてみ
ます。国土交通省は令和8年1月に「グリーン
インフラ推進戦略2030」を策定し、グリーン
インフラを、自然の多様な機能を活用した社会
資本で、ウェルビーイング向上に貢献するもの
と定義しました。一方、EUでは、グリーンイ
ンフラを、自然・半自然的な空間による戦略的
に計画されたネットワークと定義しています。
いずれも、従来の都市インフラに新たに加えら
れるインフラとしてのグリーンインフラを意味
します。これはこれでとても大事です。

しかし、グリーンインフラは、緑や自然とい
う「モノ」だけを指す概念なのでしょうか。私
は、「みどりモノ」と「みどりカタ」を分けて
考えたいと思っています。「みどりモノ」は、
植物、木材、公園、緑地、水面など、材料や空
間としての緑です。一方、「みどりカタ」は生

2023年には東京大学総合図書館前広場で、
人が植栽をどこへ動かし、どのように滞在す
るかを観察しました。その後、GINZA SKY 
WALK、横浜のGREEN×EXPO 1000日前イ
ベント、行幸通り地下、大手町仲通りなどで社
会実験を重ねています。固定した緑ではなく、
人が植栽を動かすこと自体が、その場所への関
心や使い方を引き出します。

図6　モバイルグリーン設置の様子

2025年には電動化にも踏み込み、自動車メー
カーの協力を得て、川崎グリーンフェアで自
律・自走化の社会実験もしました。

モバイルグリーンができると何がよいか。コ
インパーキングの話に戻ります。平常時は駐車
場を囲うように置き、夕方以降や週末には場内
に出てきて人々が憩う空間になり、終われば元
に戻る。センサーを積めば自動化できます。駅
前広場でも、朝夕は脇に寄せて通りやすくし、
昼間は緑が出て滞在空間をつくれます。

これまで緑は「動かないもの」が大前提でし
た。ですから機能ごとに特化した空間が要り、
小さな公開空地に全機能を詰め込めば箱庭に
なってしまい、すべての機能が中途半端になっ
てしまう可能性もあります。動かせるなら、そ
の時々の要求に応じて配置を変えればよく、限
られた面積でも複数の役割を果たせる。駐車場
の営業と時間的に重ね合わせられるので、他の
利用との重合によるコスト削減も可能です。

さらに、やや大風呂敷ですが、たとえば光や
温度、人感センサー等を積めば、一定の気温ま
では緑が自動的に近づいてきて日陰を提供する
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たな価値に変える。これは「みどりカタ」の発
想そのものであり、持続性・回復力に富む社会
につながります。

都市も、完成形をつくって終わりではありま
せん。既存の建物や空間を使いながら手を入
れ、用途を変え、価値を高め続けることができ
ます。レトロフィットやブリコラージュといっ
た発想により、過去の痕跡を残しながら都市を
更新する。新築や全面改修だけでなく、繕うこ
とに社会的・経済的な価値を認める必要があり
ます。

以上の話をまとめると、第一に、「みどりモ
ノ」を増やすだけでなく、「みどりカタ」へ視
点を広げることです。第二に、つくるモノは暫
定的・可変的にし、状況に応じて使い方を変え
られるようにすることです。第三に、既につ
くったモノは取り壊して新しくする前に、繕
い、レトロフィットし、価値を高めることです。

これから必要なのは、「つくる」ことを中心
とした社会から、「繕い、マネージし続ける」
ことを中心とした社会への転換です。そして、
建設そのものだけでなく、運用、修繕、調整、
管理にきちんとお金が流れる仕組みをつくらな
ければなりません。名古屋の都心でも、広幅員
道路、駅前広場、駐車場、沿道空間などを時間
帯や季節に応じて使い分け、移動と滞在を支え
る緑を柔軟に組み込む余地があります。この転
換が、緑と人が交わる、より心地よい都市空間
につながると考えています。

ご静聴をどうもありがとうございました。

態系のように、発生、成長、成熟・改善、消失
が同時進行し、環境の変化に応じて柔軟に姿を
変える考え方や運用の方法を指します。暫定、
可変、改善・再利用がキーワードとなります。
これに対して、都市のインフラは一般に、設計、
建設、竣工、管理、取壊しという直線的なプロ
セスにもとづいており、こうした考え方や運用
方法を「グレーカタ」と呼ぶことにします。

一般的なグリーンインフラは、植物、木材、
公園、緑地、水面など「みどりモノ」を用いま
すが、その作られ方は「グレーカタ」にもとづ
いています。鉄やコンクリート、アスファルト、
ビル、道路といった「グレーモノ」を「みどり
モノ」に置き換えたインフラと言えるでしょう。
しかし、ビルや道路といった「グレーモノ」を、
暫定、可変、改善・再利用をキーワードに、「み
どりカタ」によって形成することもできるので
はないでしょうか。

図7　グレーカタとみどりカタ

この考え方を象徴するものとして、私は金継
ぎがあると思います。割れた器を現代的に修理
するなら、できるだけ割れ目が見えないように
接着し、割れる前の姿に戻すことを目標にする
でしょう。金継ぎは逆です。割れた部分を漆で
つなぎ、金粉を施し、傷をあえて目立たせます。
その結果、割れる前よりもかえって価値が高く
なることがあります。ものの価値を高める繕い
であり、しかも浪費や過飾を伴いません。繕い
は貧相ではなく、粋なのです。傷を隠して元に
近づけるのではなく、変化の履歴を生かして新 図8　会場の様子
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1　はじめに
私、実はこのライトラインには平成13年に

関わったのが皮切りで、約10年間担当者とし
て、そのあと開業、今に至るまでプロジェクト
マネージャーとして関わりを持たせていただき
ました。

その中で私の経験談を中心にお話をさせてい
ただこうかなと思いますのでよろしくお願いい
たします。

2　宇都宮の紹介
中京圏の方にはなじみが薄いかと思います

が、宇都宮市は東京より北100キロを新幹線で
50分ぐらい、栃木県の中央部に位置していま
す。世界的な観光地の日光、そして那須などの
表玄関として、人口は約51万人、北関東最大
の都市という位置付けになっています。

戦後、自動車の時代になりますと、地方都市
でも珍しい環状道路を外側に持つ自動車の使い
やすい街に変貌を遂げました。

今から40年前、中心部の東側に、従業人口
約4万人と言われます、内陸型では国内最大級
の清原工業団地、さらにはホンダの研究施設が
立地します芳賀工業団地が立地したことによっ
て、30年くらい前から、鬼怒川を挟んで非常
に交通渋滞が激しく、社会問題になりました。
やはり大きな橋、大きな川があるところについ
ては、橋にどうしても、交通が集中して、渋滞
が市民生活にかなり影響を及ぼすと思われます

（図1）。
このときに、車だけに頼るのはどうなのかと

いう考え方がありましたので、実は、新しい軌
道系の交通システムをいろいろ検討した記録が
残っています。検討したものは、LRTとは違っ
ていて、モノレールとか、あとは東京の新交通
システム、ゆりかもめのようなものを検討した
というふうになっています。

その後、軌道系システムの中でヨーロッパで
も注目されてるLRTに注目をさせていただき
まして、様々な検討をした結果、輸送力効率性
とか、建設コストが一番宇都宮の都市規模に適
しているのではないかというところで、市民
に対してこれを説明しようという取り組みが
始まりました。そのあと、2008（平成20）年、
LRTは単なる渋滞解消のためではなくて、宇
都宮市の第5次総合計画において、ネットワー
ク型コンパクトシティーを位置付け、拠点間を
結ぶ公共交通として、まちづくりに関する基幹
的な役割を果たすものとして位置付けました。

図1　ライトライン事業のあゆみ（約30年前～）

令和 7年度第 2回まちづくりセミナー

芳賀・宇都宮 LRT　 
ライトライン誕生までの軌跡
講師：宇都宮市建設部　部長　矢野　公久
日時：2026 年 1月 8日（木）14：30～ 16：30
場所：名古屋都市センター　11階ホール
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を重ねた結果、工事期間にすべての用地を任意
で買収できました。収用という形で反対者がい
て、絶対土地を譲らないぞということで無理や
りその土地を取り上げてきたっていうことは全
くありませんでした。これは本当に私どもが誇
れることかなと。私は平成27年から整備室長
になったわけなんですが、詳細設計を行いなが
ら、必要な協議とか手続きを進め、そして運営
会社の設立、住民説明、用地交渉、工事の現場
の立ち会い、山登りに例えると毎日がずっと断
崖絶壁を上り続けてきたかな、そんなふうに
思っています。

周辺交通への影響についての配慮も必要でし
た。ライトラインの導入によって、車線数を一
部区間では4車線から3車線へ減らしています。
自動車1台1台を再現するミクロ交通シミュレー
ションっていうものを使って、渋滞が悪化する
交差点については、付加車線の追加や延長など
の交差点改良、そして交通信号の時間調整など
によって、円滑な交通を確保しました。

特に新4号国道が交差する平出交差点につい
ては、限られたスペースで交差点改良が困難で
あったことから、当初考えられたルートから
大幅な変更を行いました。新4号国道が交差す
る平出交差点のルートは、図のように3つ、A
案B案、C案で検討を進めました。C案につい
ては一定の交通量を処理できるということにな
りましたので、C案を採用することにしました

（図2）。

図2　交通円滑化とルート変更（平出交差点）

しかし、少し問題が出てしまいました。実

3　夢の計画を実現せよ
ゼロから計画を作る、計画を具体化する、線

であったものを立体化することは、私と同じ土
木とかの技術職の方もいらっしゃると思います
が、非常に大変なことだということは理解して
いただけるかなと思います。

私を含めて市の職員は、実は道路とか河川、
そして区画整理は日常的に取り組んでいる事業
でありましたけれども、鉄軌道を整備するこ
と、これはまさに初めてで、本当にゼロからの
スタートでした。

平成27年の11月に現在の運行会社でありま
す、宇都宮ライトレール株式会社を立ち上げま
して、軌道法と都市計画法の手続きを進め、平
成30年3月に軌道の工事が行える工事施行認可
と、土地の取得を行える都市計画事業認可を取
得しまして、用地取得や工事に着手しました。
平成26年から平成29年までの4年間、国、栃
木県、栃木県警との協議は記録が残っているだ
けで364回、その他、地下埋設物などの事業者
やコンサルタントの打ち合わせを含めると、お
そらく1,000回を超えていたかと思います。さ
らには、この後、実際の工事に入っていくわけ
なんですが、当然その工事で数多くの打合せを
して進めて参りました。市の職員も非常に大変
だったと思いますが、この事業にご理解ご協力
いただいた関係者の方々には、本当に今、感謝
しかないと思っています。

また、実工期5年で14.6キロ、我々の世界では、
5年で14.6キロ道路作るって非常に大変だとい
うことはわかっていただけるかと思いますが、
電車の線路を引いて、そして大きな橋もかけ
て、ゼロから作った、それを5年でできた、そ
ういう実績なんですね。それはどうしてできた
のかなと今振り返りますと、今お話をしました
数多くの協議・調整を当初からやったっていう
ことが実現できた1つのポイントになるんじゃ
ないかなと思っています。

さらには400人もの地権者の方々と日々交渉
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担当としては、よかったな、嬉しいなっていう
ふうに思ってまして。市長も同じ思いで、実は
この寄せ書きは今でも宇都宮市役所の市長室の
前に飾られています（図3）。

図3　開業後、平石中央小学校から

4　3年で鬼怒川に橋をかけよ
鬼怒川は、関東平野の東部を北から南に流れ

て利根川と合流する1級河川で、約700メート
ルから1,000メートルくらいの河川幅を有して
います。そのような大規模な河川に3年で橋を
かけるとなると非常に大きな事業であって、実
は鬼怒川に宇都宮市は一本も橋をこれまでかけ
ていませんでした。そんな橋もかけたこともな
いような人たちが、3年でこの橋をかけるって
いうのは無謀な挑戦じゃないかっていろんなと
ころから、陰口を言われてきました。

鬼怒川橋梁の概要です。形式は9径間連続
PC箱桁橋、延長は約643メートルで、東京ス
カイツリーを横に倒したのと大体同じくらいの
延長を持っています。基礎構造は、ニューマ
チックケーソン基礎を河川内に8基設置しまし
た。当初の開業予定であった令和4年3月の開
業を目指すために、軌道法の工事施行認可取得
後、3渇水期で鬼怒川に橋梁をかける必要があ
りました。まず第1渇水期は6基の橋脚を河川
内に施工しました。第2渇水期は澪筋（平常時
に水が流れている水みち）、川の流れを変えて
残り2基の橋脚と上部工の一部を施工しました。
第3渇水期は残りの上部工を施工して完成を迎
えました（図4）。

はC案を採用した結果、電車が小学校の近くを
通過するのは非常に危険じゃないかと。電車が
高速で通過して車と衝突した場合、車両が小学
校に突っ込んできちゃうんじゃないかとか、振
動や騒音が児童の学習環境に悪影響を及ぼすん
じゃないか。そんなことを言われて、LRTは
やめろっていう話が実はちょっと盛り上がって
しまいました。そのようなことになりましたの
で、私達は学校関係者だけではなくて地域の
方々の理解を得るために、市長自ら参加する説
明会を7回実施した他、平日休日、昼夜を問わ
ず何度も説明会、そして意見交換会を実施しま
した。また、学校関係者とか、地域の方々と本
当にひざを交えて何回も何回もお話しました。
そして、様々な不安や疑問に1つ1つ丁寧に寄
り添った答えをさせていただきました。そうし
ますと、やはり人と人、お話を何回も繰り返す
と、理解とか信頼関係が生まれてきますよね。
それを積み重ねた結果、学校の関係者と安全対
策協議会を設立し、導入前、導入後も、より安
全にしよう、そんなような取り組みをするよう
になりまして、約3年かけてですね、様々な問
題・課題を話し合いながら、協力をいただいて
開業にこぎつけることができました。

そしてうれしいこともあるんです、開業の半
年後平石中央小学校でライトライン感謝の会が
開かれました。あれだけ反対していた小学校が
感謝の会を開いてくれたんですね。

平石中央小学校はもともと小規模校で、実は
児童数が少なくて宇都宮市でも珍しい、複式学
級（2つ以上の学年の児童、生徒を1つのクラ
スに編成する学級）の小学校だったんです。と
ころが、ライトラインの開業に合わせて通学の
弾力化を行い、ライトラインを使えばどこから
でも通って良いですよというような形にしまし
た。そうしたところ、複式学級が解消されると
いう効果が出ました。このため、児童の代表者
から市長に対していろいろな場所に出かけられ
るようになって友達がたくさん増えた、といっ
たメッセージが伝えられました。本当、私たち
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いうふうにも呼ばれておりまして、年間の発雷
日数が26.5日、これ日本で一番多いそうです。
そのためですね、雷にまつわるお話が非常に多
くて、実は雷が落ちた田んぼは豊作になると
か、宇都宮には雷電神社といって雷をお祭りす
る、全国的にも珍しい神社があります。雷は宇
都宮地域にとって恵みをもたらしてくれるもの
ということでデザインコンセプトとして考えさ
せていただいたものです（図5）。

図5　トータルデザインの採用

実はデザインは車両の中でも考えられており
まして、ロールカーテンには、宇都宮の昔から
使われている伝統工芸の1つである宮染の模様
を使っています。また、椅子もシンボルカラー
の黒と黄色を上手く配色させていただいたり、
座席の床には大谷石の模様をプリントして使わ
せていただきました（図6）。

図6　イメージを現実に

さらには、車両のデザインについては、デザ
インコンセプトを3つ考えた上で、市民を中心
にアンケートをとって採用しました。そして、
愛称についても今ライトラインって皆さんに呼

図4　鬼怒川橋梁ができるまで

5　新たなまちのシンボルとなる
ような車両を走らせよ

車両のデザインについては、この事業をずっ
と先頭になって引っ張ってきた佐藤宇都宮市長
がこのような話をされていました。「とにかく
車両は誰が見てもかっこいいものにして欲し
い。車両をカッコ良くすれば乗る人たちの服
装、そしてまちなみもそれに合わせて洗練され
ていくんだ」と。これは、市長が麻生元総理に
教えていただいた言葉だと言っていました。元
総理の地元の飯塚線に新型車が走ったときに作
業着で電車に乗る人がいなくなったんだと、そ
して、まちの雰囲気が大きく変わった。だから、
車両は絶対かっこいいものにしてくれとそう言
われました。30年先に宇都宮にあったとして
も不釣り合いにならないように、そういうこと
を意識してくれと言われました。

そのためライトラインは、宇都宮市の目指す
未来を担う公共交通システムとしてまちの顔に
なる、末永く親しんでもらえるように車両や各
施設、サインなどに関連するデザインについて
は、1つのコンセプトに基づいて統一感のある
デザインとするトータルデザインの手法を用い
ました。そして、デザインコンセプトを「雷都
を未来へ」とし、雷をモチーフにしました。よ
く鉄道会社の方々に言われるんですよね。電車
にとって雷って天敵じゃないですか。そんな天
敵を何でデザインコンセプトに入れるんですか
と。これ実は宇都宮は、雷の都と書いて雷都と
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で持ってきた、そんなようなエピソードがあり
ます。よく矢野さんこの事業に長く関わってま
すよね、一番うれしかったことなんですかって
いうふうに聞かれます。私は車両が来たときが
一番うれしかったですよとお答えしています。
それは、この車両を新潟の工場で見たときは、
かっこいいなって確かに思いました。自分でデ
ザインしてきたものが現実になってきたなと思
いました。でもそれが、まだ車両基地が完成し
ていませんでしたけれども、その車両基地に、
宇都宮に来たんですよね。宇都宮にこの車両が
来た、いよいよこの車両が走る、そんなふうに
思ったらずっと長く関わってきた私は泣かずに
はいられなかったですね。

6　駅東の街開きまでに軌道を 
完成させよ

ライトラインは、平成30年3月の認可取得以
降、全線の工事完了は令和5年の3月でありま
した。ただし、国鉄車両基地の後の再開発事業
である宇都宮駅東側の駅広場の整備のまちびら
きが令和4年の11月に決まっていて、そのまち
びらきのシンボルにライトラインの車両を持っ
ていって花を添えるということが次の我々の命
題になりました。そのため、宇都宮の駅東口か
ら車両基地がある平石までの区間は、用地買収
開始から4年である令和4年の10月中に完成さ
せて、電気を通電するための国の検査を受ける
必要がございました。

いよいよこちらはですね、令和4年の11月
11日、初めて市街地にライトラインが来た様
子です（図8）。向かって左側の写真は、職員が、
この電車の前後左右について、一緒に歩きなが
ら、最初の試運転をしました。そして、この画
面でもお分かりのように、交差点ごと、停留所
ごと、本当にたくさんの人たちが、これを見に
来てくれました。たくさんの人から早く開業さ
せて欲しい、頑張って欲しいってそんなありが
たいメッセージをたくさんいただきました。私

んでいただいていますが、このライトラインと
いう名前も市民の皆さんに最終的に選んでいた
だきました。やはり市民参加っていうことで、
こういったことを1つ1つ重ねることによって、
マイレール意識の醸成っていうものができるの
ではないかと思われます。

また、施設全体が愛される施設とするため
に、地域の人たちが支えていただくことが非常
に重要です。そのため、市民、町民、企業の参
画の取り組みを実施しました。

特に停留所の名称は、地域にアンケートを
とって、地域の皆さんに決めていただき、また、
停留所の壁面の個性化、これ19電停あるんで
すが、全部これ1つ1つ違います（図7）。これ
1つ1つは、壁面デザインワークショップって
いうのを地域の方でやっていただいて、その地
域の方々にこんなふうなことを表現したいとい
うことで決めていただいて実施しています。

図7　愛される施設とするために

こういうことをすることによって、マイレー
ル意識、私たちの交通だ、私たちが利用するん
だって意識を非常に高める取り組みを建設のと
きからさせていただきました。最終的にデザイ
ンですが、コンセプトを決めたので、非常に車
両を引き立てる形で、それぞれの施設がうまく
マッチしてると全国的には評価をされてるとい
うふうにお聞きしています。

次に、ライトラインが新潟の工場から初めて
納車されたときのお話しです。これは特殊車両
になるので高速道路に乗れないんですね。です
から新潟から郡山経由でずっと下道で宇都宮ま
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ていた車両部会の専門家の先生に、すぐお電話
をさせていただいて、事情を説明させていただ
いたところ、もうすぐ現場に行くよ、現場検証し
ようと言ってくれて、脱線から3日後に現地調査
を行っていただきました。結果的に脱線の原因
の究明とまではいきませんでしたが、車両や軌
道に明らかな不具合はなく、試運転自体は、各
種データを集めるために継続しなさいというよ
うなお話をいただきまして、継続させていただ
き、その結果、まちびらきの日の早朝に何とか
宇都宮駅東口の停留所に無事車両を届けること
ができました。これがその時のまちびらきの写
真ですね（図10）。これちょっとまだ車両にたく
さん人が集まってるってところが見えないんで
すけれども、実はこれもう本当に、順番待ちが
非常に激しいぐらい、この車両に乗ってみたいっ
ていう人がたくさんいらっしゃいまして、脱線し
たっていうことに対して、頑張ってください期待
しています、早く開業させてください、そんな
メッセージをたくさんいただきまして、職員一同
本当によかったなという思い出が今あります。

図10　駅東口「まちびらき」の様子

7　成功のポイント
成功のポイントがいくつかあるうちの1つな

んですが、ワンチームで取り組めたこと。
この事業に関しては、市役所だけでも延べで

約500人の職員が関わった一大プロジェクトです。
長くて私のように20年以上、短い職員だと

1年未満という職員もいました。しかしその職
員一人一人が、用地交渉、市民説明、反対派へ

としてはですね、この駅東のこのホームに電車
が入線したっていうことで、非常にほっとし
たっていうことが思い出されます。

図8　入線時の沿道の様子

でもいいことってなかなか続かないんですよ
ね。安堵していたのもつかの間、起きてはなら
ない脱線事故が起こってしまいました。それも
試運転の2日目にです。駅東のロータリーの中の
分岐器、ポイントの確認のために繰り返しそこ
を走行していました。通常の走行では走行しな
い緊急走行を、電車に不都合があってそちらを
走らせなければならないということも想定して
試験はしてるわけなんですが、その試験の中で
脱線事故が起こってしまいました。けが人がい
なかったのが本当に不幸中の幸いでした（図9）。

図9　脱線事故の発生

しかし、目標としていたまちびらきの車両展
示ができないどころか、令和5年8月には開業
させるというふうに言っていたこともできない
んじゃないかという本当にピンチに追い込まれ
てしまったような状況になりました。

脱線の翌日、車両を選定するために立ち上げ
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歩みは、1歩が10年、もしかするとそれ以上か
かったかもしれません。でも、私が少なくとも
関わった20年以上、そこで1つ1ついろんな議
論を積み重ねさせていただきました。そして、
反対賛成も含めて、宇都宮地域には何が交通に
適しているのか、宇都宮地域では何がまちおこ
し・まちづくりとしてできるのか、そんなこと
を考えて考えて議論をした結果、ライトライン
という答えが出てきたのではないかなと思って
います。本当にその積み重ねがあったからこそ
今、たくさんの人が評価してくれて、いいもの
ができたねと言ってくれるんだと思っています。

私がこういうお話しをさせていただいている
のは、実は今年度に入って4、5ヶ所目ぐらい
なんですが、依頼があった講演は断るな、全部
受けろと市長に言われています。これはなぜ
か。我々のノウハウをすべて、これから頑張り
たいっていう都市に提供しなさい、そして私た
ちがやったことで仲間を増やし、そして日本全
国でそれを広げていきなさい、そんな思いを市
長からいただいています。ですから、今日も喜
んで、名古屋の方まで来させていただきました。

長時間にわたって最後私の思いを少し言い過
ぎてしまったかなっていう部分もあるんですが、
矢野さんにとってこの事業は何ですか、という
ことをよく言われますが、私が公務員になると
きに地図に残す仕事をしたいなと思ってこの仕
事に就いたんですが、最後にこういうような仕
事ができて私の公務員人生は非常に幸せだった
なと思ったことをですね、最後に言わせていた
だきます。ご清聴ありがとうございました。

の対応、表に出てこない役割もたくさんありま
す。本当に日陰の役割を、それしかしてこな
かった職員もたくさんいます。そういった職員
が適切に役割を果たして積み上げたからこそ、
できた事業だと私は思っています。特に鉄軌道
の知識のない素人集団であった我々でありまし
たが、計画をゼロから具体化して、工事現場に
立ち会い、一体的に取り組むことで、多くの
ことが学べたと思います。人材を1から育てな
がら事業を進めてきた結果、事業終盤に起こっ
た、脱線という絶体絶命のピンチに全く動じる
ことなく、短期間で対応できたのはこの取り組
みがあったからだと私は思っています。本当に
このプロジェクトを通じて、将来の宇都宮市を
担ってくれる職員がたくさん育ってくれたと私
は思っております。本当にたくさんの人が、こ
のゼロからLRTを作る、全線新設というその
夢の実現に向けてワンチームになって取り組み
ができたこと、それがこのプロジェクトの成功
の秘訣ではないかなと思っています。

この写真は私が芳賀・高根沢工業団地ってい
う終点の停留所があって、そこにベンチドネー
ション、市民とかにお金を出していただいてベ
ンチを寄付してそこに好きな言葉と名前を刻み
ましょうっていうことをさせていただいたんで
すが、そこの一角を私買わせていただきまし
て、この言葉を刻ませていただきました。それ
は、今お話した通りの気持ちを素直に表させて
いただいたものです（図11）。

図11　ベンチドネーション

この事業に関しては本当にたくさんの方にア
ドバイスをいただきまして、それを1歩1歩、 図12　講演会の様子
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1　はじめに
1年半くらい前に出版した「〈迂回する経済〉

の都市論」という本に関連してお呼びいただき
ました。〈迂回する経済〉とは、経済を否定す
る考え方ではありません。短期的な利益だけを
直線的に追うのではなく、公共空間や地域の活
動を育てることが、長期的には企業や地域の持
続性につながるという見方です。

これまで、宮城県加美町での自治体・住民・
大学によるまちづくり、民間企業との都市開発
の実践、大学キャンパスづくりなどを通じて、
この考え方を検討してきました。加美町では住
民へのオーラルヒストリーを起点に、行政・住
民・大学が互いを知り、まちへの関心を高める
関係づくりから進めて、自治体のコミュニティ
プランや拠点設計などを行いました。民間企業
との実践では、企業活動を地域の公共性とどう
接続するかが大きなテーマとなりました。

2　〈迂回する経済〉 という 
アプローチ

近代都市計画は、産業革命後の劣悪な都市環
境を行政が制御することから始まりました。民
間は自己利益を追求し、公共性や公益性は行政
が担保するという役割分担です。しかし20世
紀末以降、財政がひっ迫すると、民間にも都市
整備を担ってもらう必要が高まりました。その
際の代表的な手法が容積緩和であり、民間には
利益の拡大、自治体には税金を使わずに都市を

誘導できるという利点がありました。
一方で、容積を緩和すれば人やテナントが入

るという時代ではなくなっています。かつては
公開空地が容積緩和の「アリバイ」として整備
され、細長く使いにくい空間や、誰のためかわ
からない低質なオープンスペースも生まれまし
た。そうした中、コロナ禍を通じて注目された
のが「パブリックライフ」です。

コロナ禍に郊外の屋外空間を調査すると、幹
線道路沿いには人が少ない一方、一本入った
街路や十字路、T字路には人が滞留していまし
た。都心の繁華街でも、人出が大きく減った中
でなお人が集まる「水たまり」のような場所が
見えました。秋葉原の調査では、普段目立たな
い場所に人が集まり、そこに行けば何となく仲
間に会えるという精神的な支えがあることもわ
かりました。

ここから、建物の中だけでなく、路上や公園、
広場などの屋外空間が重要だという認識が生ま
れます。私はこれを〈第四の場所〉と呼んでい
ます（図1）。レイ・オルデンバーグのいう〈第
三の場所〉は、自宅や職場・学校とは別に、人
がくつろぎ、上下関係を離れて交わり、公論を

吉江　俊
よしえ　しゅん

東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻講師。早稲田
大学創造理工学部建築学科・同大学院創造理工学研究科
修了。博士（工学）。早稲田大学にて2015年から10年間、
空間言論ゼミを主宰した。2025年より現職。著書に『住
宅をめぐる〈欲望〉の都市論』（春風社、2023年）、『〈迂
回する経済〉の都市論』（学芸出版社、2024年）など。

まちづくりセミナー令和 7年度第 3回まちづくりセミナー

パブリックライフと経済性を縫合する
都市再生
講師：東京大学大学院工学系研究科　講師　吉江　俊
日時：2026 年 2月 6日（金）14：30～ 16：30
場所：名古屋都市センター　11階ホール
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間フェンスが設置され、人が集まれない状態に
なりました。その間、フェンスには南京錠がか
けられ、メッセージも書かれるようになりまし
た。そこに切実な思いがあるのではないかと考
え、調査を始めました。

以前から、早稲田の周辺で学生がどのような
活動をしているのかを調べていました。すると、

「くまのみ」や「馬場歩き」といった、名前の付
いた活動があることが分かりました。「馬場歩
き」は高田馬場の商店街を練り歩く活動で、ス
トロングゼロを飲みながら歩き続けることは

「クエスト」と呼ばれていました。こうした細
かな名前付きの行動から、私は「コモン・ボキャ
ブラリー」が重要だと考えるようになりました。

言葉があることで、人を誘うことができま
す。言葉がなければ、なぜそれをするのかが伝
わりません。大学のあるまちは、学生が4年で
卒業するため新陳代謝が早い場所です。その中
で、早稲田の大学街の文化がどのように受け継
がれているのかに関心がありました。その一つ
の答えが、名前付きの行動の存在でした。

高田馬場のロータリーは、早稲田の学生にとっ
て集まるための象徴的な場所でした。そこがフェ
ンスで囲われ、南京錠が付けられたことには、
何らかの感情が表れていたのだと思います。シ
ビックプライドや場所愛着、センス・オブ・プレ
イスを具体的に探るうえで、コモン・ボキャブラ
リーは有効な手がかりになると考えています。
「多様な人がともに暮らしていることを、風

景を通して私たちに伝える」事例として、シド
ニーを紹介します。シドニー大学との共同研究
の関係で、私は７年間、現地を訪れています。
シドニーでは人口の約半分がアジア系で、パラ
マッタでは6割ほどがアジア系です。外では英
語で会話していても、家庭やコミュニティの中
では母国語が使われている状況があります。

シドニーには豊かなオープンスペースがあり
ます。背景の異なる人たちが同じ場所で過ご
し、子どもたちが平和に遊んでいる。その風景
は、「違う人同士でも何とか一緒に暮らしてい

生み出すカフェやバーなどの室内空間でした。
そこでは、上司と部下といった関係がいったん
水平化され、日常の会話から交友や公共的な議
論が生まれます。まちの豊かさは、こうした居
場所がどれだけあるかによっても測られます。
コロナ禍ではそうした室内の居場所にも入れな
くなり、代わって屋外の路上や公園、小さな
オープンスペースが人びとの集う場として浮か
び上がりました。

図1　「第四の場所」の浮上

この変化は、ゲシュタルト心理学の〈図〉と
〈地〉の反転にもたとえられます（図2）。これ
まで建物が「図」で、屋外空間は背景としての

「地」でした。しかし見方が変わると、建物が
背景となり、屋外空間が「図」として現れます。
もともと存在していた空間の価値が、コロナ禍
によって前景化したのです。

図2　「図」と「地」の反転

早稲田大学の最寄りである高田馬場駅前には
ロータリーがあり、学生が寝転がったり、酔い
つぶれた人がいたりする、カオスな空間でし
た。ところがコロナ禍の際に、そこに約9か月
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を整えます（図3）。ゆとりある共用空間をつ
くり、周辺地域の活動を支え、買い物だけでな
くくつろぎを誘発します。その結果、滞在時間
が延び、企業や地域のイメージが高まり、来訪
者が増え、長期的な経済活動につながります。
住宅広告が住宅そのものより周辺環境を語るよ
うに、人は家を通じてまちを買っています。家
の周りが魅力を失えば、住宅そのものの価値も
下がります。オフィスやホテルも同様で、働く
場・泊まる場の価値は、周辺環境の豊かさを前
提として成立しています。したがって「地」を
整えることは、公共のためだけでなく、民間事
業の持続性を守る投資でもあります。

図3　〈迂回する経済〉のアプローチ

直進を否定してすべて迂回にすべきだとは考
えていません。短期的利益を生む〈直進する経
済〉と、地域を育てる〈迂回する経済〉の両立
こそが重要です。オープンスペースが「アリバ
イ」ではなく、自分たちの利益を支える環境に
なるとき、公共性は外から押し付けられる条件
ではなく、事業の内側に組み込まれた価値にな
ります。そこでは、都市計画の「本音」と「建
前」は縫合されます。そのためには、全国どこ
でも同じ発想ではなく、地域に根差した主体が
関わることが欠かせません。

3　〈迂回する経済〉 を都市に実装
する

〈迂回する経済〉を都市に実装する事例は、
都心部の開発の変化から見ることができます。

ける」という安心感を与えてくれます。私自身
も、シドニーで多くの人が不完全な英語を使っ
ているのを見て、英語を話すことへのハードル
が下がりました。

都市には、互いに異なる人が多く暮らしてい
ます。そこで重要なのは、その人たちが同じ都
市に暮らしていることを安心して信頼できるか
どうかです。経済も信頼を前提に成り立ってい
ますが、都市生活も同じです。電車で隣に座る
人が突然危害を加えてこないと信じられるか
ら、私たちは日常を送ることができます。だか
らこそ、多様な人がパブリックライフを共有で
きるパブリックスペースが、都市の基礎的な価
値になります。

また、パブリックスペースは賑わいだけでな
く、「ひとり」でいることも受け入れる空間であ
るべきです。イベントのようなハレの場だけで
なく、日常のケの状態も包み込む必要がありま
す。私も「賑わい」という言葉には少し懐疑的で、
すべての場所が賑わう必要はないと考えていま
す。福岡の警固公園では、多くの人がいながら
互いに干渉せず、それぞれが自然に過ごしてい
ました。これも一つの公園の姿だと思います。

さらに、パブリックスペースはまちのアイデ
ンティティにもなります。グラングリーン大阪
は、もともと鉄道用地だった場所の半分を公園
にし、しかも公園を中央に配置することで、開
発の主役にしました。周辺のオフィスにとって
も、公園があること自体が大きな魅力になって
います。都市開発においても、パブリックス
ペースの価値が改めて注目されていることが分
かります。

では、こうしたパブリックスペースを経済と
どう結びつけるのでしょうか。〈直進する経済〉
は、利益の上がる床を最大化し、短期間で賃料
や販売益を回収する考え方です。分譲マンショ
ンやオフィスを竣工時に売り切る、いわば「売
り逃げ」「建て逃げ」に近い発想で、共用空間
や周辺環境は削られやすくなります。

これに対し、〈迂回する経済〉は、開発の「地」
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活動が小田急の沿線価値を高める関係が生まれ
ています。高齢者が管理しきれなくなった樹木
を若い人に託す「古樹屋」のように、地域のア
イデアが沿線空間を使って具体化する循環も生
まれています。

下北線路街では、家賃設定も都市の風景を左
右しています（図5）。飲食店の家賃を相場より
抑えることで、チェーン店ではなく個別の店舗
が入りやすくしました。建物はローコストで小
さくなり、席は自然と外へにじみ出ます。外部
アクティビティは単なる演出ではなく、家賃を
高くし過ぎないという経済的判断から生まれて
います。若い人向けの賃貸住宅「SHIMOKITA 
COLLEGE」も、まちで新しい取組を始める人
が育ち、一定期間で入れ替わる仕組みを持って
います。各階にはテーマの異なるラウンジがあ
り、ランドリールームや屋上キッチンなどの共
用部を通じて、横だけでなく縦のつながりも生
まれるよう設計されています。

図5　下北沢の事例

〈迂回する経済〉が有効になる条件は三通り
あります。第一に、都心部で余力のある大企業
がCSRや企業イメージ向上のために行う場合
です。第二に、郊外や周辺部で〈直進する経済〉
が成立しにくく、やむを得ず地域の活動を組み
込む場合です。第三に、都心・地方を問わず、
地元に根差した企業が地域全体の環境を整える
場合です。特に鉄道会社のようにエリアから逃
れられない主体は、まちの衰退が自社の持続性
に直結するため、〈迂回する経済〉を実践しや
すいといえます。

ここでは、L・M・Sの三つのスケールで説明
します（図4）。

図4　都心部の開発の変化（L・M・S）

Lサイズはグラングリーン大阪です。鉄道用
地だった場所の半分を公園にするという大胆な
判断を大阪市が行い、公園を端に寄せるのでは
なく、まちの中心に置きました。オフィスに
とっても、公園があること自体が魅力となって
います。芝生広場には池に向かって緩やかな勾
配がつけられ、人が自然と池の方向を向いて座
ります。強制ではなく、空間のつくりによって
行動を促す「アフォーダンス」の事例です。

Mサイズは立川GREEN SPRINGSです。事
業主体の立飛ホールディングスは、立川市内に
大きな土地を持つ企業であり、立川全体のイ
メージを良くすることが自社の価値にもつなが
ると考えました。多様な樹種を用いた緑や水辺
を整え、容積率を最大限使わず、ゆとりある空
間を実現しています。本来使える容積をあえて
使い切らない判断は、短期的には効率が悪く見
えます。しかし、立川のイメージや来訪の理由
をつくることで、長期的には企業と地域双方の
価値を高めます。

Sサイズは下北線路街の空き地です。小田急
が所有する暫定利用地をフェンスで閉じず、広
場のように開きました。住民からはラジオ体操
の活動が生まれ、毎朝集まる人たちに鍵を預け
ることで、地元の自治によって管理される空間
になりました。キッチンカーやイベント、映画
上映から得た収益は運営費に回されています。
園芸スペースは「下北園芸部」が担い、地元の



82

Urban・Advance No.86 2026.09

図6　まちづくり相談処兼カフェの事例

一つの事例だけでまちは変わりません。しか
し、蔵や古い建物のリノベーション、住宅以外
の機能の導入を少しずつ重ねることで、まちの
印象は変わります。これは「コレクティブイン
パクト」と呼ばれる考え方であり、小さな実践
の集合がエリアの価値を育てます。北本の住宅
地では、収穫できる野菜や果物を住宅地内外に
植える「エディブルスケープ」により、住民だ
けで閉じず、収穫祭などを通じて外部とも関わ
る仕組みが試みられています。

5　まちの〈オーセンティシティ〉
を考える

最後に、まちのオーセンティシティ、すなわ
ち「由緒ある体験」の重要性について考えます。

シドニーの再開発ビル「ワンセントラルパー
ク」は、完成当初は賑わっていましたが、数年
で人が少なくなりました。一方、その足もとの

「スパイスアレイ」には多様なアジア料理店が
集まり、路地のような場所に活気があります。
超高層ビルよりも、足もとの路地的な空間に人
が集まることは、場所性や由緒が都市の価値を
左右することを示しています。

オーセンティシティは商業戦略にも深く関わ
ります。商業の基本は差異化であり、地域の歴
史的建物やエリアの記憶、会社の創業ヒスト
リーは他者が簡単にまねできません。スター
バックスがシアトルで自らの原点を大切にし、
公園や住宅地に関わる動きも、その一例です。

4　埼玉県越谷市の事例
埼玉県越谷市における、地域密着型のハウス

メーカーであるポラスグループとの共同研究を
紹介します。ポラスは全国展開ではなく、越谷
を中心に事業を行う企業です。越谷市そのもの
が良くなれば、人が移り住み、結果として自社
にも声がかかるという考えがありました。

越谷は日光街道の宿場町「越谷宿」として古
い建物が残る地域です。これまでなら、古い建
物がある土地は建物を壊し、新しい住宅を建て
るのが一般的でした。しかしそれでは、歴史と
いう地域の差異化の源を自ら失うことになりま
す。そこで、古い建物を再生し、住宅以外の価
値を郊外に増やしていく取組が始まりました。
「はかり屋」では、細長い敷地に連続する建

物や庭、縁側を生かし、フレンチレストランな
どが入居しました。都心の一等地で狭い店舗を
構えるより、少し離れた宿場町の古い建物を生
かして商売をする方がおもしろいと考える事業
者の受け皿にもなっています。郊外のまちに
も、友人を連れて行ける店や、立ち寄れる場所
があることは、まちの豊かさを支えます。農作
物の販売やレンタルスペースなど、地域の人が
活動できる場所もつくられました。

象徴的なのが、蔵を再生した「まちづくり相
談処兼カフェ」の事例です（図6）。ポラスは
蔵と周辺敷地を取得し、本来なら5棟の住宅を
建てられるところを、蔵を曳家して残し、カ
フェとして開き、周囲に4棟の住宅を建てまし
た。普通に5棟建てるよりも住宅のグレードを
高めて販売でき、結果的に利益も確保できたと
いいます。併せて、建物の由来を示す看板を設
け、住宅相談の機能も持たせたことで、単なる
保存ではなく、地域に開かれた居場所として活
用されました。企業にとっては利益が生まれ、
地域にとっては歴史的建物が残り、開かれた居
場所も生まれました。
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ん。企業の利益を示す矢印と、社会的利益を示
す小さな矢印の総和が重なり合うとき、複数の
開発が互いに関係し、まち全体に互恵の関係が
生まれます。自治体は全体を見渡せる一方、民
間は自分の土地からしか考えにくいという制約
があります。その中で、敷地内だけで完結しな
いパブリックスペースをどう実現するかが問わ
れます。教会や宮殿、広場の内部までも人が行
き来できる白い空間として描いたバロック期の
ローマの地図（ジョバンニ・ノリの地図）が示
すように、パブリックスペースは単なる空き地
ではなく、都市全体に編み込まれたネットワー
クです（図8）。人が自由に行き来できる空間
が織物のレースのようにつながる都市を目指
し、〈直進する経済〉と〈迂回する経済〉を重
ね合わせていくことが、これからの都市再生の
課題です。

図8　バロック期のローマの地図

図9　会場の様子

地域の個性や場所性を読み込むことは、巨大開
発やチェーン店にとっても避けられない課題に
なっています。渋谷ストリームが暗渠化されて
いた渋谷川を表に出したように、都市の歴史や
地形を再び可視化することも、オーセンティシ
ティを生み出す方法です（図7）。

図7　オーセンティシティについて

上海の「上生新所創意園区」では、リノベー
ションされた建物と豊かな屋外空間が組み合わ
され、民間企業が屋外を使いこなす空間を実現
しています。東京の蔵前では、工場を改修した
カフェや文房具店など、小さな居場所がボトム
アップに集まることで、エリア全体の魅力が形
成されています。2000年前後には「距離の死」
が語られましたが、実際には距離は死なず、地
理や場所性はむしろ顕在化しました。

名古屋には、もともとパブリックライフもパ
ブリックスペースもありました。久屋大通など
近年整備が進む空間も含め、名古屋周辺では屋
外の公共空間が都市の魅力を支える基盤になっ
ています。都市計画家・石川栄耀は、盛り場を
重視した人物です。昼の都市では人は役割に分
けられ、全体を見渡しにくくなります。一方、
夜の都市や盛り場では、人が自由に交わり、交
歓します。これはサードプレイスの考え方にも
通じます。盛り場は点ではなく面として存在
し、都市に時間的な広がりを与えます。

空間的な広がりだけでなく、時間的な広がり
を取り戻すことが、これからの都市には必要で
す。そのためには、チェーン店ではない個店や、
まだ弱い主体を守り、育てることが欠かせませ
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1　はじめに
近年、主要都市から東京圏（埼玉県・千葉県・

東京都・神奈川県）への人口の転出超過が拡大
している。国勢調査における移動人口をみる
と、主要都市から東京圏への転出超過は継続し
ており、愛知県や名古屋市においても同様の傾
向がみられる（表1, 2）。名古屋市から東京圏
への転出超過量の推移をみると、特に25～39
歳の、生産年齢人口の中核を担う年齢層におけ
る転出超過数の増加が顕著であり、この年齢層
の移動には転職を契機とするケースが多いと推
測される（表3）。

名古屋圏から東京圏への25～39歳という中
核を担う人材の流出は、これまでにも政策課題
として長年取り上げられてきたが、依然として
続いている状況であり、歯止めがかかっていな
い。

表1　主な都道府県から東京圏への転出超過量

表2　主な都市から東京圏への転出超過量

以上を踏まえ、本研究は、転職に着目し、名
古屋圏から東京圏への人材流出の実態とその要
因を詳細に把握することを目的とした。なお、
本研究では、名古屋圏を愛知県、東京圏を1都
3県（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）と
定義し、分析を行った。

2　アンケート調査
（1）アンケート調査の概要

名古屋圏と東京圏の間の移動を伴う転職を経
験された方を対象として、転職要因や転職前後
の変化を定量的に把握することを目的として
Webアンケート調査を行った（表4）。調査対
象は2015年4月以降に都市圏間の移動を伴う転
職を経験し、かつ転職時の年齢が25歳から39
歳の方とした。調査方法はインターネット調査
とし、2026年1月8日から15日の約1週間で実
施した。設問数は最大25問で、転職経験者の

表3　名古屋市から東京圏への転出超過量

転職に伴う名古屋圏から東京圏への転出実態に
関する研究

元名古屋都市センター　調査課　　前田　翼

〈令和7年度 名古屋都市センター研究報告〉
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出身地への回帰移動と推定される。これは、純
粋なキャリア追求型の移動だけでなく、家族・
親族への回帰といった動機も人材移動に大きく
寄与していることを示唆している。

（3）転職理由
転職理由（複数回答）について、名古屋圏→

東京圏、東京圏→名古屋圏の両グループで上位
に挙げられた理由は以下のとおりである（図1）。
・�1. やりたい業務・プロジェクトに携われる環

境を求めた（名古屋圏→東京圏：19.7%、東
京圏→名古屋圏：19.4%）

・�2. 自分の能力・スキルをより活かせる仕事を
求めた（名古屋圏→東京圏：18.9%、東京圏
→名古屋圏：26.9%）

・�8. 処遇（年収・賞与）を改善したいと思った（名
古屋圏→東京圏：18.9%、東京圏→名古屋圏：
24.1%）

両方向の移動において「1.やりたい業務」
「2.能力・スキルの活用」「8.処遇改善」が共通
して上位に挙げられた。このことは、転職理由
の主要な要素が年収だけでなく、仕事の質・内
容・成長機会であることを示している。

両グループの差異として注目すべきは、名古
屋圏→東京圏では、「20.配偶者の転勤や転職に
よる影響」（14.2%）が上位に挙がっている点で
ある。パートナーに従う形での転出も一定数存
在することが確認された。一方、東京圏→名古
屋圏では、「3.裁量を持って仕事を進められる
環境を求めた」（16.7%）、「5.成長の機会が多い
環境を求めた」（18.5%）、「7.昇給・昇進の機会
を求めた」（18.5%）が相対的に高く、仕事内容・
働き方に関する動機がより強く反映された結果
となった。また、東京圏→名古屋圏の転入者の
方が、仕事内容や働き方に関する項目の選択率
が相対的に高い結果となった。

転職要因から転職前後の生活実態の変化に関す
る内容まで幅広く調査項目を設定した。

表4　Webアンケート調査の概要

（2）出身地
名古屋圏→東京圏の転出者の出身地をみる

と、愛知県出身者が約49%と最も多く、次いで
東京圏出身者が約18%であった。東京圏→名
古屋圏の転入者の出身地をみると、東京圏出身
者が約35%、愛知県出身者が約32%であった（表
5）。転職による都市圏移動のうち、出身地への
Uターン的な移動が一定数みられ、名古屋圏→
東京圏で約18%、東京圏→名古屋圏で約32%が

表5　転出者の出身地
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2）東京圏→名古屋圏の転入理由（上位）
・�10. パートナー・家族・友人がその都市圏に

住んでいた、または住みたいと言っていたか
ら（23.1%）

・�1. 希望する業種・職種の求人が他の都市圏の
方が明らかに多いと感じたから（21.3%）

・�11. 地元に戻りたかったから（20.4%）

3）小括
名古屋圏→東京圏では、「1. 求人の多さ」、

「3.キャリアアップ機会」、「5.年収水準」が転
出の主要因であり、東京圏の就業機会の厚さが
強力な引力として機能していることが確認でき
る。一方、「10.パートナー・家族・友人の存在」
も24.4%と高く、人的ネットワーク・家族要因
も転出選択に大きく関与している。

（4）他都市圏への転出理由
転職に際して他の都市圏へ転出した理由（複

数回答）の主要結果は以下のとおりである（図2）。

1）名古屋圏→東京圏の転出理由（上位）
・�1. 希望する業種・職種の求人が他の都市圏の

方が明らかに多いと感じたから（35.4%）
・�10. パートナー・家族・友人がその都市圏に

住んでいた、または住みたいと言っていたか
ら（24.4%）

・�3. キャリアアップにつながるポジションが他
の都市圏に多いと感じたから（18.9%）

・�5. 他の都市圏の方が、年収水準の高い勤め先
が見つかると感じたから（17.3%）

図1　転職理由（左：名古屋圏→東京圏、右：東京圏→名古屋圏）

図2　他の都市圏への転出理由（左：名古屋圏→東京圏、右：東京圏→名古屋圏）
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・�生活ゆとりの改善：11.生活のゆとり（+48.1%）、
12.生活のしやすさ（+33.3%）

・�年収の改善：6.年収額（+37.0%）

3）小括
注目すべき点は、名古屋圏→東京圏への転出

者においても、生活費・住居費は悪化するもの
の、仕事面だけでなく生活面（しやすさ・ゆと
り）も改善していると感じている点である。東
京圏へ転出後の総合的な生活評価は必ずしもマ
イナスではなく、都市としての魅力（商業施設・
文化・余暇の豊富さ等）が生活満足度の向上に
寄与していると推測される。

一方、東京圏→名古屋圏への転入者は、住宅
の広さや生活コストの低さ、居住環境の快適さ
という点で大きな満足感を得られており、年収
も上昇していることが確認された。これは名古
屋圏が生活基盤として持つ優位性を示してい
る。仕事面に着目すると、名古屋圏→東京圏へ
の転出者の方が東京圏→名古屋圏への転入者よ
りも差分が大きいものの、そこまで大きな差は
生じない結果となった。

東京圏→名古屋圏では「10.パートナー・家族・
友人」「11.地元回帰」が上位を占め、東京から
の転出よりも名古屋圏の地縁やUターン動機
が強く働いている。

（5）転職前後の変化と生活実態
転職前後の変化の差分注（1）を分析すると、両

方向の転職において多面的な変化が生じている
ことが明らかになった（図3）。

1）名古屋圏→東京圏の主な変化
・�仕事面の改善：3.新たなスキルを身に付ける

機会（+39.4%）、2.仕事の裁量・責任の大き
さ（+35.4%）、1.仕事のやりがい（+29.9%）

・�生活面の改善：12.生活のしやすさ（+33.1%）、
11.生活のゆとり（+29.9%）、14.住まいの立
地の利便性（+24.4%）

・�生活コストの悪化：8.住居費（-27.6%）、7.生
活費等の支出額（-16.5%）

2）東京圏→名古屋圏の主な変化
・�居住面の大幅改善：10.居住する住宅の広さ
（+60.2%）、16. 住 環 境 の 快 適 さ（+34.3%）、
14.住まいの立地の利便性（+29.6%）、15.治安・
安全性（+28.7%）

図3　転職前後の変化の差分
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肢という観点でも東京圏に魅力を感じている可
能性が考えられる。

（7）抽出集計（年収増加者）
転職後に年収が増加した方（名古屋圏→東京

圏：43人、東京圏→名古屋圏：38人）の抽出
集計を行った。

1）転職前後の個人年収の変化
転職前後の個人年収の変化は以下のとおりで

ある（図5）。
個人年収1,000万円超の割合は、名古屋圏→

東京圏で転職前約7%→転職後約14%、東京圏
→名古屋圏で転職前約8%→転職後約21%と、
両グループともに転職後に高年収層の割合が増
加している。

（6）�抽出集計（1番の転職理由が配偶者の転職
や転勤による影響以外）

名古屋圏→東京圏について、配偶者の転職・
転勤による影響を1番の転職理由と回答した方
を除いた抽出集計（男性64人、女性48人）を
行い、男女別の転出理由を比較した（図4）。

男女ともに「1.求人の多さ」が最上位（男性：
35.9%、女性：43.8%）となり、「3.キャリアアッ
プ」も上位（男性：21.9%、女性：18.8%）であった。
男女に共通して、東京圏の求人の豊富さとキャ
リアアップ機会が転出の主要因となっている。

一方で、女性特有の特徴として「5.年収水準
の高さ」（25.0%、男性14.1%）と「8.価値観に
合うライフスタイルの実現」（18.8%、男性6.3%）
が相対的に高い。これは、女性が仕事面の条件
だけでなく、生活スタイルや文化・余暇の選択

図4　他の都市圏への転出理由（名古屋圏→東京圏）

図5　転職前後の個人年収
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は、希望する求人の多さが最も高く考慮されて
おり、東京圏の求人の厚さが移動理由の1つに
なっていることがわかった。

また、名古屋圏から東京圏への転職理由で
は、やりたい業務、能力・スキルの活用、処遇
改善が上位であり、都市圏移動を伴う転職は、
年収だけでなく仕事内容に関する要因も大きい
と想定された。

さらに、東京圏へ転出することで、生活費・
住宅費は悪化する一方、生活のしやすさ、生活
のゆとりは改善しており、高コストであっても
生活面で改善を感じる層が見られる結果となっ
た。

4　おわりに
本調査研究では、25～39歳を対象として転

職に伴う名古屋圏から東京圏への転出実態を把
握した。

今後は、名古屋圏に留まった人材との比較調
査や、企業の採用実態に関する調査など、多角
的な研究の深化が求められる。今回、人口流出
が止まらない要因分析を行うにあたり、転職に
着目して調査研究を行ったが、名古屋圏から中
核を担う人材の流出に歯止めがかかり、将来も
名古屋が持続的な発展を遂げられるようなまち
づくりが進むことを期待したい。

2）転職前後の業種・役職の変化
業種別の変化をみると、以下の特徴が確認さ

れた（図6）。
名古屋圏→東京圏では、金融業・保険業が

16.3%→7.0%と減少し、建設業（0%→7.0%）・
サービス業（7.0%→14.0%）が増加した。

東京圏→名古屋圏では、医療・福祉（10.5% 
→2.6%）・サービス業（7.9%→0%）が減少し、
製造業（23.7%→28.9%）・情報通信業（5.3%→ 
10.5%）・教育、学習支援業（2.6%→7.9%）が
増加した。

役職の変化をみると、以下の特徴が確認され
た（表6）。

東京圏→名古屋圏では役職アップが11.1%、
役職ダウンが5.6%となっており、名古屋圏→
東京圏と比較すると、年収増と合わせて役職
アップする層がやや多い傾向がみられた。

表6　転職前後の役職

3　まとめ
名古屋圏から東京圏への転職を伴う転出で

図6　転職前後の業種
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補注
（1）	 転職前後の変化について、5段階（1.転職後の方

が悪くなった、2.やや悪くなった、3.どちらでも

ない、4.やや良くなった、5.良くなった）で聞き、

良くなった（4、5）の回答割合から悪くなった（1、

2）の回答割合を差し引いた値を差分として算出

した。数値が大きいほど、良くなったというプラ

スの評価がされていると解釈できる指標となって

いる。
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1　はじめに
南海トラフ地震等の大規模地震では、広域か

つ甚大な被害の発生が想定され、被災自治体は
人的・物的リソースが不足する状況の中で、被
災者の生活再建支援を進める必要がある。特
に、南海トラフ巨大地震については、2025年3
月に公表された被害想定報告書1）において、人
的・物的リソースの不足等、発災後の対応が困
難となる状況が示されており、災害対策として
は、命と社会を守ることに加え、被災後も助
かった命と生活を維持する視点が必要であると
提言されている。また、愛知県内でも大きな被
害が見込まれている。

発災後1か月から2年程度の応急段階におけ
る住まいの確保は、避難所滞在の長期化を防
ぎ、生活環境を安定させる上で重要である。一
方で、応急段階の住まいの早期確保に当たって
は、建設型応急住宅の建設の遅れ、賃貸住宅ス
トックの地域的偏在による量的ミスマッチ、被
災自治体の事務負担の大幅な増加といった課題
がある。これらの課題によって住まいの供給が
滞ると、避難所等での滞在が長期化し、被災者
の精神的・身体的負担が増すことで、災害関連
死のリスクが高まる懸念がある。

本研究は、南海トラフ地震発生時の愛知県を
対象として、応急段階の住まい確保に関する需
給と運用上の課題を明らかにすることを目的と
した。具体的には、民間不動産情報に基づいて
仮住まいとして活用可能な賃貸住宅の在庫を把
握し、世帯人数別・市区町村別の需要と供給の
関係を分析するとともに、市町村間移動を考慮
した需給構造を明らかにした。さらに、既往災

害の状況や能登半島地震に関する自治体ヒアリ
ング等を通じて、応急段階の住まい確保に係る
運用面及び供給面の課題を整理し、行政等が発
災前に整理しておくべき対応方針を検討した。

なお、本稿では調査結果を抜粋して紹介す
る。詳細については報告書2）を参照されたい。

2　応急段階の住まい確保の現状
応急段階の一般的な住まい確保のフローを図

1に示す。
発災直後は、自宅に留まることが可能な被災

者は在宅避難となるが、自宅の倒壊やライフラ
インの途絶等により自宅に留まることが難しい
場合は、避難所や親戚・知人宅等へ避難する。
発災1か月から2年程度の応急段階には、被災
した住宅の応急修理やライフラインの復旧によ
り自宅に戻る被災者もいるが、難しい場合は親
戚・知人宅等への入居を続けるか、応急仮設住
宅、民間賃貸住宅、既存公営住宅等に入居する。

図1　被災後の恒久的な住宅確保までの入居フロー
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本研究では応急段階における民間賃貸の活用を

便宜的に「仮住まいの賃貸住宅」と呼ぶ。

応急仮設住宅は災害救助法に基づく制度で、
被災者は家賃負担なく居住することができる。

南海トラフ地震を想定した応急段階の
住まい確保に関する研究

名古屋都市センター　調査課　　坪井　佑樹

〈令和7年度 名古屋都市センター研究報告〉
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の対応を設定した。定量分析は愛知県被害想定
の過去地震最大モデル（L1モデル）を対象とし、
ライフライン復旧の遅滞や浸水の長期化は考慮
していない。

図2　分析の流れ

①市区町村・入居可能人数別の
募集在庫数の算定（供給）

②市区町村・世帯人数別の
仮住まいの入居需要の算定

市町村間の移動を考慮した
需給評価

市区町村・世帯人数別の
需給評価

①ー②により評価
＋：余力 ー：不足

東日本大震災の
宮城県での市町村間移動の
データを使用しモデル構築

適用

（2）供給と需要
揺れと津波による物件残存率を考慮した募集

在庫数を集計した結果を図3に示す。1人世帯
向け約3.6万戸、2人世帯向け約1.6万戸、3、4
人世帯向け約0.4万戸、5人以上世帯向け約1.2
万戸、合計約6.8万戸となった。1人世帯向け
が全体の約53％を占める一方、愛知県の総世
帯数に占める1人世帯の割合は約36％であり、
募集在庫は単身世帯向けに偏っている。また、
名古屋市内の物件が約67％を占めるのに対し、
県内人口に占める名古屋市の割合は約31％で
ある。すなわち、仮住まいとして供給される可
能性のある物件は、世帯規模と地域の双方に偏
在する。

市区町村別・世帯人数別の募集在庫数を図4
に示す。ここでは、1人世帯向けと3、4人世帯
向けを示す。1人世帯向けは千種区、中区、中
村区、西区等に集まり、3、4人世帯向けは県
内の多くの地域で在庫が少ない。このことか
ら、市区町村によって仮住まいの賃貸住宅とし
て活用可能な物件の間取りに偏りがあるといえ
る。

仮住まい需要は、被害想定の考え方に沿って
需要を見込んだ「基本ケース」と、従前地で
の再建が想定どおりに進まない場合の「上振

プレハブ住宅や木造住宅等を建設する建設型応
急住宅と、既存の民間賃貸住宅を地方自治体が
借り上げて使用する賃貸型応急住宅の二種類に
大別される。賃貸型応急住宅への入居に加え、
災害救助法によらず自力で民間賃貸住宅に入居
する被災者もいることから、本研究では応急段
階における民間賃貸住宅の活用を便宜的に「仮
住まいの賃貸住宅」と呼ぶ。

建設型応急住宅の大部分を占めるプレハブ型
について、2015年の資料では 3）、プレハブ建築
協会会員企業における6か月以内の供給能力は
中部地方で約5.7万戸とされ、中部地方におけ
る供与完了までの期間は、単純計算で約3年3
か月と試算されている。この供給能力は、国内
の一つの地域ブロックのみが被災し、全国の会
員企業が応援を行った場合を想定したものであ
る。近畿、四国、九州でも被災が想定される南
海トラフ地震では、全国的に供給リソースが競
合し、中部地方の供給能力はさらに減少する可
能性がある。

3　仮住まいの需給について
（1）分析方法

行政側の一般的な推計では、賃貸型応急住宅
の供給量は、住宅・土地統計調査の「賃貸用空
き家」の数に一定の係数を掛けて算出し、全
壊・半壊棟数を基に求めた応急仮設住宅の需要
量と比較する。しかし、「賃貸用空き家」には
一般に募集していない物件も含まれる可能性が
あり、世帯人数と間取りの関係や、被災者の市
町村間移動も十分に扱われていない。

そこで本研究では、募集実態に基づく賃貸住
宅在庫、世帯規模、市町村間移動を分析に組み
込んだ。本研究の分析の流れを図2に示す。供
給量は2024年12月の不動産情報サイト「アッ
トホーム」のデータから、1982年以降に竣工
した物件を対象に、揺れと津波による物件残存
率を考慮して算定した。世帯人数は「1人」「2人」

「3、4人」「5人以上」の4区分とし、間取りと
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4人世帯を中心に需要が増える。地理的には、
想定震源域に近い愛知県南部の市町や、人口が
多く地盤条件の良くない名古屋市西南部で必要
数が多い。

れケース」の2ケースを設定した。その結果、
基本ケースで約9.6万世帯、上振れケースで約
15.3万世帯と算定された（図5）。上振れケース
は基本ケースの約1.6倍であり、2人世帯や3、

図3　地域別・世帯人数別の募集在庫数
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必要量は単純計算で約2.5万戸となる。これは
東日本大震災時の宮城県の供給数22,095戸 4）を
上回る。南海トラフ地震時には他県でも相当数
の建設型応急住宅が必要となるため、愛知県内
だけで約2.5万戸を供与するには相当の時間を
要する可能性がある。上振れケースでは、名古
屋市の1人世帯向けを除く全地域・世帯区分で
不足し、県全体の不足は約8.5万戸、公営住宅
を差し引いても約7.8万戸となる。上振れケー
スは需要を多めに見込んだ推計であるものの、
東日本大震災時を上回る規模の住宅不足が生

（3）移動を考慮しない需給評価
供給量から需要量を差し引き、正を余剰、負

を不足として評価した（図6）。基本ケースでは、
海部、知多、西三河、東三河の各地域において、
全ての世帯区分で仮住まいの賃貸住宅が不足す
る。特に3、4人世帯向けは名古屋地域を含め
て不足し、多人数世帯向け物件が供給上のボト
ルネックとなる。

基本ケースにおける2人以上世帯向け物件の
不足数は、合計約3.2万戸であり、既存公営住
宅約0.7万戸を差し引くと、建設型応急住宅の

図6　地域別・世帯人数別の需給評価
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り、名古屋地域の需給評価は正から負へ転じ
た。推計には制約があるが、被災者の賃貸型応
急住宅入居に伴う移動の考慮の有無により、需
給評価の結果が大きく異なり、必要となる対応
策も変わり得ることが示唆される。

じ、応急段階の住まい確保が極めて困難となる
可能性が示唆される。

上振れケースにおける市区町村別・世帯人数
別の需給評価を図7に示す。全体として、愛知
県南部で特に不足する傾向がみられる。また、
3、4人世帯では需給が300戸以上の余剰となる
市区町村はなく、1人世帯と比べて需給が逼迫
する可能性がある。

（4）市町村間移動を考慮した分析
実際の災害では、被災者が住宅を求めて市町

村間を移動する。そこで、東日本大震災時の宮
城県の市町村間移転データ5）から、人口、住宅
ストック、距離、通勤・通学流動等を用いた修
正重力モデルを構築した。ただし、宮城県での
選択要因を愛知県にも適用し、世帯人数による
選好差を扱わない等の強い仮定があるため、1
人世帯に限定した実験的推計として解釈した。
修正重力モデルに用いた変数の設定や推定結果
は報告書2）を参照されたい。

前節で名古屋市において需給差が正となった
1人世帯向け物件に着目し、上振れケースにお
ける市町村間の主要な移動を図8、地域ごとの
移動考慮前後の需給評価を図9に示す。図8で
は100世帯以上の移動を矢印で示しているが、
名古屋市へは、複数の市町村から多数の流入が
想定された。その結果、名古屋市への流入によ

図7　市区町村別・世帯人数別の需給評価（上振れケース）

図8　上振れケース・1人世帯における主要な移動
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個人契約を一定条件下で制度対象とするなど、
災害救助法上の現物給付原則の柔軟化を国レベ
ルで検討するとともに、住宅の耐震化を進め、
そもそもの仮住まい需要を減らすことが抜本的
な対策となる。

5　おわりに
本研究で得られた主な知見は、以下の2点で

ある。
・�仮住まいとして活用可能な愛知県内の民間賃

貸住宅の募集在庫は、名古屋市内及び1人世
帯向け物件に偏在している。このため、特に
多人数世帯向けの仮住まい確保が供給上のボ
トルネックとなる可能性がある。

・�市町村間の移動を考慮すると、物件が比較的
多い名古屋市内の1人世帯向け物件について
も、需要が供給を上回る可能性が示された。
過去の災害では、被災者が自らの判断で市町
村の境界を越えて仮住まいを確保しており、
こうした移動を行政が制御することは困難で
ある。このため、行政は市町村間の移動を前
提として、応急仮設住宅等の供与体制を検討
する必要がある。
南海トラフ地震については、地震調査研究推

進本部（地震本部）の長期評価6）では、今後30
年以内の発生確率のランクが「Ⅲランク（高い）」
と評価されている。一方、国では防災庁の設置
に向けた準備が進められており、徹底した事前
防災の推進が求められている。本研究が、南海
トラフ地震をはじめとする大規模地震災害に備
えた住まい確保対策の検討に資することを期待
する。

参考文献
1）	 中央防災会議防災対策実行会議 南海トラフ巨大

地震対策検討ワーキンググループ（2025）：南海

トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ報告

書

4　対応策の提言
分析結果等から、応急段階の住まい確保に

は、運用面と供給面の双方に課題があることが
明らかとなった。

まず、市町村を越えて被災者が賃貸住宅を確
保する際には、移動先の被災者との間で不公平
感が生じたり、住宅配分を巡る混乱が発生した
りする可能性があるため、広域移動を前提とし
た対応方針と周知方法を平時から定めておく必
要がある。また、能登半島地震では、被災者が
先に締結した個人契約を自治体・貸主・入居者
による三者契約へ切り替える事務が大量に発生
し、返金の確認や家賃の支払いに関する事務
が、大きな負担となった。契約手順、必要書類、
支払処理を標準化するとともに、仲介業者によ
る事前確認や申請の電子化により、書類不備の
補正事務を減らすことが重要である。さらに、
高齢者や障害者等の要配慮者には優先配分の仕
組みを設け、多人数世帯については、公営住宅
等を優先的に活用し、やむを得ず世帯を分離す
る場合の要件と支援方法も整理しておく必要が
ある。

供給面では、賃貸型応急住宅だけで需要を満
たすことは困難であり、被災住宅の応急修理、
公営住宅や公社住宅の一時使用、建設型応急住
宅などを組み合わせる必要がある。特に集合住
宅では、応急修理への支援を拡充し、居住継続
可能な住宅を増やすことで、仮住まい需要その
ものを抑えることが重要である。貸主による物
件提供を促すため、原状回復、中途解約、退去
時対応等の条件を事前に明確化することも求め
られる。建設型応急住宅については、候補地の
面積だけでなく、災害リスクの低さ、インフラ
復旧の見通し、早期着工の可能性等を踏まえて
優先順位を付け、積算・検査等を担う技術職員
の確保方針についても、あらかじめ定めておく
べきである。

ただし、南海トラフ巨大地震のような広域災
害では自治体の運用改善だけでは限界がある。
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